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第１章 本研究の問題と目的 
 
１-１ 日本における学生相談の現状 
大学には，在籍する学生の学生生活を様々な面で支援するために，学生相談室や保健管
理センターと呼ばれる部署が設置されている。こうした部署はまとめて学生相談機関と呼
ばれているが，独立行政法人日本学生支援機構の平成 22 年度の調査によれば，日本の大学
の学生相談機関の相談件数は 55 万 8200 件（平成 21 年度）であり，これは平成 19 年度の
調査時（48 万 1800 件）に比べて約 7 万 6400 件の増加となっている（独立行政法人日本学
生支援機構,2011）。また，同調査において学生相談の課題として最も多く上げられたのが
「悩みを抱えていながら相談に来ない学生への対応」（91.9％）であり，次に「複雑かつ多
様な相談内容への対応」（81.6％）となっている。同機構が 3 年後に実施した平成 25 年度
の同じ調査においては，相談件数が 65 万件とさらに増加しており，また，学生相談の課題
として最も多く上げられたのは「悩みを抱えていながら相談に来ない学生への対応」
（85.9%）であり，次に「精神的な危機の状況にある学生への対応」（73.7%）であった。ま
た，平成 22 年度の状況との比較では，「発達障害」の相談件数が「増えている」と回答し
た大学の割合が 59%となっており，他の項目に比べて高かったのも特徴的である。 
多くの大学は学生相談件数の増加やその対応すべき問題の複雑化，多様化といった困難
に直面している。一方で，平成 10 年に大学審議会より出された「21 世紀の大学像と今後
の改革方策について―競争的環境の中で個性が輝く大学―（答申）」（文部科学省大学審議
会，1998）以降，大学は厳しい競争的環境に置かれるようになった。また，長引く不況と
18 歳人口の減少が重なり，大学は経費削減や学生確保のためにかなりの労力を割くことと
なり，その中で，いかにして学生の成長を促進し，次代を担う有為な人材を育成していく
かに苦慮している現状にある。各大学における学生相談機関は学生支援の中心的な部署と
して，その役割を十全に果たすことが期待されている。 
 しかし，大学が直面するこうした喫緊の課題にもかかわらず，日本の学生相談体制の現
状は充実しているとはいえない状況にある。日本学生相談学会が 3 年ごとに全国の大学の
学生相談機関を対象に行う調査(日本学生相談学会特別委員会, 2001; 大島・林・三川・
峰松・塚田, 2004; 大島・青木・駒込・楡木・山口, 2007; 吉武・大島・池田・高野・山
中・杉江・岩田・福盛・岡, 2010; 早坂・佐藤・奥野・阿部, 2013; 早坂・佐藤・奥野・
阿部, 2014)から，カウンセラー数に関するデータを抜粋してまとめものが図 1-1 である。
この図から，2012 年度の日本の 4 年制大学における 1 学生相談機関あたりの実質カウン
セラー数は 1.15人ときわめて少ないこと，約 10年間で平均して 0.2人程度しか増加して
いないことが読み取れる。また，実際には，カウンセラーの 69.5％は非常勤職であり
（早坂・佐藤・奥野・阿部, 2013; 早坂・佐藤・奥野・阿部, 2014)，残念ながら，充実
した学生相談体制を構築しているとはほど遠いのが現状である。 
 これに対し，アメリカの学生相談機関におけるカウンセラー数は日本とはかなり状況が
異なっている。アメリカについて，同様なデータをまとめたものが図 1-2である。このデ
ータは，毎年，学生相談機関のディレクターを対象に行われている調査（Gallagher, 
2011, 2012, 2013, 2014）より，関連部分を抜粋してまとめたものであ る。
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この図から，アメリカの大学の学生相談機関では平均 6人程度の常勤相当のカウンセラ
ーが配置されていることが読み取れる。大学規模の区分やカウンセラーの区分が日本のデ
ータと同じではないので，比較には留意が必要であるが，双方には大きな差があることは
間違いなく，日本の学生相談の体制が未整備な状態にあることを裏付けている。 
それでは，なぜ，日本の学生相談は未整備な状況にあるのだろうか。また，どうしたら
より充実した体制を実現することができるのだろうか。本研究はこうした日本の学生相談
の現状に対する問題意識が出発点となっている。 
日本の学生相談の現状を理解するために，本章では，まず，アメリカの学生相談の発展
の歴史的経緯について概観することとする。なぜなら，日本における学生相談の初期はア
メリカから導入された「student personnel services」の考え方の影響を強く受けている
とされるからであり（都留, 1994），したがって，日本における学生相談の展開や発展の
方向性について理解するためには，アメリカにおける学生相談がどのような発展を遂げた
かについて理解し，その上で，日本の学生相談の発展を振り返る必要があると思われるか
らである。 
次節以降において，アメリカの学生相談の始まりとその後の展開について概観し，アメ
リカの学生相談の発展に影響を与えた要因について検討する。次に，第二次世界大戦後の
日本の学生相談の発展を振り返る。その上で，日本学生相談機関の発展が抱える課題につ
いて示唆を得ることとしたい。 
 
１-２ アメリカにおける学生相談の発展経緯 
１-２-１ アメリカにおける学生相談の歴史 
アメリカの学生相談の発展の歴史の流れを包括的に扱った考察としては，Hedahl(1978)，
Heppener & Neal(1983)，Stone & Archer(1990)，Meadows(2000)，McCarthy(2014)などが
ある。研究者によってその時期的な区分に若干の違いは見られるものの，大きな流れのと
らえ方ではほぼ一致している。たとえば，アメリカにおける学生相談の発展の歴史を包括
的に記述している Meadows(2000)は，アメリカの学生相談の歴史を，1930年代以前，1930
年～1944 年，1945 年～1960 年，1960 年～1980 年，1980 年以降の 5 期に分けてとらえて
いるが，他の研究者もおおむねこの区分に沿っている。そこで，以下，Meadows(2000)の
区分をベースとして取り上げ，その記述と考察を引用しつつ，特に，学生相談の体制が確
立した第二次世界大戦以後の経緯に焦点を当て，その他の研究者による指摘も踏まえなが
ら概観する。なお，以下，各期のネーミングは Meadows(2000)による。 
① 1930年代以前：「先駆者とうまれつつあるパラダイム」 
Meadows(2000)によれば，1930 年代以前のアメリカの初期の大学では，学生への対応は
「家父長制（pater familiae）」をモデルとしており，大学教職員が「学生の擁護者」と
なるものが主流であったという。また，「当時は，ほとんどそのための準備や訓練はなか
ったが，カウンセリングは大学教職員の責任」となっていたという。学生に対して，単に
学問的な内容を教授するだけではなく，それ以外のかかわりが必要であるという方向性は
すでにこの時期にあったと考えられる。 
一方で，この時期には社会的な状況と心理学が密接に結びつく状況が作られた時期でも
ある。McCarthy(2014)によれば，アメリカでは，第一次世界大戦において兵士を適切な部
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署に配置させるために心理検査が必要とされ，知能や性格，態度などの個人差を測定する
計量心理学と心理検査およびその研究が発展を遂げたという。心理学や知能検査の発展が
戦争と密接な関係にあったことは知られているが（例えば，Banyard 1999 鈴木訳, 2005），
社会的状況と心理学の研究および大学との関係は，この後の学生相談の展開と発展にも少
なからず影響を及ぼしていたものと思われる。 
② 1930年から 1944 年：「学生助育活動から専門的カウンセリングへ」 
1930 年以降，「student personnel work」（学生助育活動）によるカウンセリングやカ
ウンセリングのための専門的な準備が強調されるようになる。このことに大きな影響を与
えたのが 1929 年から始まった大恐慌であり，それにともなう若年層の失業と大量の無職
の若者の出現である。Meadows(2000)によれば，例えば，アメリカ青少年局（ The 
National Youth Administration）は，こうした無職，失業状態にある若年層に「テスト
と職業訓練，キャリア情報，キャリアカウンセリングと就職斡旋」を行った。その結果，
カウンセリングはそれまでの「家父長制」的な学生助育活動とは異なる性格を帯び，学生
の成長を促進することを目的とした高等教育の一要素として位置づけられることとなった
という。その後，「大学において，カウンセリングを提供する部局の設置が始まり，第二
次世界大戦前までには，多くの大学が大学院にカウンセラー養成のためのカウンセリング
プログラム設置する」ようになった（Meadows, 2000)。こうした流れを背景に，心理学や
カウンセリングに関する様々な学術団体が活動を始め，大学にその専門性の基盤を持つ体
制が作られていった。 
Heppener & Neal(1983)によれば，この時期にはすでに学生は多くの心理的問題を抱え
ていることが指摘されており，心理学者，内科医，精神科医，精神衛生医，社会学者ら，
種々異なる専門性を持つ専門家が別個に学生の問題を扱おうとしていたという。また，こ
の時期までは，「カウンセリング」と「職業指導（vocational guidance）」，「学生助育
（student personnel）」の用語は区別されずに用いられていたとしている。学生を対象と
したカウンセリングが大学に根ざしつつあるものの，まだ，「学生相談」としての専門性
の明確化には至っていなかったと考えられる。 
Williamson(1939)は，こうした混乱した状況に対し，これらの専門家の中で訓練を受け
た専門家を「大学キャンパスにおける臨床カウンセラー（clinical counselor）」と呼び，
区別しようとした。そして，大学において従来，教員が担ってきた役割の重要性について
認めつつも，学生の個別性を志向した「personnel work」と教員の持つ個別指導的な役割
との差異，あるいは「clinical counselor」と「remedial teacher」との差異について繰
り返し述べている。新しい方法論としての「student personnel work」が教育機関の中で
その意義を認識されるには，教員の持つ専門性との棲み分けが重要であったことがうかが
える。 
③ 1945年～1960年：「拡大する範囲と専門的地位」 
第二次世界大戦後，膨大な人数の退役軍人が戦地からアメリカ本国そして出身地に帰還
した。Meadows(2000)によれば，「アメリカ合衆国退役軍人省（United States Department 
of Veterans Affairs）」では「退役軍人への適切な教育的職業的目標を選択することを支
援するためのカウンセリングプログラム」を実施する必要に迫られた。すなわち，生産労
働を担う世代の今後の生活や仕事をどのように支援するかが国家の喫緊の課題となってい
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たのである。しかし，アメリカ合衆国退役軍人省だけでは，アメリカ全土に散らばる退役
軍人を対象としたサービスを提供することは不可能であった。このため，この時，退役軍
人の生活とキャリア支援の対応を目的として，アメリカ合衆国退役軍人省と大学との間で
契約が結ばれ，資格付与された大学教職員が支援のためのサービスを提供するようになっ
た。この時の必要経費はすべて国家が負担し，また，退役軍人の日常生活や大学の授業料
等についても手厚いサポートがあったという。こうした経緯もあり，この時期の学生相談
では「職業カウンセリング」が大きな位置を占めることとなった。 
Embree(1950)は，「退役軍人省のガイダンスプログラムが学生相談機関発展の主要因で
ある」と述べ，Hedahl（1978）は，この時期について「専門的カウンセリングのための特
定の技術と訓練の必要性に対する共通した認識が，増加する大学において独立した運営部
局の確立のための道を切り開いた」と述べている。大学がアメリカ合衆国退役軍人省のプ
ログラムを実施することで，専門的なカウンセリングの必要性が広く認識され，そのこと
がその後の学生相談体制の整備につながっていった当時の状況が確認できる。 
そして，多くの大学は退役軍人省から委託されたプログラムが終了後も学生相談機関を
維持し，今度は在籍学生に重点を移して，彼らのために学生相談サービスを展開するよう
になったという（Heppener & Neal, 1983）。また，1957 年のいわゆる「スプートニク・
ショック」を契機に，1958 年には国家防衛教育法（National Defense Education Act）
が制定された。これにより大学進学率が急増することになるのだが，同法のタイトルⅤに
は「ガイダンス，カウンセリングおよびテスト―有能な生徒の認定と奨励
（Identification and Encouragement of Able Students）―」が規定されており（松浦，
1983），法的な枠組みにおいても，学生相談活動の必要性が認識されていることが確認で
きる。 
Hedahl(1978)によれば，同法を契機として中等教育段階においても学校にスクールカウ
ンセラーを配置することとなった。そして，これにより大学院レベルにおけるカウセラー
教育の必要性が高まり，また，生徒が「カウンセリング」がどのようなものであるかを知
ることで，生徒のカウンセリングに対する関心が高まって，将来の大学院での専門教育を
志すことにつながる場合もあったという。 
④ 1960年～1980年：「最良の時代と最悪の時代」 
1960 年からの 20 年はアメリカの学生相談が最も発展した時代であるとされる。
Meadows(2000)によれば，その背景には「2 年制の短期大学の急速な増加，学生相談プロ
グラムの領域を促進する認証基準，そして，さらに，学術団体，伝統的な教育的―職業的
カウンセリング（educational-vocational counseling）を越えた学生相談に従事するカ
ウンセラーの役割の拡大の影響」があったという。 
ちょうどこの期間に，Morrill, Oetting, & Hurst(1974)は，日本においても取り上げ
られる学生活動の包括的なモデルとして有名な「cube model」を提案したが，こうした包
括的なモデルが提出されたことは，この時期に学生相談の専門性の基礎が確固たるものと
なっていったことを表しているといえよう。また，McCarthy(2014)によれば，「職業―カ
ウンセリング心理学者（vocational-counseling psychologists）」，すなわち，学生相談
に携わる心理学者は，この時期に，自らを「臨床心理学者や精神科医と区別し，その役割
を正常範囲の個人の成長の促進に焦点を当てること」にして，そのために「教育機関や学
11 
 
生相談機関が，カウンセラーの訓練のための理想的な場である」と考えるようになったと
いう。 
一方で，1960 年代後半から 1970 年以後にかけて，学生相談の存続に危機をもたらしか
ねない問題が忍び寄っていた。Heppener & Neal(1983)は，この期間を，「経済的衰退と，
より多様なクライエントへの対応を含め，介入の対象として大学環境をも含めるようにな
るカウンセリングの使命の拡大の期間」と表現している。すなわち，ベトナム戦争（1960
年～1975 年）の長期化，泥沼化に加え，アメリカ経済全体の減速により，大学は学生相
談機関への予算削減への圧力を強めていくことになった。Heppener & Neal(1983)によれ
ば，この時期に学生相談機関において，カウンセラーの専門性の基礎の形成に必要となる
研修体制(doctoral internship など)の整備が行われているが，それは同時に，予算削減
の危機にさらされる学生相談機関が臨床スタッフを確保するという面もあったという。ま
た，1980 年代以降にかけて，多くの学生相談機関でコンサルテーションやアウトリーチ
活動が重要な機能となっていくなど，個人カウンセリングや職業的，教育的カウンセリン
グを中心とした従来の学生相談活動のあり方が大きく転換していく。 
⑤ 1980年～2000年頃：「カウンセリングと精神保健への移行」 
この時期に，さらに高等教育機関は非常に困難な問題に直面する。Meadows(2000)によ
れば，「伝統的な大学生」の入学者数は頭打ちになり，「女子学生や，より年齢の高い学生，
人種的少数者の学生，パートタイム学生（働きながら通学したり，一部の単位だけを修得
したりする学生），自宅からの通学学生（それまではアメリカの大学では学生は寮生活を
送ることが一般的だった）など」多様な形態の入学者が増加していく（注：括弧内は筆者
による補足）。このように多様な背景を持つ学生が増えることにより，学生が抱える問題
も多様なものとなり，それに伴って，「より深刻な個人的，社会的，情緒的問題を持つ学
生への対応」が重視されるようになっていった。そして，ここにおいて「アメリカ合衆国
退役軍人省のプログラム以来続いていた職業カウンセリングから個人カウンセリングへの
重点の移行」が明確化したという。 
また，Meadows(2000)によれば，学生相談機関の運営者は予算削減の圧力を強く意識し，
「学生相談機関の生き残りのためにカウンセリング活動を報告する」ようになっていった。
すなわち，学生相談活動の成果を外部に対して発信することにより，その存在意義を学内
外にアピールしていったのである。この後，時代は「説明責任が強調される時代」になり，
学生相談機関はさらに大きな変化を経験することになったという。コンサルテーションや
アウトリーチ活動への重点の変化の背景には，複雑化，多様化し，また，増加し続ける相
談への対応に加えて，予算削減や対外的な説明責任，さらには，学生相談機関そのものの
存続のための試みといった要因も少なからず影響を及ぼしていたことが推察される。 
こうした存在意義のアピールの流れと並行するように，1992 年にアメリカカウンセリ
ング学会(American Counseling Association: ACA)のディヴィジョンとしてアメリカ学生
相談学会(American College Counseling Association: ACCA)が設立され，初めて「学生
相談」それ自体を専門性のアイデンティティとした全国的な組織が生まれることとなった。 
この他に，Meadows(2000)によれば，学生相談機関の運営者とスタッフは「費用対効果
の圧力の中，重篤化する学生の精神病理への対応」に取り組んだ。その結果，「学生相談
と学生健康サービスを統合することや，初期の職業的教育的カウンセリングに立ち戻るこ
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と，相談回数を制限すること，短期もしくは長期的モデルに焦点化すること」など，大学
により，その活動形態が多様なものとなっていった。また，Federman & Emmerling(1997)
によれば，コスト削減を目的とした学生相談機関と精神保健サービスの統合の半数が
1991 年から 1994 年の間に起きているという。同様な観点で，学生相談サービスそのもの
を「外部委託」する大学も現れ始めるが，Widseth, Webb, & John(1997）はそうした流れ
に警鐘を鳴らしている。 
Stone & Archer(1990)は「1990 年代の学生相談は臨床的サービス，アウトリーチとコ
ンサルテーション，訓練，スタッフ・ディヴェロップメント，研究，運営の面で困難に直
面している」と述べている。そして，その困難は，「学生の人種的，社会的，国家的，経
験的背景が変わったこと，心理面でのニーズ，健康，安全，経済面でのニーズを持つ学生
の増加，高等教育における資金獲得の競争の増加」に基づいているという。彼らはこうし
た困難に対処するために，学生相談機関が自らの存在意義をアピールし，また，大学内に
おいて安定した位置付けを保持するために，長期的な展望に基づく「戦略的行動」を取る
ことを推奨している。 
一方，Bishop(1990)は，「1990 年代における（学生相談機関に対する）大学の関心」を
次のように整理している。それらは「カウンセリングに対する需要の増加」「危機管理サ
ービス」「キャリア開発サービス」「特定の集団（マイノリティ等）へのサービス」「大学
への学生の定着問題（学生の退学の予防）」への対応である（注：括弧内は筆者による補
足）。学生相談機関としては，こうした「大学の関心」にも応えつつ，活動を行っていく
必要があるという。また，Archer & Cooper(1998)は，これからの学生相談のカウンセラ
ーの役割を「initiator catalyst」(起動触媒。反応を引き起こすもの。)としている。彼
らによれば，学生相談の「目的」に関する長い議論の時代はとうに終わりを告げており，
学生相談の使命は「キャリアであろうと，教育的であろうと，精神的健康であろうと，学
生のニーズに全般的に対応しなくてはいけない」ということに他ならないとしている。 
１-２-２ アメリカにおける学生相談の発展の特徴 
以上，アメリカにおける学生相談の発展の歴史について，第二次世界大戦以後を重点的
におよそ 2000 年までの経過を振り返った。アメリカの学生相談機関のカウンセラー数が
充実していることについては先述の通りであり，その利用者が多いこと，多様な活動を行
っていること，人的にも充実していることについては，日本における多くの文献でも紹介
されている（ナガモト, 1994; 森, 1989; 森; 1990; 森田, 1990; 齋藤・中釜・香川・堀
田, 1996; 太田, 2004; 松村, 2008; 鈴木, 2009 ）。 
その発展と充実には，学生生活全体を支援しようというアメリカの大学のもともとのあ
り方に加えて，アメリカの社会的状況が深く関わっており，そうした状況に対する対応が，
恒久的で充実したスタッフ体制，研究体制を持つアメリカの学生相談機関の基礎を形成し
たと見ることができる。 
McCarthy(2014)によれば，第二次世界大戦後の「アメリカ合衆国退役軍人省のプログラ
ム」は，社会が「カウンセリングを通じてはるかに幸福なアメリカ人を増やすことができ
るという心理学者への信頼感」を持つきっかけとなったという。日本においても，およそ
2000 年前後に「臨床心理学ブーム」があり，この時期に，臨床心理学やカウンセリング
が社会的な注目を集めることとなったが，アメリカにおける学生相談の発展には，単に社
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会的，政治的な状況だけでなく，カウンセリングを通じて人は成長し，幸福になれるとい
う時代的な空気の影響も大きかったことが想像される。 
また，その充実した体制により，「学生相談機関は多くのカウンセリング理論を生み出
す，いわば研究室（laboratory）として機能」し，実際，もっとも充実した体制を持った
学生相談機関のひとつであったシカゴ大学のカウンセリング・センターは Rogers, C. R. 
の活躍の場となったという（McCarthy，2014）。 
このように発展を遂げてきた学生相談機関であったが，社会的状況の変化，特に，予算
の削減と説明責任の徹底により，その運営方針の変更を迫られることとなった。制限され
た予算の中で，複雑化，多様化する学生の問題に対応し，また，より多くの学生にできる
だけ効果的にサービスを提供するためには，コミュニティ的なアプローチ，ワークショッ
プやグループ・カウンセリングの実施，コンサルテーションやアウトリーチ活動，相談回
数の制限と近隣リソースへのリファーといった積極的で広域的な対応を重視せざるを得な
いといえるだろう。そして，最近では，学生相談機関が現状への理解と今後に対する明確
なビジョンを持ち，戦略的に活動を展開させ，機関を維持，発展させていこうという傾向
が強まっていると見ることができる。なお，このほかの要因として，アメリカの医療費抑
制のための医療保険制度の改革と「managed care」の広がりが学生相談活動に与えた影響
も大きいと思われる（これについては本研究の範囲を超えるため，本研究では扱わない。）。 
 
１-３ 日本における学生相談の発展経緯 
１-３-１ 日本における学生相談の歴史 
次に，日本における戦後の学生相談の導入から現在までの流れを概観する。その過程を
通じて，日本の学生相談の発展に影響を及ぼしてきた要因を探る。 
日本における学生相談は，1951 年，アメリカから講師を招いて行われた学生補導厚生
研究会において，教育学，哲学，心理学の理論と方法に基づいた「student personnel 
services」が紹介されたことが始まりとされる（都留,1994）。当時の講義をまとめた『学
生助育総論』（文部省大学学術局学生課, 1953）によれば，このとき，講師として日本を
訪れたのは，Brigham Young 大学学生部長の W. P. Lloyd 博士，Kansas 州立大学の学生
部長の M. D. Woolf 博士，Ohio 州立大学の女子学生部長の L. W. Felsted 博士，
Wisconsin 大学文理学部副学部長の C. H. Ruedisili 博士，Minnesota 大学職業補導準教
授の H. Borow博士，Wisconsin大学学生活動相談係の G. J. Klopf 博士の 6人である。 
『学生助育総論』の冒頭の「序言」において，「学生助育」という用語について解説が
なされている。それによれば，「大学における学生部を中心とするこの種の活動は，従来
厚生補導の名をもつて呼ばれてきた」が，「『厚生』が教育を『飼育』に堕落させるものと
して非難され」，「『補導』が実質的に『監督』と区別できない状態を作り出し，誤解と偏
見を拡大する原因となったことも否定できない」ことが，新しい「学生助育」という用語
を用いた第一の理由とされている。また，第二の理由として「研究的なものと，教育技術
的なものと，行政管理的なものとの特殊な実践的総合として，学生助育は新しい領域を要
求しているのではあるまいか」という認識をあげている。「学生助育」という用語の背景
には，第二次世界大戦において，多くの学生を戦地に赴かせる一端を担ってしまった大学
教育に対する反省と，これからの日本社会のために，ひとりひとりの学生を育ていこうと
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いう未来志向的なビジョンが託されており，また，学生相談を新しい領域として大学教育
に中に位置づけようというねらいが反映されていたものと思われる。 
 Lloyd は同書の「緒言」の中で，「良き組織と職員を持つ学生助育という形で示される
学生に対する同程度の関心をもつてするならば，日本の高等教育機関は，新日本建設の要
請に答えうる指導力を十分に供給することができるであろう。」と述べ，日本の将来の人
材育成のために「学生助育」が果たすべき役割を強調している。また，彼は「米人講師は
米国の学生助育制度を日本の大学に移植しようとしたのではない。」「米国においては，学
生を周到かつ科学的に研究することの必要性が痛感され，学生の妥当な要求を満たすため
に，大学の教育計画を改造しようとする要望が高まった。」と述べている。彼らは，アメ
リカで発展した学生相談をそのまま日本に普及させることを考えていたのではなく，むし
ろ，そこには高等教育機関における教育の改善をもたらすことが含意されていたものと思
われる。この研究会には日本の大学関係者が数多く参加し，その後，多くの大学に学生相
談機関が設置されるきっかけとなった。 
以後，日本において，学生相談は学生相談室等の設置数だけでなく，その活動や大学の
中における位置づけにおいても発展を遂げてきた。「学生助育」という用語自体は使われ
ることはなくなったが，日本の学生相談関係者が，Lloyd らが語った学生への教育のあり
方に関する哲学を日本の文脈の中に根付かせていこうとしたことは間違いないであろう。 
それでは日本における学生相談は 1951 年の学生補導厚生研究会以後，どのように展開
してきたのであろうか。Lloyd は「student personnel services」に関する講義の中で，
その基本的な理念的前提として，「(1)大学は学生の教室外の欲求に応ずる計画を有効に実
施する責任を有し，教室における研究と学習にのみ重点をおくことは，近代の大学の機能
として十分ではない。(2)学生の能力と欲求には幅広い差異がある。在学中，個人が最大
限の発達を遂げる機会を，理性の許す範囲内で与えるべきである。(3)いかなる国民とし
ても，その社会的責任と自由に適切な注意を払うことはあらゆる法治国家の義務である。
このような政治哲学は個人と個人の義務及び機会について，十分な注意を払うような教育
の方法を伴わなければならない。」の 3点を挙げている。また，「学生助育の観点は，単に
学生と書物を一緒に認めようとするだけではなく，学生の生活全般にわたつて特に注意を
払うために，十分能力のある職員を雇用しないならば，過去の大学が現代の要求を満たす
ことができないのだという事実を認めるものである。」と述べている（文部省大学学術局
学生課, 1953）。 
 都留 (1994)や大山 (1997)でも述べられているが，日本に「 student personnel 
services」として紹介され，「学生助育」という用語で開始された活動は，単に心理的
な問題を抱えた学生のカウンセリングを行うということではなく，全学生を対象とし，
かつ，学生生活全般における発達と成長を支援するための包括的な活動であった。 
その後の歴史的な流れを，齋藤(2010)にならい，苫米地・森川(2006)による「学生相
談 年表」による整理および大山(2000)の時代区分を参考にしながら，また，他の関連
文献にも触れながら概観する。なお，各期のネーミングについては，1953 年～1989 年
まではの齋藤(2010)にならい，1990年以降については筆者による。 
① 1953年～1959年：「充実期」 
1951 年の Lloyd の来日を受けて，1953 年には東京大学と山口大学に我が国初の学生
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相談所が設置された。都留(1994)によれば，同じ年に国際基督教大学は「中央に学生相
談室（所）を置くことはせず，カウンセリングの経験豊かな学生副部長（学生人事担当
兼務）の下に広義のカウンセリングの訓練を米国で受けた学生係員（personnel worker）
を配した。」という。Lloyd の述べた「student personnel services」の考え方に基づ
く活動を展開することが企図されたものと思われる。 
1955 年には，日本学生相談学会の前身である学生相談研究会が設立され，1957 年に
は京都大学に学生懇話室が設置されている。そして，1959 年にはわが国で初めてとな
る，学生相談研究会による「日本の大学における学生相談活動の調査報告」がまとめら
れ，日本の学生相談の実態把握がなされている。この調査では，当時の 4 年制大学およ
び短期大学総計 499 大学のうち，422 大学が対象となり，255 大学から回答があった。
これらの大学における学生相談のあり方について，「個人相談のための予算計上」の有
無，「助言教官制度」の有無，「相談のための特別な施設」の有無などにより分類がな
され，その結果，国立大学が 6 分類，私立 4 年制大学が 4 分類，公立短期大学が 3 分類，
私立短期大学が 3 分類の合計 16 種類に分類されている（学生相談研究会, 1959）。こ
の頃，すでに学生相談活動および活動を支える条件には大学間に大きな差異が見られた
ことが推察されるが，その後も，各大学の持つ固有の背景，条件により，多様なタイプ
の学生相談が展開されていくこととなった。 
② 1960年～1969年：「衰退期」 
 都留(1994）によれば，このように学生相談に関する体制が少しずつ整備され始めて
きた矢先，学生運動がその活発さを増していき，「授業料値上げ反対運動が激化」した。
その後の大学紛争の時期には「SPS（student personnel services）も学生助育も影を
潜をひそめ，学生相談も一時はその全機能をストップさせてしまわざるを得なかった。」
という。 
一方，大山(1997)によれば，国レベルの動きとして，「各大学に配置するに十分な数
の常勤のカウンセラーを確保するための予算要求をする動きもあった」が，この動きは
消失し，1963 年を最後に国立大学に学生相談室を新設することは途絶えたという。そ
の後，1964 年に制定された国立大学設置法施行規則に基づき，1966 年から国立大学に
保健管理センターが設置され始める。大山(1997)によれば，「1964 年から 1965 年にか
けて，『学生相談センター』の各大学への設置へ向けて『学生相談全国組織』結成の動
きがあった」が，保健管理センター設立の動きに押されて挫折してしまい，この頃から
「『学生相談』というＳＰＳ（Student Personnel Services）の一機能の用語が盛んに
用いられ」，「学生の人格形成のための総合的な援助というＳＰＳの理念は縮小し，学
生『カウンセリング』が主体」となっていったという（注：括弧内は筆者による補足）。 
実際，筆者の調べた限りでは，1960 年代の学生相談では，学生の精神的問題に関す
る個人心理療法的なアプローチが重視されていたと思われ，事例研究や心理療法，また，
大学におけるカウンセリングの重要性等についての論考が多い（例えば，都留,1964；
浜田, 1965；村上,1966；中村, 1969）。この背景には社会的な背景として，「個」よ
りも全体を優先した戦前の全体主義的な教育への反省と，「個」の内面に着目したかか
わりの重要性に対する認識の高まりがあったのではないかと思われる。 
私学では，富山（1969）が日本女子大学における学生相談室（開室は 1958 年)の様子
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を報告している。この中でも，1960 年の日米安全保障条約批准以降，学生運動が激し
くなり，学生指導部と学生の関係が途切れ，学生指導部が自治会関係を，学生相談室が
カウンセリングを担当するというように役割分担がなされた旨，記されている。学生全
体を対象とした「学生助育」は，学生の管理につながるとして学生からの信頼を得るこ
とができず，個人を対象とした「カウンセリング」機能が独立していく様子がここから
もうかがえる。 
③ 1970年～1979年：「停滞期」 
1970 年代前半は，まだ，学生運動が続き，大学キャンパス内の混乱は続いていた。
学生の内面の管理につながるとみなされかねない学生相談は大きな発展を遂げることは
なかったようである。 
対馬・福井(1972)によれば，学生相談の領域では 1960 年代より，グループ・アプロ
ーチによる様々な試みがなされていたという。これには，1961 年の Rogers, C. R. の
来日の影響も大きいものと思われるが，実際，1970 年代より学生相談領域におけるグ
ループ・アプローチに関する論考が多く見られるようになってくる（例えば，対馬・福
井, 1972; 村山, 1974; 近藤, 1974 など。）。面接室内における学生とカウンセラー
の一対一のカウンセリングだけでなく，カウンセラー側のかかわり極力抑えて，学生同
士の自然で人間的な交流や学び合いの中から，学生の成長を促進しようとするアプロー
チが志向されるようになってきたものと思われる。 
④ 1980年～1989年：「再興期」 
1980 年代以後，学生相談をどのように捉えるかについての問題意識が高まり，我が
国における学生相談のモデルについての研究が増加した。例えば，山本(1987)は，大学
コミュニティ内で学生相談機関が有効に機能するためには「システムアプローチ」が有
用であると述べている。下山(1987)は，学生相談機関が，学内の様々な資源や組織に学
生をつないでいくことが重要であるとし，「つなぎモデル」を提案している。始まりの
時期は正確には特定できないが，学生が相談室に持ち込む問題はその程度や種類を問わ
ず対応する「駆け込み寺」的な相談スタイルとして「よろず相談」が我が国の学生相談
の特徴と考えられるようになっていった（鳴澤,1986）。 
1950 年代の「学生助育」モデルの導入期に続き，1960 年代には個人心理療法をベー
スにしたモデルが試みられ，1970 年代にはその不足を補うという面もあり，グルー
プ・アプローチが導入された。そして，1980 年代になり，学生相談活動のこれまでの
展開を踏まえ，学生相談の方法論やモデルが模索されたと見ることができる。 
⑤ 1990年～1999年：「学生相談の専門性明確化への試み」 
1990 年代になると，学生相談の専門性を明確化させ，その専門性に根ざした理論化，
モデル化を志向する研究が増える。例えば，下山・峰松・保坂・松原・林・齋藤(1991)
では，我が国において学生相談活動のモデルが未確立であることへの問題意識から，学
生相談の活動分類をもとに「統合システムモデル」を提案している。平木（1994）は
「学生相談室の役割機能モデル」を，小谷(1994)は「学生相談システムズ理論」を提案
している。また，九州大学ではカウンセラー自身が教員として授業を担当することに着
目した「教育モデル」が提案されている（例えば，藤原,1992；吉良,1998）。鶴田
(1998)は，大学生が直面する諸課題という視点から「学生生活サイクル」による学生相
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談モデルを，齋藤(1999)は，「『厚生補導』モデル，『大学教育』モデル，『心理臨床』
モデルの三者の重なり合いによる『学生相談モデル』」を提示している。 
⑥ 2000年～：「学生相談の専門性確立期」 
そして，最近の学生相談の流れを大きく方向付けたのが，「大学における学生生活の
充実方策について―学生の立場に立った大学づくりを目指して（報告）」（文部省高等教
育局・大学における学生生活の充実に関する調査研究会，2000)，いわゆる「廣中レポ
ート」である。この報告書では，「教員中心の大学」から「学生中心の大学」への視点
の変換の重要性が指摘された。 
さらに，2003 年の学校教育法の改正により，大学は国により認証された評価機関に
よる評価を受けることが義務づけられた。代表的な認証機関である独立行政法人大学評
価・学位授与機構や公益財団法人大学基準協会の評価基準の中に，学生相談や学生生活
支援に関する事項が設けられたこともあって，学生相談機関を新たに設置した大学も多
い。実際，吉武・大島・池田・高野・山中・杉江・岩田・福盛・岡(2010)の全国の大学
を対象とした調査では，2001～2008 年度において，新たに学生相談機関を設置した 4
年制大学は 121 大学あるとされるが，これは回答した大学の約 4 分の 1 に相当しており，
そのことを裏付けている。 
2000 年代以降は，急速な社会の変化，大学を取り巻く環境の変化，大学生の質的な
変化に対応するために，学生相談機関と学内他部署，相談員と教職員との連携が重視さ
れるようになる。例えば，宇留田・高野(2003)は，大学内の関係者による「コラボレー
ションによるシステム作りの循環的プロセスモデル」を，吉武(2005)は大学コミュニテ
ィ全体を対象とした予防的介入や大学上層部への働きかけなどを積極的に活用する「コ
ミュニティ・アプローチモデル」を提案している。 
上記のように様々なモデルが提案される中で，独立行政法人日本学生支援機構(2007)
から，「大学における学生相談体制の充実方策について―『総合的な学生支援』と『専
門的な学生相談』の『連携・協働』」（「苫米地レポート」）が出され，学生相談の包括的
な整備モデルとして「日常的学生支援，制度化された学生支援，専門的学生支援の 3 階
層モデルによる総合的な学生支援体制の整備」が提案された。このモデルの背景には，
2004 年に制定された発達障害者支援法や 2011 年に改正された障害者基本法などにより，
大学における学生の個別のニーズを把握した支援と各関係部署の連携による対応の必要
性が認識されるようになってきたことの影響もあると考えられる。 
こうした成果を受け，2013 年には，我が国の学生相談機関の組織と運営の基礎とな
る「学生相談機関ガイドライン」（日本学生相談学会,2013）が作成された。このモデル
とガイドラインは，今後の学生相談の方向性を示す基本的な指針となっていくものと思
われる。第二次世界大戦後，「新しいもの」（都留, 1994）として導入された我が国の学
生相談であったが，導入からおよそ 60 年を経て，大学内における機能と役割，専門性
の基礎が明確になったといえるだろう。 
１-３-２ 日本における学生相談の発展の特徴 
日本における学生相談は，当初の全学生を対象とした学生の成長全体を促進させる
「学生助育」という発想から，学生運動による活動の停滞を経て，問題を抱えた学生に
対する対応にウェイトが移っていく。その後，さらに，教育機関としての位置づけを模
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索する様々なモデルの提案がなされ，最終的に，学生相談としての包括的なモデルやガ
イドラインが作成されるに至った。 
また，技法的には，学生個人に対していかにして援助を行うかという個人心理療法を
志向した時代から，小集団を対象としたアプローチを加え，大学教育との関係性を重視
し，学生の成長を促進する教育的アプローチを意識したモデル，さらには学内関連部署，
関係者間の連携などコミュニティへのアプローチを視野に入れるモデルへと移っていっ
た。 
2000 年以後の急速なモデル構築の動きの背景には，当時の大学改革の動きが大きな
影響を及ぼしているものと思われる。2007 年には大学・短期大学進学率が 50％を越え
（文部科学省，2014），また，本格的な「大学全入時代」を迎え，かつては一部の若者
が通う教育機関であった大学は，より多くの若者が通う一般的な教育機関となった。そ
れに伴い，大学に対する社会的関心も高まることとなり，大学教育がどのようにあるべ
きかが広く問われる時代となったが，学生相談についてもそれは例外ではないといえる
だろう。 
国立大学は国立学校設置法施行規則に基づき，法的に保健管理センターを設置するこ
とが義務づけられ，組織的には学生相談がこの枠組みの中で行われている大学も少なく
ない。この意味では，投下された予算規模に大きな差があるとはいえ，国立大学に限っ
てはアメリカと同様，国レベルでの後押しがあったといえる。しかし，このことは私立
大学や多くの公立大学には当てはまらない。本稿で取り上げた国際基督教大学や日本女
子大学，その他，比較的大規模の大学や古くからある一部の小・中規模大学を除けば，
私立大学および公立大学の多くにおける学生相談体制の整備と発展は大きく遅れること
となった。日本学生相談学会が日本の大学の学生相談機関を対象に 3 年ごとに行ってい
る調査（早坂・佐藤・奥野・阿部, 2013; 早坂・佐藤・奥野・阿部, 2014）では，専任
カウンセラー数，非常勤カウンセラー数において，現在でも依然として両者には大きな
差がある（同調査の関連部分を抜粋し，図示したものが図 1-3 である）。日本における
学生相談の発展の経緯を考える際には，この点も考慮する必要があるだろう。 
 
１-４ 日米の学生相談の発展経緯の比較 
以上，アメリカと日本の学生相談の発展の経緯を概観した。両者に共通しているのは，
時代こそ違うものの新しい活動として導入された「学生相談」を大学という教育機関の
中にどのように位置づけていくかが大きなテーマとなっている点であるといえる。 
しかし，その過程では，両者には対照的な面が見られる。アメリカでは，「大恐慌」
や「戦争」といった社会的情勢の急激な変化により，いわば国レベルでのプランとして
学生相談が後押しされ，莫大な予算が投じられて，施設，人員，プログラムが整備され
た。これにより，アメリカの多くの大学に学生相談の基礎が固められ，その後の発展を
支えた。 
一方，日本では，こうした社会的情勢による国レベルでのプランが学生相談を後押し
することはなかった。そのため，予算的にも施設的にも人員的にも，その体制は脆弱で
あった。 
 
19 
 
 
 
  
1.4  
1.5  
1.6  
1.5  
0.5  
0.4  
0.5  
0.5  
0.9  
1.0  
1.0  
1.2  
0.9  
1.0  
1.1  
1.2  
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2003 2006 2009 2012
実
質
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
数 
図1-3 日本における大学の設置形態別に見た実質カウンセラー数の推移 
国立大学 
公立大学 
私立大学 
平均 
20 
 
国立大学に限っては，法的な根拠に基づき，保健管理センターの設置が義務づけられ
たので，この点では事情は異なるが，保健管理センターは本来，医療・保健分野の専門
性に基づく組織であり，学生相談独自の専門性に基づいた組織が志向されているとはい
えない。 
また，比較的規模が大きい大学を除いては，私立大学で学生相談機関の整備が遅れた
ということも大きな差異である。アメリカでも，公立大学の方が学生相談体制の整備が
若干充実していると思われるが（例えば，Whiteley, Mahaffey, & Geer, 1987），いず
れであっても常勤のカウンセラーが勤務しているなど，基本的な条件では日本と大きな
差がある。日本においては，2000 年頃，「大学改革」という社会的な要請の中で，学
生相談機関設置の動きが生まれるが，アメリカと比べて予算的な裏付けが乏しく，また，
カウンセラーの多くは非常勤という状態は継続しており，組織として十分な活動が行え
る立場にはない場合が少なくない。 
アメリカはその後の経済的な状況や社会的な要請の変化により，予算削減のプレッシ
ャーの中，複雑化，多様化し，増加する相談に対応しなくてはならなくなった。その結
果，活動をアピールし，説明責任を果たすことが重視され，コンサルテーションやアウ
トリーチなど，よりコミュニティを志向した活動に重点が移った。 
一方，日本では，もともと予算的，人員的に規模が小さい中で，複雑化，多様化し，
そして増加する相談に対応する必要性から，コンサルテーションやコラボレーションと
いった，よりコミュニティ志向的な活動が注目されるようになった。もともとの学生相
談体制の整備の状況に差はあるものの，社会の変化への対応が学生相談のあり方に影響
を及ぼしている点には両者に共通点があるものと思われる。 
日本もアメリカも長引く不況の影響から抜け出すのに苦労しており，大学はより競争
的な環境におかれ，費用対効果が重視され，説明責任が求められている。一方で，急激
な社会の変化の影響を受け，学生への対応には一層のエネルギーが必要となっている。
学生と直接，個別に面接し，問題についてじっくり考えていくことが最も重要であるこ
とにはかわりはないが，限られたリソースを有効に活用して，学生生活を支え，学生相
談活動を充実させていくこともまた必要である。学生相談の「発展」を考える場合，こ
うした側面を考慮する必要がある。 
 
１-５ 本研究の目的と構成 
１-５-１ 本研究の目的 
上記のような状況を踏まえると，日本の学生相談機関が現在，取り組むべき課題を大き
な枠組みでとらえれば，①限られたリソースの中で，学生の利用をいかにして促進するか，
②学生への対応を十分に行えるような相談スタッフの体制，組織としての学生相談機関の
体制をいかにして構築するか，③急激に変化する社会に対応し，今後，充実した相談体制
を構築していくためにはどのような点を考慮すべきか，の 3点をあげることが可能だろう。 
①についてであるが，アメリカの学生相談機関におけるカウンセラー数との比較で明ら
かになったように，日本の学生相談機関におけるカウンセラー数は非常に少なく，また，
非常勤が多いため，学生相談活動にかけられるマンパワーが小さい。一方で，キャンパス
内には支援を必要としながら，学生相談機関に結びつかない学生が少なくないと予想され
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る。したがって，限られたリソースを有効に活用して，こうした学生の利用を促進するた
めの方策を検討する必要がある。 
学生の利用促進ついて明らかにしようとしたものに援助要請行動についての一連の研究
がある（Fisher & Turner, 1970; Vogel & Wester, 2003; 日本においては，水野・石隈, 
1999; 高野, 2015 など）。この領域においては，性別や年齢，人種などの属性的変数，抱
える問題の程度，学生相談機関に対する認知，援助を求めることに関する様々な心理学的
変数，実際の来談との関連が探究され，また，学生相談機関への来談行動をモデル化し，
そこから実践的な工夫についての示唆が得られている。しかし，日本においては研究の蓄
積が少ないのが現状である。日本の学生相談の発展のためには，この領域において得られ
た知見の信頼性，妥当性の検証を重ねていく必要がある。 
 ②についてであるが，日本の大学における学生への支援の必要性の高さを考えれば，限
られたリソースで取り組むことに加えて，カウンセラー数や受付担当者などの人的な面で
の充実，面接室数や学生相談に資する図書などの施設・備品等の面での充実，カウンセラ
ーの待遇の改善や研修機会の確保などの労働条件の面での充実などについて大学と交渉し
実現する必要がある。 
こうした相談体制および学生相談機関の体制の充実に関する研究は，学生相談機関自体
を研究対象とした研究領域になる。日本では，学生相談機関を直接の研究対象とした研究
は，独立行政法人日本学生支援機構や日本学生相談学会が概要把握のために行う調査と，
各大学の学生相談機関が自大学における学生相談活動を報告，分析する報告書によるもの
が大半である。学生相談機関の相談体制を充実・発展させるためには，学生相談機関自体
を対象とした全国的で横断的な調査研究が必要である。 
 ③についてであるが，アメリカと日本の学生相談の歴史的経緯から，学生相談が様々な
社会的要因の影響を受けながら発展してきたことがうかがえた。近年，社会は急激に変化
し続けており，大学やそこで学ぶ学生もその影響を強く受けているものと思われる。 
この点について，本研究では，特に，情報化社会への対応を取り上げる。その理由は，
学生相談機関が対象とする大学生が，情報化社会にいち早く適応している世代であり，彼
らの情報化社会への親和性を考えれば，学生相談機関がこの点についてどのように対応し，
実践に取り入れていくかがひとつのポイントとなり得ると考えられるからである。すでに
大学では情報化社会への対応が必須のものとなっており，インターネットを活用した社会
への情報発信やイントラネットを活用した学生への教育体制の構築などをほとんどの大学
が行っている状況にある。学生相談機関が，こうした学内の状況の変化にどのような対応
をするかといった点についても検討する必要があるだろう。 
上記の３点を主題に据え，本研究では，学生相談機関およびその活動の「発展」をひと
つの研究の対象として取り上げ，それに対して様々な角度から分析を加え，得られた知見
を今後の学生相談活動のさらなる発展に生かすことを目的とする。学生相談機関およびそ
の活動の「発展」という研究対象それ自体が壮大なテーマであり，当然のことながら，一
研究者が取り組める内容はきわめて限定されたものとならざるをえない。 
そこで，本研究では，次の点を研究テーマとして取り上げ，実証的に研究を進めるもの
とする。 
① 学生相談機関の利用を促進するためにはどのような方法が効果的か。 
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② 学生相談活動および学生相談機関の相談体制の発展に寄与する要因は何か。 
③ 学生相談機関の情報化社会への対応の現状および課題はどのようなものか。 
１-５-２ 本研究の構成 
 上記の研究テーマについて明らかにするために，本研究では以下のような構成のもと
に研究を進める。 
まず，第２章では，研究テーマの①について知見を得るために，様々なアプローチに
よる利用促進のために必要な実践的な介入とその効果を扱った研究を取り上げ検討する。
具体的には，研究Ⅰにおいて，ある学生相談機関の再開室過程を取り上げ，その初期に
おける活動と利用促進との関係について分析を加える。次に，研究Ⅱにおいて，大学生
を対象にした調査を行い，学生相談機関に対するイメージと周知度が来談意思に与える
影響について検討する。さらに，研究Ⅲにおいては，実験的な手法を用いて，利用促進
を目的とした介入の効果と学生の来談意思，学生相談機関に対する周知度とイメージの
変化との関連を明らかにする。 
このように実践的研究，実験的研究，調査的研究といった異なるアプローチを織り交
ぜて研究を行うのは，次のような理由がある。一般に，調査的な研究による相関関係の
分析において，要因間に一定の関係が見られたとしても，それらの因果関係を明らかに
したことにはならない（Rosenthal & Rosnow, 1984)。因果関係を明らかにするために
は，条件を統制した上で介入を行い，その効果を測定する実験的なアプローチが必須で
ある。また，いかに相関関係や因果関係が明らかになったとしても，それが学生相談の
実践の場にどのように適用されうるのかについてを記述しない限り，そのまま臨床実践
に活用することは難しい。この意味で実践的研究も必須である。 
第３章では，学生相談機関を対象とした研究により，学生相談機関の組織としての発
展に寄与する要因を探る（研究Ⅳ）。前節でも触れたが，学生相談の研究領域において
は，一般の学生や来談学生を対象にした調査研究，事例研究は多く見られるものの，学
生相談機関それ自体を対象とし，多くの学生相談機関を比較対照する研究は見られない。
広く学生相談機関を対象とした調査を実施することにより，独自性の高い知見が得られ
るものと思われる。 
第４章では，学生相談機関のウェブサイトを取り上げ，その現状と課題について明ら
かにする。具体的には，日本の学生相談機関のウェブサイトの現状について，アメリカ
との比較に基づき，最近約 10 年の変化を検討する（研究Ⅴ，研究Ⅵ，研究Ⅶ）。これ
らの研究により，今後，学生相談機関が情報化社会にどのように対応し，相談体制を発
展させていくかについて示唆を得る。 
 第５章では，第１章から第４章までの研究を踏まえ，学生相談の発展のために必要な
介入の方向性および実践的な工夫のあり方について考察する。それにより，学生相談の
実践に資する知見を提示したい。 
１-５-３ 本研究における用語の定義 
本研究で用いる主要な用語について以下のように定義する。なお，「学生相談機関」
および「カウンセラー」の定義については，日本学生相談学会が 3 年ごとに行う全国調
査を参考にして設定した。また，「学生相談機関の発展」については，これまで述べて
きた日本の学生相談機関の抱える課題を踏まえて設定した。その他の用語については，
23 
 
各章において適宜，説明を加える。 
① 学生相談機関 
「当該大学の学生およびその家族・保護者，教職員等を対象に，学生の心理的問題，
対人関係・家族関係の問題，精神衛生上の問題，進路就学の問題等の様々な問題につい
て，学生生活の支援を目的として相談に応じる学内の部署。」 
② カウンセラー 
「学生相談機関において，心理学や精神医学，その他対人援助に関する専門性に基づ
き，学生生活の支援のための相談に応じることを業務とする教職員（非常勤・常勤，専
任・兼任等，雇用形態・勤務形態は問わない）。」 
③ 学生相談機関およびその活動の発展 
「学生相談機関および学生相談活動の二つの面での発展。具体的には，学生相談機関
の予算，施設・設備，人員，学内組織としての位置づけ等が向上すること，学生相談機
関が提供するサービスが多様化，充実化すること，学生相談機関の利用者が増加するこ
と，の３つの側面からとらえられる学生相談機関の活動の拡大および学生相談活動の質
の向上。」 
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第２章 学生相談機関の利用促進に寄与する要因に関する研究（研究Ⅰ～研究Ⅲ） 
 
２-１ はじめに 
 第１章の日米における学生相談の発展の歴史の概観からは，学生相談機関の活動は，社
会的な状況，大学を取り巻く環境，そして人々の価値観の変化などの様々な外的要因と学
生相談関係者や大学教職員，その他の学内の諸状況が相互に影響を及ぼし合い，変化，発
展していくことが見て取れる。 
第２章では，発展に寄与する要因のうち，特に学生の利用促進に寄与する要因を取り上
げ，実践的研究，調査研究，実験的研究といった複数の手法により明らかにすることを目
指す。 
日本の学生相談機関は，アメリカのように大学内において中心的な位置にある組織とし
ては発展してこなかったとされる（大山, 2000）。学生相談機関の学内におけるプレゼン
スを高めるには，何よりも学生相談機関の利用者を増やし，活動を発展させることが必要
である。そうした視点からも利用促進につながる方法の研究は重要である。 
 
２-２ 学生相談機関の再開室過程における実践の分析（研究Ⅰ） 
２-２-１ 問題と目的 
 研究Ⅰでは，筆者自身がかかわった学生相談室の再開室の過程を取り上げ，再開室に際
しての大学内の諸状況と，その後の学生相談活動および学生相談機関の発展の過程に分析
を加える。学生相談機関の発展に寄与する要因を考える場合，その活動がゼロの状態から
いかに変化するかを分析することは，発展に寄与する要因を直接的にとらえることにつな
がるものと思われる。 
新設される学生相談機関の運営初期の状況については，いくつかの事例報告がある。例
えば，武田・渡邉(1993)では，武蔵大学学生相談室の開室の経過を報告し，開室までの準
備段階，開室 1年目の活動の概要が詳細に記述されている。そして，学生相談機関が学内
で有効に機能するために，準備段階から開室初期にかけて教職員との人的なつながりを作
ったことや，学生・教職員にその存在と役割をピーアールすることで学内への定着を目指
したことが効果的であったことが指摘されている。 
 また，讃岐(1997)は，学生相談室開設初年度の事例について報告している。この中で，
「学内他部所とのつながりを Th が模索し」つつ相談にあたったこと，学生部職員など学
生と直接関わりのある教職員と学生相談機関が「補完し合う形で」学生の成長に向けて働
きかけを行ったことが効果的であったことが報告されている。 
 いずれの報告でも，開設初期から学内でのネットワーク作りと学生相談機関の位置づけ
を意識した活動が行われており，学生相談機関の開設初期に必要となる活動について示唆
に富んでいる。また，開設初期の活動は，開設初期にとどまらず，その後の活動のあり方
の雛形となっていくものと思われる。こうした点からも，開設初期の活動の展開を事例的
に分析することはきわめて重要であると考えられる。本研究では，武田・渡辺(1993)，讃
岐(1997)らにあるような実践の分析に加えて，学生アンケートの結果との関係を探ること
で，知見の信頼性を高めることを目指す。 
２-２-２ 方法 
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ある私立小規模大学におけるおよそ 2年間にわたる学生相談室再開室の過程を分析する。
具体的には以下のような手順で研究対象を提示し，分析を進める。 
① 分析の対象となった大学の特徴および学生相談室閉室から再開室に至るまでの経緯を
概観する。 
② 学生相談活動の再開とその後の活動過程および利用状況を概観する。 
③ 学生を対象とした学生相談に関するアンケート調査の結果と学生相談室の利用状況と
の関係について探る。 
④ ①～③の過程を踏まえ，学生相談室の利用促進および発展に寄与する要因について考
察する。 
２-２-３ 結果 
(1) 分析の対象となった A大学および学生相談室閉室までの経緯 
① 大学の特徴 
 A 大学は 1970 年代に創立された関東地方の地方都市にある私立大学である。学生数お
よそ 2000 人の小規模大学であり，X+1 年度（筆者の着任年度を X 年度とする。）までは
男子学生がおよそ 95％を占める理科系の単科大学であったが，X+2 年度より文科系の新学
部・新学科が設置されるなど学内の改組が急速に行われている。理科系の大学院修士課
程・博士課程を有している。 
② 閉室から再開室に至るまでの経緯 
A 大学学生相談室は，筆者が着任する前年度まで閉室状態にあった。閉室に至る経緯に
ついては正式な記録が残っていなかったため，筆者が主に X年度に得た様々な情報から，
その経緯を再構成すると以下の通りとなる。 
A 大学においては，かつては人文系の教員 1 名が学生相談にあたってきた。学生便覧に
は「学生相談室」の説明がなされているものの，学内組織図に「学生相談室」が明確に位
置づけられていたわけではなく，運営に関する規定も運営委員会もなかった。しかし，閉
室になる前には，学生相談室と保健室の連携も含めた学生への相談・援助活動なども行わ
れていたということである。その後，A 大学では大学の運営方針をめぐり学内的な混乱が
生じ，それと同時期に学生相談室が閉室となってしまった。 
筆者の前に学生相談を担当していた教員が他大学へ転出してから，しばらくカウンセリ
ング等を専攻とする教員が不在となり，学生相談室の閉室状態が続いた。この間は，カウ
ンセリングに関心があった保健室職員が学生の相談にあたっていた。その後，人文系の他
の教員が自主的に「学生生活相談室」を開設し，週に 2回程度，昼休みの間だけ会議室を
使用して学生の相談にあたった。「学生生活相談室」では，レポートの書き方や大学での
勉強の仕方など，修学上の問題に関する相談が多かったという。 
「学生生活相談室」開室後，しばらくして保健室職員は退職したが，後任の保健室職員
は補充されず，それ以後，保健室も閉室状態が続いた。こうした状況に対して，人文系教
員らの意向もあり，学生相談室の再開室に関わる教員を採用することとなった。筆者の着
任時までに，A大学の学生相談室は 6年間閉室状態にあったことになる。 
(2) 学生相談活動の再開とその後の活動過程および利用状況 
(1) 活動再開のための準備 
 筆者は，「学生相談室を主管すること」「教職課程を担当すること」「一般教養科目を
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担当すること」を主な条件とした人文系の教員として X年度に着任した。「学生相談室を
主管する」ということに関しては，「必ずしも全ての相談を直接担当するということでは
なく，ゆくゆくは専門の相談員を雇うということを視野に入れており，大学自身もそのた
めの予算を考えているようである」という説明を受けていた。 
 着任間もない頃は学生委員長がカウンセリング・ルーム（再開室を機に「学生相談室」
を「カウンセリング・ルーム」と改称し，新たにスタートすることとなった）関連の様々
な事柄をサポートした。なお，学生委員長は筆者と同一の教員組織に所属している教員で
あり，先述の「学生生活相談室」の相談員も担当している。 
4 月の学生ガイダンス時に，他の諸々の連絡事項とともに学生課職員より新入生に対し
てカウンセリング・ルームの紹介が行われた。カウンセリング・ルームはかつての学生相
談室の部屋をそのまま用いた。筆者としては，カウンセリング・ルームを，学生が気軽に
立ち寄ることができ，また，「よろず相談所」（鳴澤,1986）的に十分活用してもらえる
ような場所にしたいと考えながら，活動を開始した。 
(2) 初年度の活動の概要 
 初年度は先述のような大学の歴史的経緯や閉室に至るまでの状況が徐々にわかってきた
時期である。初年度の大きな目標は，筆者自身が A大学の学内状況や学生気質について理
解を深めることであった。 
① X年 4月～5月 
 4 月の学生ガイダンス以外には特に広報活動は行わなかったが，4 月当初から対応の難
しい相談があり，学生委員長，学生課長と頻繁に連絡を取り合った。他にも何件かの相談
があったが，こちらの受け入れ態勢があまり整わない時期でもあり，筆者は相談を受ける
スタンスの定まらなさに不安を覚え，大学内での「カウンセリング・ルーム」の位置づけ
をもう少し明確にしたいという気持ちが強くなった。そこで学生課長にこの点を問い合わ
せ，「学生課所管の活動であり，それを人文系の教員に依頼している」という趣旨のこと
を確認した。同時に，カウンセリング・ルームの予算の件については「X 年度予算に組ま
れていないので経費は支出できない｣とのことであったので，次年度の予算編成の際には
ぜひ申請させてほしい旨伝えた。 
② X年 6月～8月 
 大学全体で「自己点検・評価報告書」を作成することになり，筆者が｢学生相談｣・「教
職課程」関連の担当となったため，カウンセリング・ルームと関係が深い学内部署，教職
員と連絡を取ることが多くなった。「自己点検・評価報告書」の中に相談体制の整備・充
実や専任の相談員の配置の必要性などを盛り込んだ。相談活動では，学生課長から「気に
なる学生」の紹介を受けたほか，筆者の心理学系の授業を聞いて来室した学生からの相談
もあった。 
③ X年 9月～10 月 
 4 月にカウンセリング・ルームのガイダンスが行われたのは 1 年生のみであったので，
9 月の後期ガイダンス時に，カウンセリング・ルームの案内を学部学生全員に配布した。
教務課から履修相談に訪れたが「専門的なカウンセリング」が必要と思われる学生の紹介
を受けた。教務課長から，「専門的なカウンセリング」が必要と思われる学生は全てカウ
ンセリング・ルームに紹介することで，教務課内では意思統一が図られていると伝えられ
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た。 
④ X年 11月～X+1年 3月 
 教務課の教職課程担当職員の熱心な依頼を受け，筆者と教務課が中心となり，A 大学と
しては初めての教職課程履修者のための模擬授業の講習会を実施した。これに伴い教務課
と頻繁に連絡を取り合うことになり，教務課職員ほぼ全員と面識ができた。この後も，教
職課程関連で様々な新しい試みを行うこととなった。筆者にとっては着任してまだ月日が
浅いうちに業務を増やすことはかなりの負担であった。しかし，次第に，この過程で教務
課から多くの学内情報を得ることができることに気づいた。上述の通り，教務課には相談
に訪れる学生が多いこともあり，学生に関する情報交換も行われるようになっていった。
この時，形成された教務課とのネットワークは後にカウンセリング・ルームの体制の整備
に大きな役割を果たすことになった。 
カウンセリング・ルームの X年度経費の実績と X+1年度の予算措置願いを学生課長に提
出し，次年度に向けて学生課との間で予算の交渉を行ったが，独自の予算を認めてもらう
ことはできなかった。しかし，学生課長の配慮もあり，学生課予算内であるが，カウンセ
リング・ルーム分の予算が確保されることとなった。 
(3) 2年目の活動の概要 
 1 年目に相談件数が少なかったことから，広報活動を増やし，学生にカウンセリング・
ルームの存在を知ってもらうことを 2年目の活動方針とした。 
① X+1 年 4～8月 
 学生課の新入生ガイダンス時にカウンセリング・ルームを紹介する時間を設け，筆者自
身がカウンセリング・ルームの説明をした。また，カウンセリング・ルームのパンフレッ
トを学部学生全員に配布するとともに，学生課掲示板，各学科掲示板，大学院掲示板，食
堂など学生が集まりそうな場所にポスターを掲示した。 
 相談件数は少なかったが，学生委員長，学生課にカウンセリング・ルームの活動をより
よく理解してもらうこと，今後の活動の充実化に向けたアピールすることを目的として，
X 年度の活動報告書を作成し，学生委員長，学生課に提出した。しかし，結局，カウンセ
リング・ルームの活動を学内の正式な会議体で報告する機会を得ることはできなかった。 
② X+1 年 9月～X+2 年 3月 
 後期ガイダンス時に，4 月と同様にカウンセリング・ルームのパンフレットを配布した。 
 相談が増えてきたこと，学内の改組に関する業務が増えたことなどにより，筆者に余力
がなくなり，この時期には上記以外の新たな活動は行えなかった。4 月にポスター等で
「性格検査」「職業興味検査」等の紹介をしたためか，心理検査を受けることを契機とし
て来室する学生が比較的多かった。 
 また，X+2 年度より，新学部および心理系学科が新設されることとなった。これに伴い，
筆者は心理系学科に移籍となることを打診された。学内の諸状況を勘案すれば，学生相談
に携わる人員を X+2年度までに新たに配置することは非常に難しいこと，これまで同様，
学生相談業務を筆者が単独で行うことになる可能性が大きいことが感じられた。 
筆者としては，大学内における位置づけが曖昧なまま，学生相談の業務と新設される学
科の業務の両方をこなすことは極めて難しく感じられたが，かつてと同じようにカウンセ
リング・ルームが閉室状態となってしまうことは避けなければならないと感じ，筆者の配
28 
 
置換えとともに学生相談業務を心理系学科の複数の教員で分担することを考えた。関係す
る教員と相談したところ，心理系学科の他の教員とともに学生相談を分担することに理解
が得られた。 
これにより，X+2 年度より，カウンセリング・ルームは新しく心理系学科に着任した臨
床心理学専攻の教員と筆者の 2名体制で運営されることとなった。一方，「学生生活相談
室」は，学内の改組の影響を受け，相談を担当していた主体の組織が再編されたため，
X+2年度前期の段階で閉室状態となった。 
(4) 2年間の利用状況 
 再開初期の利用状況を表 2-1 および表 2-2 に示した。1 年目の相談件数（実数）は 8 件，
相談回数（延べ数）は 41 回，2 年目の相談件数（実数）は 13 件，相談回数（延べ数）は
65 回であり，実数，延べ数とも増加した。しかし，学生数約 2000 人からの割合で見ると，
来談率は約 0.4％から 0.65％に増加したに過ぎず，学生生活相談室の利用者（年間延べ
40～50 人程度）を差し引いたとしても，まだ，潜在的には利用可能性のある学生が多い
のではないかと思われた。 
また，来室者の来室経路を見ると，教職員からの紹介という相談が X 年度で 3 件，X+1
年度で 4 件，全 21 件中 7 件(33.3％)と比較的高い割合で占めていることがうかがえる
（表 2-3）。後述の学生へのアンケート結果からもわかるように，再開室して間もない時
期には，学生相談機関の存在自体が学生にはまだよく知られておらず，このため相対的に
教職員からの紹介が多くなったものと思われる。 
(5) アンケート調査の結果と学生相談室の利用状況との関係 
 学生相談機関の活動を充実させるためには，学生相談機関が学生からどのように認知さ
れているかということを把握することも重要であると考えられる。そこで，学生を対象に
したアンケート調査の結果からこの点について検討する。 
① 初年度のアンケート調査の結果から 
 X 年度 7 月に大学による全学生を対象とした「学生生活に関するアンケート調査」が実
施された。その中のカウンセリング・ルームに関連する項目の結果を示す。まず，「周知
度」についてであるが，図 2-1にあるように「利用した」と「知っているが利用したこと
はない」を合わせると，64.0％の学生が学生生活相談室の存在を知っていたことになるの
に対し，カウンセリング・ルームのそれは 46.5％であった。初年度は新入生に対しての
み 4月のガイダンス時にカウンセリング・ルーム，学生生活相談室の説明が行われたが，
在校生については，両者の説明は特に行われなかった。このため，昨年度まで閉室であり，
名称も変更されていたカウンセリング・ルームの周知度が低かったのは当然といえるだろ
う。 
次に，「相談したこと，相談したいこと」について検討する。質問項目の選択肢に一部
違いがあるため両者を同一のものとして比較するわけにはいかないが，図 2-2，図 2-3 の
上段における「カウンセリング・ルームで相談したこと」を見ると，「特にない」という
回答を除いて考えれば，両者とも「就職」「進路」「学業」の順であり，ほぼ同様な傾向
を示していると見ることができる。すなわち，カウンセリング・ルームと学生生活相談室
は，学生には似たような場所と認知されていた可能性が高いと思われる。  
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表 2-1 学年別相談件数（実数）・相談回数（延べ数） 
 相談件数（実数） 相談回数 
 1年 2年 3年 4年 大学院生 計 （延べ数） 
X年度 3(0) 1(0) 0(0) 2(0) 2(1) 8(1) 41 
X+1年度 4(1) 3(0) 2(0) 2(0) 2(0) 13(1) 65 
計 7(1) 4(0) 2(0) 4(0) 4(1) 21(2) 105 
注）括弧内は女子で内数 
 
 
 
 
表 2-2 相談内容別相談件数 
 進路修学 心理性格 対人関係 精神衛生 家族関係 学生生活 計 
X年度 2(0) 1(0) 1(0) 0(0) 2(0) 2(1) 8(1) 
X+1年度 2(0) 1(0) 2(0) 4(0) 1(0) 3(1) 13(1) 
計 4(0) 2(0) 3(0) 4(0) 3(0) 5(2) 21(2) 
注）括弧内は女子で内数 
 
 
 
 
表 2-3 来室経路別相談件数 
 直接 紹介 授業 継続・再申込 計 
X年度 2(0) 3(1) 2(0) 0(0) 8(1) 
X+1年度 6(1) 4(0) 1(0) 2(0) 13(1) 
計 8(1) 7(1) 3(0) 2(0) 21(2) 
注）括弧内は女子で内数 
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図2-1 学生生活相談室およびカウンセリング・ルームの存在の周知度(X年度) 
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図2-2 学生生活相談室で相談したこと，相談したいこと 
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② 2年目のアンケートの結果から 
 活動再開 2年目には，「学生生活に関するアンケート調査」が行われなかったため，筆
者の担当する授業（この授業は教養科目として設置されており，履修者は 1～2 年生が多
いが，卒業までに多くの学生が履修する科目である。）に出席していた 121人の学生を対
象に調査を実施した。なお，研究協力者には，本調査は無記名式であり，すべて統計的に
処理されること，また，成績評価等には関係がないこと，協力したくない場合は調査に回
答しなくてもよいことを伝えた（使用した質問紙については，巻末資料 1を参照のこと）。 
アンケートでは，カウンセリング・ルームと学生生活相談室の「存在」「開室日時」
「場所」についてたずねた。「相談したこと，相談したいこと」については，前年度と同
じ項目を用いた。このアンケートの前に授業の中で学生生活相談室，カウンセリング・ル
ームに関する説明は特に行っていなかったので，回答は，X 年 9 月～X+1 年 4 月までの 3
回のガイダンスとポスター掲示という広報活動の効果をおおむね反映していると思われる。 
まず，存在の「周知度」について検討する。図 2-4より，「利用したことがある」「知
っているが利用したことはない」を合わせると，学生生活相談室で 75.3％，カウンセリ
ング・ルームで 70.8％となっており，両者とも７割以上の学生が存在を知っていること
がわかる。これらの値は両者とも前年度よりかなり増加していた。次に，「開室日時」に
ついてであるが，「全く知らない」と答えた学生が学生生活相談室で 56.2％，カウンセ
リング･ルームで 58.2％となっており，いずれにおいても半数以上の学生が依然として開
室日時を知らないという状況であった（図 2-5）。 
次に，「場所」についてであるが，「全く知らない」と答えた学生は，学生生活相談室
で 42.1％であったのに対し，カウンセリング・ルームでは半数以上の 51.7％に達してお
り，「場所」についての周知度に差があることがうかがえた（図 2-6）。 
最後に，「相談したこと，相談したいこと」について検討する。図 2-2，図 2-3 の下段
を見ると，学生生活相談室については，前年度の調査とほとんど同様，「就職」「進路」
「学業」の順であったのに対し，カウンセリング・ルームでは，まず，「特にない」が大
きく減少（26.0％→15.4％）していた。また，初年度は上位 3位が「就職」「進路」「学
業」の順であったのに対し，2 年目は「進路」「就職」「対人関係」と順位が入れ替わっ
ていた。さらに，「性格」（7.7％→10.9％）「対人関係」（7.0％→13.4％），「精神衛
生」（5.2％→7.3％）などで増加が見られた。 
これらの結果を見ると，ガイダンス時におけるカウンセリング・ルームの紹介やポスタ
ー掲示などを中心とした広報活動などにより，カウンセリング・ルームの存在についての
「周知度」が増し，また，「相談したい内容」についてもイメージがより具体的なものと
なったことがうかがえる。すなわち，カウンセリング・ルームは「対人関係」や「性格」
「精神衛生」の相談をする場所という見方をする学生が増え，カウンセリング・ルームが
学生生活相談室と機能的に分化してイメージされてきたと推測される。 
２-２-４ 考察 
(1) 学生相談室の開設初期における発展に寄与する要因 
① 関係者との初期の関係構築 
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図2-4 学生生活相談室およびカウンセリング・ルームの存在の認知度（X+1年度） 
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図2-6 学生生活相談室およびカウンセリング・ルームの場所の認知度の比較（X+1年度） 
知っている だいたい知っている あまりよく知らない 全く知らない 
33 
 
讃岐（1997）の指摘にもあるように，学内のネットワーク形成には，学生相談機関を訪
れた学生への援助をめぐって関係する教職員，諸部署が連携をはかり，そのことによって
有機的な関係が生まれるというパターンが多いであろう。A 大学の場合には，開設初期で
相談件数が少なかったこともあり，こうした面から形成されたネットワークはまだ小さい
が，それでも初期における関係者との関係構築は学生相談機関の活動を軌道に乗せるため
に必要不可欠であったと思われる。一般的に，小規模な大学では，学生相談機関に対する
大学のバックアップ体制も整っていないことが少なくないが，そういう場合こそ，関係者
との初期における関係構築が重要になってくるものと思われる。 
渡邉・加藤・深見・橋本・濱田・諏訪(2011)は，学生相談におけるネットワーク型支援
の有効性と課題について報告している。また，独立行政法人日本学生支援機構（2007）の
指摘にもあるように，学生相談において関係者との「連携」はきわめて重要である。「連
携」については，その性質上，学内の諸事情を把握し，学生相談機関の学内における位置
づけがある程度固まった段階で行う方が効率的であろう。しかし，本研究で示したように，
学生相談機関の活動初期から関連する部署との関係者と少しずつ関係を作っていくことは，
その後の活動の発展を支える基盤となりうると考えられる。 
② 開設初期における広報活動の効果 
 カウンセリング・ルームに対する学生の周知度は，初年度はかなり低かったが，1 年後
にはかなり高くなっていた。筆者の行った広報活動は一般的なものであると思われるが，
それでも学生に与えた効果はあったものと推測される。広報活動のみで来談学生が増える
という単純な関係にあるわけではないであろうが，本研究における実際の来談件数の統計
からは，広報活動が学生の利用の促進に一定程度の影響を及ぼすことが示唆される。 
 また，学生の周知度に加え，学生相談機関にはどのような相談が適切かという学生が持
つ印象も重要である。アンケートの結果を見ると，A 大学では「性格」「対人関係」「精
神衛生」に関して「相談した，ないし相談したい」という回答が増えており，「深刻な悩
みを持っている人が行く所」というようなやや敷居の高い場所としてイメージされている
可能性が考えられる。このように活動初期において，学生の状況を把握することは，その
後の活動指針を立てる際の目安となるであろう。 
③ 学内における情報収集の必要性 
A 大学での実践において，筆者が学生相談機関を組織として位置づけるために効果的で
あったと強く感じたこととして，学内の情報を早め早めに収集するということがあげられ
る。得られた情報の信憑性については他のルートからの情報と照らし合わせるなどして十
分吟味する必要があることはいうまでもないが，筆者の場合，教務課をはじめとした学内
の様々なネットワークを通じて，大学経営者側の今後のプランや学内の様々な動きをかな
り前もって知ることができた。このことが，結果として，カウンセリング・ルームの組織
としての位置づけの進展に大きな役割を果たした。 
④ 相談員の増員 
2 年間の活動を経て，A 大学では，X+2 年度より，学生相談業務を心理系学科の教員が
分担することとなり，カウンセラーも 2 名体制となった。研究の対象とした期間後の X+2
年度には，相談件数（実数）が 21 件（来談率約 1%），相談回数（延べ数）が 82 回と，
X+1 年度に比べて，実数で 8 件，延べ数で 17 回増加している。教員職にあるカウンセラ
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ーが 2名になったことは，マンパワーが増えるという直接的なメリットに加えて，特に，
小規模大学にあっては，学内における発言力という点でも意味があったと考えられる。ま
た，筆者は，学科の複数の教員が分担したことにより，その後，カウンセリング・ルーム
の運営をどのように行うかについて議論するための場が明確になったという点でも意味が
あったと考えている。 
⑤ A大学カウンセリング・ルームのその後の発展状況 
筆者は本研究期間の終了後，他大学に異動したため，カウンセリング・ルームのその後
の活動には関与していないが，以後，カウンセリング・ルームは次のような発展を遂げて
いる。まず，週 2 日の開室であったのが，10 年後には週 5 日の開室となっている。そし
て，非常勤ではあるが学生相談専従のカウンセラーが相談に対応している。また，独自の
予算がなかったため，当時は空き教室をカウンセリング・ルームとして利用し，備品も古
いものを継続して利用してきた状況にあったが，これについても本部棟に専用の新しい部
屋が用意され，また，備品も新しいものに買い換えられるなどし，アメニティが格段に向
上している。筆者在任時より，学生が利用しやすい体制が整えられている状況にあるとい
ってよいであろう。 
 
(2) 本研究の限界と課題 
 本研究は，ある私立大学における学生相談機関の再開室について，活動初期の非常に短
期間の実践を振り返ったものである。その点で，他大学への適用可能性については限界を
有しているといえる。また，学生の来談件数の増加とアンケート調査における周知度の増
加が同時期に起きていることから，それらに因果関係があると考えて分析を加えたが，両
者の関係について直接的に検証できているわけではない。この点についても注意が必要で
ある。 
より長期的な実践過程に基づく分析や，学生や教職員を対象としたアンケート調査，実
際に来談した学生に対する調査などを通じて，広報活動と来談との関係について検証を重
ねる必要がある。また，広報活動の方法の差異による来談状況の変化について，実験的な
アプローチを踏まえた研究も必要であろう。 
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２-３ 学生相談機関に対するイメージおよび周知度と来談意思の関係（研究Ⅱ） 
２-３-１ 問題と目的 
研究Ⅰでは，学生相談室の再開室の実践過程について分析し，学生が学生相談室をどの
ような相談に適した場所ととらえているか，場所や開室日時を知っているか否か等が利用
の促進に関連していることが示唆された。学生相談に関する広報活動により，学生の周知
度が高まったり，学生相談室に対するとらえ方が変化したりすれば，学生の利用が促進さ
れる可能性がある。また，そのことにより，不適応状態に陥った学生に適切な援助が行わ
れる可能性も高まると考えられる。 
 一方，ひとつの大学における実践で示唆された知見だけでは，こうしたかかわりの効果
が他の大学にどの程度適用できるのかが明確になったとはない。知見をより一般化するた
めには，実践活動の事例的分析をつみ重ねることに加え，他のアプローチによる検証が必
要である。この点を踏まえ，研究Ⅱでは，学生を対象としたアンケート調査というアプロ
ーチによって検証を行う。 
大学生の来談行動については，高野・宇留田(2002)が社会心理学における「援助要請行
動」をベースにした概念を用いてモデル化している。彼らは，学生が援助要請行動を取る
際の負担として，設備面でのアクセスのしやすさなどの「経済的・物質的コスト」と，援
助を要請すること自体に付随する心理面での負担である「心理的コスト」を挙げている。
そして，学生の来談には「心理的コストを下げるために，相談機関に対するイメージを改
善すること」が重要であることを指摘している。 
そこで，研究Ⅱでは，「経済的・物質的コスト」として，学生の学生相談機関に関する
周知度を取り上げ，「心理的コストを下げる」要因として，学生が学生相談機関に対して
持っている「イメージ」を取り上げる。そして，両者が学生相談機関への来談意思にどの
程度関連しているかを明らかにすることを目指す。 
(1) 「学生相談」に対する認知，期待，態度，イメージを扱った研究 
まず，「学生相談機関に対するイメージ」と来談との関係を扱った研究を概観する。実
は，アメリカでは，学生相談について直接「イメージ」という用語を用いて行われた研究
は非常に少ない。管見の限りでは，Carney & Savitz(1980)，Sanders & Sanders(1985)，
Johnston(1988)，Kushner & Sher(1989)，Deane & Chamberlain(1994)に「イメージ」と
いう用語が論文中に登場するものの，研究上の説明概念としては用いられていない。かわ
りに後述するカウンセリングの適切性に対する「認知」(perception)，カウンセリングへ
の「期待」(expectation)，カウンセリングに対する「態度」(attitude)といった概念が
用いられ，特に，最近では，これらの概念を「援助要請行動」(help-seeking behavior)
の枠組みで検討する場合が圧倒的に多い。また，時代的には，「認知」を扱った研究は比
較的古いものが多く，次に，「期待」を扱った研究が多くなり，最近では，「態度」を扱
った研究が多くなる傾向が見られる。いずれにせよ，アメリカでは，カウンセリングの適
切性に対する「認知」(perception)，カウンセリングへの「期待」(expectation)，カウ
ンセリングに対する「態度」(attitude)を扱った研究が膨大に存在し，これらの点につい
て，様々な角度から繰り返し検証がなされ，知見が蓄積されている。 
アメリカの研究において「イメージ」という概念が用いられないことの背景には，日米
の文化差や言語に対する感覚の差異と研究上における概念の扱いやすさの問題があると思
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われる。日本の臨床現場的な感覚からすれば，学生の持つ「イメージ」が来談行動に影響
を与えるというとらえ方がより身近で，感覚的に親しみやすいと思われるが，「イメージ」
という概念は，研究としてそれを測定するという面では焦点をしぼりにくいというデメリ
ットがある。それに比べて，「認知」「期待」「態度」といった，すでに心理学の中で概
念化されている用語の方が研究には用いやすい。 
アメリカにおけるカウンセリングの適切性に対する「認知」(perception)，カウンセリ
ングへの「期待」(expectation)，カウンセリングに対する「態度」(attitude)を扱った
多くの研究論文と，日本の独自の視点でもある学生相談に対する「イメージ」を扱った研
究についてレビューを行うために，研究Ⅱにおける文献レビューでは本論文中の他の研究
に比べて多くの研究を検討する必要が生ずる。このため，次節以降のレビューは若干長く
ならざるを得ないが，研究Ⅱの目的が不明確となることがないよう，大学生を調査対象と
し，かつ，学生相談の実践への応用を想定していると考えられる日本とアメリカの研究に
絞って概観する。 
(2) 相談への適切性に関する「認知」を扱った研究 
 アメリカでは，学生や教職員に学生相談機関のサービスが正確に理解されていないこと
が利用を妨げる要因のひとつであると考えられており，こうした問題意識から「学生相談
機関で相談するのに適切な問題」に対する「認知」を取り上げた一連の研究がある。学生
の学生相談機関に対する「認知」が適切になれば，結果として「心理的コスト」が下がり，
来談につながることが予想される。 
この領域で最も広く用いられている尺度は，「カウンセリング適切性チェックリスト
（The Counseling Appropriateness Check List; CACL）」(Warman, 1960; Warman, 1961)
であり，以下，この尺度ないし関連する尺度を用いた研究を取り上げる。  
 Wilcove & Sharp(1971)は，大学生，保護者，学生課職員，大学教員，カウンセラーを
対象に調査を行い，カウンセラーは「適応」に関する問題を最も相談に適切と考えている
のに対し，他の集団は「職業選択」を最も適切と考えていることを明らかにした。 
Gelso, Karl, & O’Connell(1972)はカウンセラー，一般学生，学生相談機関のクライエ
ントを対象に調査を行い，カウンセラーと適応上の問題を抱えたクライエントのみが「適
応」に関する問題を最も適切と考え，他の集団は全て「職業選択」を最も適切と考えてい
ることを明らかにした。また，学生相談機関についての理解が深まれば，「個人的・社会
的問題」についての来談意思が高くなる傾向が見られることも報告している。 
Sanders & Sanders(1985)は，学生と教員を対象に質問紙調査を行い，学生相談に対す
る認知に差があるか否かを検討した。その結果，学生相談機関によって提供されるサービ
スへの全体的な認知には学生と教員および教員の職格による差異は見られなかったが，学
年による差異が見られたことを報告している。 
第 1 章でも触れたが，アメリカの学生相談は 1960 年代までは「職業カウンセリング」
が重視されていたこともあり，学生相談機関に対して「職業カウンセリング」と認知する
学生が多かったものと思われる。学生相談機関において，心理面に関する個人的な問題あ
るいは対人関係などの問題を扱っているということが適切に理解されれば，そうした問題
に対する相談も増えることが考えられる。 
(3) 相談への「期待」を扱った研究 
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学生が学生相談機関に何を「期待」するかは，「心理的コスト」に密接にかかわってい
る。「期待」が大きいほど「心理的コスト」の低下につながりやすいと思われる。したが
って，学生の「期待」を把握し，また，「期待」を高めるような働きかけを行うことがで
きれば，学生の利用を促進できるものと思われる。この領域では，「カウンセリングに関
する期待尺度（The Expectation About Counseling Scale; EAC）」(Tinsley & Harris, 
1976; Tinsley, Workman & Kass,1980)を用いた一連の研究がある。以下，この尺度ない
し関連する尺度を用いた研究を取り上げる。 
Tinsley & Harris(1976)は，「カウンセリングに関する期待尺度」のもとになる尺度を
用いて大学生を対象に調査を行い，男性は女性よりカウンセリングに関して「指示」の期
待を，女性は男性より「受容」の期待を，1 年生は 3，4 年生よりカウンセリングの「専
門性」について期待を，2 年生は 4 年生より「受容」の期待を持つ傾向があることなどを
報告している。 
Yuen & Tinsley(1981)は，アメリカ人，中国人，アフリカ人，イラン人大学生に「カウ
ンセリングに関する期待尺度」を実施し，文化的な背景によってカウンセリングへの「期
待」が異なってくることを明らかにし，学生相談機関にはこうした期待の差違に配慮した
援助が必要となることを指摘している。 
Tinsley, Brown, de St. Aubin, & Lucek(1984)は，大学生を対象にキャンパス内の援
助の提供者（アドバイザー，キャリアカウンセラー，クリニカルサイコロジスト，カレッ
ジカウンセラー，カウンセリングサイコロジスト，ピアカウンセラー，精神科医）を想定
して「カウンセリングに関する期待尺度」および「援助要請傾向尺度」（Tendency to 
Seek Help questionnaire）を実施した。その結果，援助提供者が誰であるかにより「期
待」が異なること，個人的問題とキャリア的問題において援助要請傾向が異なること，ま
た，個人的問題とキャリア的問題については「期待」と援助要請傾向に関連があることを
見出している。 
Hardin & Subich(1985)は，一般学生，学生クライエント，非学生クライエントのカウ
ンセリングに関する「期待」の比較を行い，グループ間で有意な差異が見られたのはカウ
ンセラーの「純粋性」への「期待」のみであり，他の 16 尺度ではすべて有意な差異が見
られなかったと報告している。そして，この結果から，一般学生の「期待」に関する研究
の知見を学生クライエントに適用することの有効性を指摘している。 
Kemp(1994)は，白人が多数を占める大学と黒人が多数を占める大学のアフリカ系アメリ
カ人大学生のカウンセリングに関する「期待」を比較した。その結果，17 尺度中 14 尺度
において，黒人が多数を占める大学のアフリカ系アメリカ人大学生の「期待」得点が，白
人が多数を占める大学のそれよりも高い傾向が見られたことを報告している。そして，マ
イノリティの学生の利用の促進のためには彼らを取り巻く大学内の諸環境を改善すること
が重要であることを指摘している。 
これらの研究から，学生相談機関に行った場合にどのようなメリットがあるかの期待に
ついては，人種や性別，学年による差異があること，キャンパス内の相談資源や大学コミ
ュニティの特徴が影響を与えることが予想される。この意味では，当該大学に在籍する学
生の特徴を把握し，それに見合った対応を行うことが，カウンセリングへの「期待」を高
めることにつながり，学生の利用を促進することにつながると考えられる。 
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(4) 援助を求める行動に対する「態度」を扱った研究 
援助を求める行動に対する「態度」がポジティブなものであれば，「心理的コスト」が
下がるものと思われる。こうした点からも，援助を求める行動に対する「態度」は，学生
の来談を考える上で重要である。この領域では，Fischer & Turner(1970)の作成した「専
門的心理的援助を求めることへの態度尺度」 (The Attitudes Toward Seeking 
Professional Psychological Help Scale; ATSPPH) を用いた援助要請行動に関する一連
の研究がある。「専門的心理的援助を求めること」については，日本では，水野・石隈
(1999)によって「被援助行動」という概念を用いて紹介されている。 
学生相談機関のイメージを考えた場合，あるいは，心理的援助を受けるということにつ
いて考えた場合，そこには心理的援助を受けることによって不利益を被るのではないかと
いう「スティグマ(stigma)」の問題がつきまとう。（なお，「stigma」という概念は，ギ
リシャ語の「印」に由来し，キリスト教文化圏においては「聖痕」のことも意味する。訳
語では「汚名」や「烙印」という語が用いられることが多いが，日本における学生相談領
域では感覚的に馴染みにくい語であるため，本研究では「スティグマ」をそのまま用いる
こととする。）以下，「専門的心理的援助を求めることへの態度尺度」や「援助要請行動」
を扱った研究を概観する。 
Kelly & Achter (1995)は，大学生を対象に調査を行い，自己隠蔽性（ self-
concealment）と「専門的心理的援助を求めることへの態度尺度」との関連を検討した。
その結果，自己隠蔽性が高い学生はカウンセリングに対してより否定的な態度を示すが，
カウンセリングを求める意思は高いことを見出し，自己隠蔽性が高い学生のカウンセリン
グへの態度が否定的であるのは，自己開示（self-disclosure）への恐怖が強いからでは
ないかと推測している。 
Deane & Todd (1996)は，大学生を対象に調査を行い，「専門的心理的援助を求めるこ
とへの態度」と性別に関連が見られ，女子学生の方が「専門的心理的援助を求めること」
に対して肯定的であり，また，「専門的心理的援助を求めることへの態度」については，
社会的スティグマへの不安が重要な要因としてかかわっている可能性を指摘している。 
Cramer(1999)は，Kelly & Achter (1995)および Cepeda-Benito & Short (1998)の研究
を再分析し，自己隠蔽性，カウンセリングへの態度，精神的苦痛，ソーシャルサポート，
自己隠蔽性と援助要請行動の関係について，パス解析を用いてモデル化している。そのモ
デルでは，自己隠蔽性が高い学生はソーシャルサポートが低く，カウンセリングへの態度
は否定的であり，抱えている心理的苦痛も大きいこと，そして，心理的苦痛とカウンセリ
ングへの態度の 2 要因が実際の援助要請行動に影響を及ぼすという流れが示されている。 
Komiya, Good & Sherrod(2000)は，感情に向き合うことへの恐怖が，専門的心理的援助
を求めることへの否定的な態度の理由であるという仮説を設定し，大学生を対象にした調
査により，感情の開示と他の要因が「専門的心理的援助を求めることへの態度」に与える
影響について検討した。その結果，スティグマについては男子学生の方が高い傾向が見ら
れ，また，感情を隠そうとする人は，心理的援助を受けることをスティグマとしてとらえ
る傾向があることを見出した。この結果から，感情の開示を促進するような広報的努力
（事前教育）を行えば，心理的サービスの利用が増える可能性があることを指摘している。 
Kahn & Williams(2003)は，大学生を対象にした質問紙調査から，自己隠蔽傾向，ソー
39 
 
シャルサポート，精神的苦痛，「専門的心理的援助を求めることへの態度」および来談意
思の関連について検討した。その結果，以前にカウンセリングの経験がある学生の方が援
助要請行動を肯定的にとらえており，また，来談意思も高かった。パス解析の結果，自己
隠蔽傾向が高いほど援助要請行動に対する態度は否定的であること，また，援助要請行動
に対する態度は来談意思の予測因子として有効であることを指摘している。 
Morgan, Ness, & Robinson(2003)は，大学生，大学院生を対象に調査を行い，性別，人
種的背景，学部生，大学院生の違いが援助要請行動に与える影響について，Cramer(1999)
のモデルを用いて検討した。その結果，従来の研究通り，女性は男性より，また，白人学
生は他の人種の学生より，大学生は大学院生より援助要請行動の得点が高かった。また，
実際にカウンセリングを利用した学生は自己隠蔽性，心理的苦痛のレベル，カウンセリン
グを求める意思が高かった。 
Vogel, D. L. らは，援助要請行動について，来談行動について接近因子（approach 
factors）と回避因子（avoidance factors）の点から一連の研究を行っている。 
Vogel & Wester(2003)は，大学生を対象に個人的苦痛の自己開示傾向，情動的自己開示
傾向，カウンセリングを受けることのリスクと有用性に対する認知が「専門的心理的援助
を求めることへの態度」に与える影響を検討した。その結果，個人的苦痛の自己開示傾向
およびカウンセリングを受けることの有用性に対する認知が高いほど，また，予期される
リスクに対する認知が低いほど「専門的心理的援助を求めることへの態度」が肯定的であ
ることを見出した。さらに，個人的苦痛の自己開示傾向，情動的自己開示傾向，自己隠蔽
性，カウンセリングを受けることのリスクと有用性に対する認知（回避因子）が「専門的
心理的援助を求めることへの態度」に関連しているのに対し，認知されたソーシャルサポ
ート，心理的苦痛（接近因子）は関連していないことを見出した。これらの結果から，援
助を求める行動と意思には，回避的な要因の改善が効果的であると述べている。 
Vogel, Wester, Wei, & Boysen(2005)は，「カウンセリングに対する態度」「カウンセ
リングを求める意思」「社会的スティグマ」「治療恐怖」「自己開示性」「自己隠蔽性」
「自己開示をした場合に予期される有益性とリスク」「社会的規範」「ソーシャルサポー
ト」「以前のカウンセリング経験」といった個人的・心理的要因相互の関係について，
「カウンセリングに対する態度」が個人的・心理的要因と「カウンセリングを求める意思」
を媒介するモデルを設定し，構造方程式モデリングにより検証した。その結果から，「社
会的スティグマ」「自己開示性」「予期された有益性」「社会的規範」「ソーシャルサポ
ート」「以前のカウンセリング経験」は「カウンセリングに対する態度」を媒介し，「対
人関係に関する問題におけるカウンセリングを求める意思」などに影響を及ぼしているこ
とを見出した。また，「心理的苦痛の経験」があり「自己開示をした場合に予期されるリ
スク」が高いと感じる学生ほど実際に援助を求める可能性が高いことを指摘し，単に心理
的苦痛を経験するだけでは援助行動を予測することはできず，援助を求めた場合の結果の
予測を伴った場合にのみ，援助行動を予測できると述べている。 
Vogel, Wade, & Hackler(2007)は，大学生を対象に，「認知された公的スティグマ」
（例：人々は，しばらくの間，具合がよくなっていたとしても，精神的な問題を抱えたこ
とがある人を自分たちの子どもの世話をするためには雇わないだろう。），「自己スティ
グマ」（例：もし私がカウンセリングを受けるようになったとしたら，私は自分に欠陥が
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あると感じるだろう。），「カウンセリングに対する態度」および「カウンセリングを求
める意思」との関係について，構造方程式モデリングにより分析した。その結果，「認知
された公的スティグマ」は「自己スティグマ」に肯定的に影響を及ぼし，「自己スティグ
マ」は「カウンセリングに対する態度」に否定的に影響を及ぼすこと，「カウンセリング
に対する態度」は「カウンセリングを求める意思」に肯定的に影響を及ぼすことを明らか
にした。そして，これらの結果から，「認知された公的スティグマ」より，介入が行いや
すい「自己スティグマ」に焦点付けした介入の方が効果的ではないかとしている。 
アメリカでは人種が多様であること，強い男性性が求められる社会であることの関係を
反映し，人種や性別と「専門的心理的援助を求めることへの態度」や「援助要請行動」の
関係を中心的に扱った研究も多い。 
Lucas & Berkel(2005)は，実際に学生相談機関に来談している大学生を対象に質問紙調
査を行い，カウンセリングに対するニーズと性別，人種との関連を検討している。その結
果，性別，人種によりカウンセリングに対する態度はかなり異なっていること，女子学生
はカウンセリングに対して肯定的であるが，アフリカ系アメリカ人は職業に関するカウン
セリングを受けることに対して障壁を感じていること，アジア系アメリカ人はそもそも職
業アイデンティティ自体が明確になっていないことを報告している。 
Masuda, Suzumura, Beauchamp, Howells, & Clay(2005)は，アメリカと日本の大学生を
対象に「専門的心理的援助を求めることへの態度」に影響を及ぼす要因について検討して
いる。その結果，両国の学生とも，以前に専門的心理的援助を受けたことがある方が「専
門的心理的援助を求めることへの態度」が肯定的であること，以前に専門的心理的援助を
受けたことがある学生はそれがない学生より専門的心理的援助の必要性を強く感じ，また，
心理学の専門家への信頼が高いが，「スティグマ」への寛容さと「対人的開放性
（interpersonal openness）」には差異は見られないこと，性別を考慮しなければ，アメ
リカ人学生の方が日本人学生より「専門的心理的援助を求めることへの態度」は肯定的で
あること，全体的に女性の方が「専門的心理的援助を求めることへの態度」は肯定的であ
ること，アメリカ人学生の方がおおむね「専門的心理的援助を求めることへの態度」は肯
定的であるが，「スティグマ」に対する寛容性のみ，日本人学生の方が肯定的であること
などを報告している。 
また，Eisenberg, D. らは多様な変数を導入し，大規模な調査から諸変数の関連を探る
一連の研究を行っている。 
Eisenberg, Golberstein, & Gollust(2007)は，ウェブサイトを利用して大学生を対象
にした調査を行い，「実際の問題の有無」「相談ニーズの認識の有無」「援助資源に関す
る知識の有無」と援助要請行動および実際の精神的健康に対するケアの利用の関係を検討
した。その結果，スクリーニングテストの段階では，多くの学生が問題を抱えていたにも
かかわらず，実際にサービスを利用している学生は少なかった。その理由として，相談ニ
ーズを認識していない，健康保険の適用範囲を知らない，ケアの効果について懐疑的であ
る，低所得層出身である，アジア系ないし太平洋諸島系であるなどの要因を指摘している。 
Golberstein, Eisenberg, & Gollust(2008)は，大学生，大学院生を対象に，精神的健
康サービスに対する「認知された公的スティグマ」および援助に対する「認知されたニー
ズ」と「精神的健康ケアの希求」との関係を検討している。その結果，男子学生，より年
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齢の高い学生，アジア系，太平洋諸島系の学生，留学生の方が「認知された公的スティグ
マ」が高いこと，より年齢が低い学生では「認知された公的スティグマ」が高いほど「精
神的健康ケアに対する希求」は低いこと，「認知された公的スティグマ」と実際のサービ
スの利用には関連が見られなかったことを報告している。 
Eisenberg, Downs, Golberstein, & Zivin(2009)は大学生を対象に調査を行い，「認知
された公的スティグマ」および「個人的スティグマ」と援助要請行動の関連を検討してい
る。その結果，「個人的スティグマ」は「認知された公的スティグマ」より高いこと，男
性，より年齢の低い学生，アジア系学生，留学生，より宗教的である学生，低所得層出身
の学生ほど「個人的スティグマ」が高く，「個人的スティグマ」が高い学生ほど援助要請
行動を起こさない傾向にあることを報告している。 
Downs & Eisenberg(2012)は，ウェブサイトを利用した調査により，大学生の援助要請
行動と自殺企図・自殺念慮の関連について検討している。それによれば，自殺企図や自殺
念慮を持ったことがある学生は，援助に対する「認知されたニーズ」「援助機関への接触」
「心理療法や服薬の効果に対する信頼感」「認知されたスティグマ」が高く，「温かく信
頼できる人間関係」が少なかった。また，学生全体では，「認知されたニーズ」と「援助
の効果に対する信頼感」「援助を利用した身近な人の有無」が援助の利用に寄与し，また，
「個人的スティグマ」が高いほど，また，「温かく信頼できる人間関係」が多いほど援助
の利用に否定的であった。 
その他，McCarthy, Bruno, & Sherman(2010)は，学生相談サービスが十分でないブラン
チキャンパスにおいて専門的研究を行う大学院生の援助要請行動に焦点を当てて，調査研
究を行っている。その結果，女子学生はカウンセリングに対してより肯定的に感じている
こと，大多数の大学院生は，「時間や利用しやすさの欠如」「健康保険の非適用」といっ
た理由から，メインキャンパスの学生相談機関を利用したいと思わないことを見出した。
重回帰分析の結果からは，「スティグマ」は有意な変数ではなく，「健康保険の状況」
「以前のカウンセリング経験」「自己開示に伴う苦痛」「メインキャンパスへの移動時間」
が援助要請行動に関連がある有意な変数であったと報告している。 
Nordberg, Hays, McAleavey, Castonguay, & Locke(2013)は，実際に学生相談機関に
「援助を求めたことがある学生」と「来談していない学生」の弁別に寄与する要因につい
て検討しており，注目される。研究では，「薬物使用」「食行動問題」「自傷行為」「自
殺念慮」の高低といった要因は両者を弁別できないこと，学生用精神症状カウンセリング
評価票（College Counseling Assessment of Psychological Symptons-62; CCAPS-62, 
Locke, Buzolitz, Lei, Boswell, McAleavey, Sevig, Dowis, & Hayes, 2011）によるス
クリーニングはかなり正確であり利用価値が高いことを報告している。 
これらの研究からは，おおむね以下のような知見が積み重ねられているといえよう。す
なわち，「専門的心理的援助を求めることへの態度」には，人種，性別，学年などの学生
の属性的条件が関連していること，Eisenberg らの研究におけるスティグマや Vogel らの
研究における回避因子など，学生側の様々な心理学的要因が「専門的心理的援助を求める
ことへの態度」や「援助要請行動」にかかわっていること，そして，実際の来談行動に最
も影響を及ぼすのは援助を求めることに対する「態度」であり，なかでも，専門的心理的
援助を利用することにより，自分自身に対して抱くスティグマが大きいと来談が抑制され
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ること，心理学変数の多くは「態度」を媒介して来談行動を説明する要因となっているこ
とである。 
(5) 「イメージ」について扱った研究 
先述の通り，日本の学生相談の領域では，水野・石隈(1999)，高野・宇留田(2002)，木
村・水野(2010)などの一連の研究を除けば，「イメージ」という観点からの研究が多く見
られる。そこで，次に学生相談ないし学生相談機関に対する「イメージ」を扱った研究を
概観する。 
櫻井・有田(1994)は SD 法を用いて，大学生を対象に「学生相談センター」「カウンセ
ラー」「カウンセリング」に関するイメージを調査し，「学生相談センター」のイメージ
の因子として「受容性因子」「内面性因子」の 2因子を抽出している。 
真覚・中村（1993）は大学生を対象に自由記述式の調査を行い，学生相談機関に対する
イメージをたずね，回答を「親しみにくい」「不信感」「信頼感」の 3つに分類している。 
また，萩原・吉川・山田(1995)は大学生を対象に自由記述式の質問紙調査を実施し，
「学生相談室」という名称から学生が連想した回答を，「相談内容に関するもの」「相談
室の機能に関するもの」「相談を受ける人に関するもの」「相談室の雰囲気に関するもの」
「マイナスのイメージ」「プラスのイメージ」に分類している。 
西河・鈴木(1994)は，短大生と専門学校生を対象に，SD 法の項目に他のいくつかの項
目を加えて作成した学生相談室に対するイメージについての調査を実施した。その結果，
彼らが学生相談室に関して，「‘暖かい’が‘暗い’かつ‘重い’というイメージを強く
持ち，さらに‘利用しにくい’‘堅い’と捉えていた」としている。また，学生相談室の
イメージについて「利用希望あり」群と「利用希望なし」群に分けて比較したところ，
「利用希望あり」群のイメージは全般的に「利用希望なし」群よりもポジティブであり，
しかもそれが調査の 1年後も継続していたと報告している。 
織田(1996)は，大学生を対象に 9種類のカウンセラーの人間観を示し，それらのカウン
セラーに対する印象を評定させるとともに，それぞれのカウンセラーのところにどの程度
相談に訪れたいかをたずねた。その結果，日本の大学生は中庸的な人間観を持つカウンセ
ラーに対する来談意図が高いことを見出し，カウンセラーがどのような人であるかが実際
の学生の来談に影響を与える可能性に言及している。 
一方，森田（1990），森田(1997)は，大学の新入生に学生相談室イメージに関する自由
記述式のアンケートを行い，実際に学生相談室を訪れた学生が入学時にどのような学生相
談室イメージを持っていたかを遡って分析している。この中で森田は，学生が入学時に抱
いていた学生相談室イメージにより，「来談」「相談の継続性」「相談内容」などに違い
が見られたことを報告している。森田の研究は，実際に来談した学生について分析してい
る点で貴重な示唆を与える。 
これらの研究で得られた知見からは，学生相談，カウンセラー，学生相談機関に対して
学生が持っているイメージが学生相談機関の利用との間に何らかの関連があること，それ
ゆえ，「イメージ」は臨床実践に密接に結びついた視点として有用であることが指摘でき
る。したがって，学生の持つ「イメージ」と「来談意思」との関連を明らかにできれば，
学生の利用を促進する実践的工夫に結びつく示唆が得られるものと思われる。 
SD 法を用いた研究は，学生相談に対する「イメージ」をシンプルに把握でき有用であ
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る。しかし，得られた「イメージ」が SD 法の項目に制約されている感が強く，学生が感
じる学生相談機関の「イメージ」を把握するのに適しているかという点では課題もある。
また，自由記述による研究は，学生の「イメージ」を学生の視点に即してより具体的に把
握し分類しようとしている点で興味深いが，見出された「イメージ」の妥当性については
さらに検証が必要であるように感じられる。いずれにせよ，大学生の持つ「イメージ」を
十分にとらえた表現により測定を行うことが必要であると思われる。 
(6) 本研究の目的 
 先行研究の知見および日本における学生相談領域での臨床実践への導入のしやすさを考
慮し，本研究では，アメリカで多く行われている「専門的心理的援助を求めることへの態
度」や「援助要請行動」といった概念を参考にしつつ，学生が学生相談機関に対して持つ
「イメージ」という視点から研究を行う。そして，測定された「イメージ」と利用の促進
との関係を探ることとする。 
なお，先述の通り，日本における学生相談の来談率がアメリカに比べて低いため，来談
経験の有無を取り上げた場合，来談経験のある学生が少数とならざるを得ない。本研究で
は，学生全体を対象にしたアプローチにより来談を促進することを目的としていることか
ら，実際の来談ではなく，来談に間接的につながると考えられる「来談意思」との関係を
探ることとする。 
また，「認知」「期待」に関する研究から，学生が学生相談機関の場所や開室時間など
ついて正しく理解していることが高野・宇留田(2002)の指摘する「経済的・物質的コスト」
を下げることにつながると考え，学生の学生相談室に対する「周知度」と「来談意思」と
の関連も探る。 
２-３-２ 方法 
(1) 予備調査 
① 実施時期：2001 年 11月 
② 研究協力者：関東地方にある私立 B大学の 1～3年生 46人（男子 33人，女子 13人） 
③ 手続き：学生相談機関に対する「イメージ」をたずねる自由記述式の質問紙を実施し，
学生の学生相談機関に対する「イメージ」に関する表現を収集した。 
(2) 質問紙の作成 
 櫻井・有田(1994)，西河・鈴木(1994)，萩原・吉川・山田(1995)，森田（1990）及び予
備調査の回答から，学生相談機関の「イメージ」に関する記述 235 個を抽出した。次に，
KJ 法を用いて項目の整理を行い，「学生相談機関イメージ項目」（55 項目）を選定した。
周知度については，Kahn, Wood, & Wiesen (1999)を参考にして，学生相談機関の「存在」
「場所」「開室日時」を知っているかどうかについてたずねる項目（3 項目）を作成した。
「来談意思」については，下山・峰松・保坂・松原・林・齋藤(1991)における分類を参考
に，現在及び将来において悩みや不安を抱えた時に学生相談機関を利用したい程度をたず
ねる項目（2 項目）と，「学業」「進路」「就職」「性格」「対人関係」「家庭」「経済」
「精神衛生」の各分野における不安や悩み別に利用したい程度をたずねる項目（8 項目）
の合計 10 項目を作成した。なお，ここでいう「来談意思」とは，自分が悩みや不安を抱
えた場合に学生相談室を利用するか否かについての予測であり，実際の来談行動を推測す
るための指標である（Blier, Atkinson, & Geer, 1987）。 
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これらを合わせた 68 項目からなる質問紙を本調査に用いた。なお，「学生相談機関イ
メージ」と不安や悩み別の「来談意思」は 5件法により，現在および将来の「来談意思」
と「周知度」は 4 件法により回答を求めた（調査に用いた質問紙については，巻末資料 2
を参照のこと）。 
(3) 本調査 
① 実施時期：2001 年 12月～2002年 1月および 2004年 7月 
② 研究協力者：関東地方にある私立 B 大学，C 大学および国立 D 大学の 1～4 年生 495
人。なお，B大学の研究協力者は予備調査の研究協力者と異なる。 
③ 手続き：予備調査により作成された質問紙を，授業時に一斉に実施した。なお，一部
の学生に対しては手渡し式で実施した。 
④ 倫理的配慮：研究協力者には，回答は無記名であり，すべて統計的に処理されること，
本調査は成績評価等には関係がないこと，協力したくない場合は調査に回答しなくて
よいことを伝えた。 
２-３-３ 結果 
(1) 学生相談機関イメージ尺度の作成 
 すべての項目に回答した 421 人（1 年生 221 人，2 年生 42 人，3 年生 77 人，4 年生 81
人，男子 202人，女子 219人）を分析の対象とした（表 2-4）。なお，統計処理には SPSS 
Statistics 16を用いた。 
「学生相談機関イメージ項目」55 項目のうち，項目間の相関が r>.7 以上のペアの片方
及び分布に偏りが見られた 2 項目を除外した。残りの 53 項目について因子分析（主因子
解，ヴァリマックス回転）を行い，固有値 1を目安に因子数を定め，比較的解釈がしやす
い 4 因子を得た（表 2-5）。因子負荷の高い項目から第 1 因子を「有益イメージ」因子，
第 2因子を「危機支援イメージ」因子，第 3因子を「不利益イメージ」因子，第 4因子を
「不気味イメージ」因子と解釈した。 
各因子への因子負荷が.40 以上の項目により尺度構成を行い，研究協力者ごとに各項目
の粗点の和を項目数で除した得点を「学生相談機関イメージ得点」とした。これら 4尺度
について Cronbachのα係数及び尺度間相関を求めたところ表 2-6 の通りとなり，おおむ
ね内的一貫性には問題がないと思われた。 
(2) 周知度得点及び来談意思得点の算出 
 周知度については 3項目の粗点の和を周知度得点とした。また，来談意思に関しては，
4 件法で回答させた項目の粗点を 5/4 倍し，5 件法の得点のレンジと合わせた得点と，内
容別の来談意思の粗点を加えた得点を来談意思得点とした。両尺度の α 係数は表 2-6 に
示す通りであり，いずれも内的一貫性には問題がないと思われた。 
(3) 学生相談機関イメージ及び周知度と来談意思の関係 
 「学生相談機関イメージ」と「来談意思」の相関を求めたところ，表 2-6の下段のよう
になった。「有益イメージ」は 「来談意思」との間に有意な正の相関が見られた(r=.47, 
p<.001, 95%CI [.41 .61])。これに対し「不利益イメージ」及び「不気味イメージ」は 
「来談意思」との間にそれぞれ r=-.17(p=.001, 95%CI [-.27 -.08])，r=-.30(p<.001, 
95%CI [-.41 -.21])の有意な負の相関が見られた。周知度と来談意思の相関を見たところ，
r=.16(p=.001, 95%CI [.07 .26])の有意な正の相関が見られた。 
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表 2-4 分析の対象となった研究協力者の内訳 
  
性 別 
合  計 
男 女 
学
年 
1年生 104   117   221    
2年生 20   22   42    
3年生 33   44   77    
4年生 45   36   81    
合 計 202   219   421    
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表 2-5 学生相談機関イメージ項目の因子分析結果（Varimax 回転後） 
項 目 
第Ⅰ因子 
有益 
第Ⅱ因子 
危機支援 
第Ⅲ因子 
不利益 
第Ⅳ因子 
不気味 
学生にとってありがたいところ 
役に立つところ  
学生にとって心強いところ 
  頼りになるところ 
  信頼できるところ 
便利なところ 
  適切なアドバイスを与えてくれるところ 
  学生のために良いことをしているところ 
  学生のためにがんばっているところ 
  学生のことを真剣に考えてくれるところ 
  学生生活に必要なところ 
  悩みを解決してくれるところ 
  やさしい先生がいるところ 
  専門家として相談にのってくれるところ 
  追いつめられている人が行くところ 
  自分で悩みを解決できない人が行くところ 
  絶望した人が行くところ 
  ひどく悩んでいる人が行くところ 
  精神的に弱い人が行くところ 
  いじめにあっている人が行くところ 
  どうしようもなくなったら行くところ 
  人に言えない悩みがある人が行くところ 
  相談相手がいない人が行くところ 
  自分のことを決められない人が行くところ 
  神経質な人が行くところ 
  不安なことがある人が行くところ 
  何かトラブルがあった人が行くところ 
  お説教されるところ 
  相談すると不利益がありそうなところ 
  甘えている人が行くところ 
  相談したことが外部にもれそうなところ 
  事務的・機械的な対応をするところ 
  近寄りがたいところ 
  相談に行きにくいところ 
  できれば行きたくないところ 
  何をしているかよくわからないところ 
.77 
.75 
.73 
.70 
.68 
.64 
.61 
.61 
.60 
.59 
.57 
.56 
.50 
.46 
-.03 
.00 
.02 
.02 
-.12 
.05 
.03 
.20 
-.16 
-.19 
-.08 
.27 
.19 
-.16 
-.17 
-.15 
-.07 
-.19 
-.21 
-.27 
-.24 
-.29 
-.06 
-.10 
-.08 
-.02 
.02 
-.09 
.06 
-.01 
.10 
.06 
-.08 
.13 
.23 
.07 
.74 
.68 
.67 
.64 
.63 
.62 
.59 
.58 
.57 
.53 
.51 
.48 
.43 
.05 
.12 
.25 
.09 
.05 
.15 
.29 
.31 
.09 
-.02 
-.12 
-.06 
-.17 
-.29 
.16 
-.23 
-.09 
-.16 
-.28 
.04 
-.15 
-.12 
-.27 
.02 
.12 
.11 
-.15 
.27 
.23 
-.08 
-.24 
.23 
.28 
.33 
-.09 
.07 
.64 
.60 
.53 
.43 
.42 
.13 
.15 
.16 
.16 
-.07 
-.10 
-.14 
-.17 
-.13 
-.16 
-.04 
-.02 
-.09 
-.08 
-.11 
-.02 
-.24 
-.06 
.17 
-.10 
.11 
.10 
.05 
.08 
.28 
.14 
-.01 
-.05 
.02 
.09 
.16 
.17 
.14 
-.01 
.04 
.25 
.64 
.58 
.51 
.47 
各因子によって説明される分散 6.18 5.05 2.42 1.73 
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 表 2-6 学生相談機関イメージ・周知度・来談意思尺度間の相関 
 平均 SD α係数 有益 危機支援 不利益 不気味 周知度 
有益 3.31 .64 .91 --- --- --- --- --- 
危機支援 3.01 .70 .88 -.01   --- --- --- --- 
不利益 2.23 .65 .70 -.36** .27** --- --- --- 
不気味 3.37 .83 .77 -.44**   .36**  .37** --- --- 
周知度 6.2 2.56 .84 .11*  -.04   -.12** -.17** --- 
来談意思 27.79 7.20 .83 .47** .07   -.17** -.30** .16** 
* p<.05, ** p<.01 
48 
 
(4) 性差・学年差の分析 
 先行研究において，学生相談ないし学生相談機関に対する認知，期待，態度，イメージ
に性差や年齢・学年差があることが指摘されているため，学生相談機関イメージ，周知度
及び来談意思の性差・学年差を算出し(表 2-7)，性別×学年の 2 要因の分散分析を行った。
なお，学年差については学年間の人数差を考慮し，1 年生と 2～4 年生の 2 群により分析
を行った。その結果，「危機支援」(F(1,417)=4.41, p=.036, η 2=.01)，「不利益」
(F(1,417)=13.78,  p<.001, η2=.03)で男子が女子より有意に得点が高かった。また，周
知度は女子が男子より有意に得点が高かった(F(1,417)=11.03, p=.001, η2=.03)。学年
差については周知度のみ 2～4 年生が 1 年生より有意に得点が高かった(F(1.417)=7.19, 
p=.008, η2=.02)。なお，いずれも交互作用は見られなかった。 
(5) 来談意思の予測 
 来談意思に影響を及ぼす要因をさらに探るために，学生相談室イメージ及び周知度を予
測変数，来談意思を目的変数としてステップワイズ方式の回帰分析を行った。学生相談機
関イメージ及び周知度にいくつかの性差，学年差が見られたことから，全体の分析に加え，
1年生男子，1年生女子，2～4年生男子，2～4年生女子の 4群に分けて分析を行い，各群
で最も説明率の高いモデルを採択した(表 2-8)。統計的に有意であった予測変数の回帰係
数は，全体で「有益」が β=.39，「危機支援」が β=.13，「周知度」が β=.10，「不気
味」が β=-.16，1 年生男子で「有益」が β=.51，1 年生女子で「有益」が β=.32，「周
知度」が β=.20，2～4 年生男子で「有益」が β=.51，「周知度」が β=.20，2～4 年生
女子で「不気味」が β=-.54，「危機支援」が β=.31，「不利益」がβ=-.20であった。  
２-３-４ 考察 
(1) 学生相談機関に抱くイメージと来談意思の関係 
本研究では，学生相談機関に対するイメージを「有益」「危機支援」「不利益」「不気
味」の 4因子でとらえた。このうち，来談意思にもっとも影響を及ぼすのは「有益」イメ
ージであることが明らかとなった。「危機支援」イメージも有意な寄与を持っていたが，
「有益」イメージと比較すると，その影響は相対的に小さいものと思われた。学生の持つ
イメージを修正することを試みる場合，たとえば，「大学生活で友達ができない，勉強が
わからない，大学に行きたくない，不安な気持ちが抑えられない」といった「危機」の例
をあげ，そうした場合に「学生相談機関を利用しましょう」と呼びかけるよりも，「学生
相談室には，休憩スペースがあり，心に関する本や映像資料を借りることもできます。大
学生活で何かわからないことがあったときは利用しましょう」と「役に立つ」面を中心的
に呼びかける方が学生全体を対象とした場合的には効果的であると考えられる。 
また，学生相談機関に対するイメージには学年差が見られなかったことから，特に何も
しなければ，入学時のイメージが卒業まで続く可能性が高いことが考えられる。逆にいえ
ば，入学時のガイダンスの時などに学生相談機関のイメージを例えば「有益」という方向
のイメージに変容させることができれば，それが継続する可能性があることを意味してい
る。したがって，来談学生数を増やすためには，まず，何よりも入学生全員を対象として，
学生相談機関のイメージを「有益」イメージに修正するような紹介と説明が効果的である
ものと思われる。 
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 表 2-7 学生相談機関イメージ・周知度・来談意思の性差・学年差 
性  別 学  年 
  男子 女子 性差 F値 p値 1年生 2-4年生 学年差 F値 p値 
有益 3.28( .69) 3.35( .59) -.07 1.23 .268 3.28( .64) 3.36( .64) -.08 1.64 .201 
危機支援 3.09( .76) 2.94( .63) .15 4.41 .036 3.02( .67) 3.01( .73) .01 .04 .835 
不利益 2.35( .71) 2.12( .56) .18 13.78 P<.001 2.28( .70) 2.18( .58) .10 3.22 .074 
不気味 3.37( .86) 3.36( .81) .01 .00 .985 3.37( .84) 3.36( .82) .01 .05 .824 
周知度 5.79(2.63) 6.58(2.44) -.79 11.03 .001 5.89(2.54) 6.55(2.54) -.66 7.19 .008 
来談意思 27.59(7.76) 27.96(6.67) -.37  .28   .598 28.02(6.59) 27.53(7.83) .49  .49  .485  
 
 
 
表 2-8 来談意思を目的変数とした回帰分析 
 予測変数(β値) R2 F値 p値 
全 体 有益(β=.39)，危機支援(β=.13)，周知度(β=.10)，不気味(β=-.16) .26 36.04 p<.001 
1年男子 有益(β=.51) .26 36.42 p<.001 
1年女子 有益(β=.32), 周知度(β=.21) .17 11.65 p<.001 
2～4年男子 有益(β=.51), 周知度(β=.20) .30 20.77 p<.001 
2～4年女子 不気味(β=-.54), 危機支援(β=.31),不利益(β=-.20) .36 18.52 p<.001 
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ただし，学年や性別により，来談意思に影響を及ぼすイメージに差異がある。本研究で
は，男子学生は「有益」イメージが最も寄与が大きかった。しかし，女子学生では，1 年
生は「有益」イメージの寄与が大きかったが，2-4 年生では「不気味」イメージの負の寄
与が大きかった。学年や性別の差異によるイメージが来談意思に及ぼす影響が異なること
が予想される。この点については，引き続き研究が必要であろう。 
(2) 学生相談機関の周知度と来談意思の関係 
全体としては，周知度と来談意思の関連は小さかったが，1 年生女子，2-4 年生男子は
周知度の来談意思に関する寄与がある程度見込まれた。学年や性別により，その効果には
差異がある可能性があるが，学生が学生相談機関のことを知れば知るほど，学生の来談意
思がある程度は高まることが予想される。したがって，ガイダンスやパンフレットの配布，
学生相談機関主催の催しの実施，カウンセラーが教員職の場合，担当する授業，あるいは，
学内における講演活動といった学生相談機関についての理解を広める試みには学生の利用
を促進する効果が期待できるだろう。 
(3) 本研究の限界と今後の課題 
 本研究では，学生相談機関の全体的なイメージを明らかにすることを主たる目的とした
ため，大学による学生相談体制の差違については考慮しなかった。今後は，こうした差違
が学生の来談に及ぼす影響についても検討する必要があろう。さらに，学生相談機関への
イメージが形成される過程やイメージを変容させる方法，来談した学生と来談しようと思
ったが実際には来談しなかった学生の差違などを明らかにする実践的な研究も必要となる
だろう。 
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２-４ 学生相談機関のガイダンスが利用促進に与える効果（研究Ⅲ） 
２-４-１ 問題と目的 
大学では，新入生等を対象にした学生ガイダンスの中で学生相談機関を紹介することが
多い。研究Ⅱにおいて得られた，学生相談機関に対するイメージが変化しにくい傾向があ
るという知見からも，ガイダンスのような機会に学生に学生相談機関の情報を提供し，利
用を促進するよう働きかけることは，イメージの変容という面で効果が大きいことが予想
される。また，「大学における学生相談体制の充実方策について」（独立行政法人日本学
生支援機構，2007）では，「学生期の課題に応じた学生支援」として，「初期適応」の重要
性が指摘されている。こうした観点から考えてみても，特に，新入生を対象に実施するガ
イダンスの果たす役割はきわめて重要であるといえるだろう。 
「2009 年度学生相談機関に関する調査報告」（吉武・大島・池田・高野・山中・杉江・
岩田・福盛・岡, 2010）では，過去に実施された調査の結果に基づき，「コミュニティ活
動」の重要性が高まっているとの認識のもと，新たに学生相談機関のガイダンスに関する
質問項目が設けられている。それによれば，調査対象となった 586 相談機関のうちの
81.1％がガイダンスを実施しており，パンフレット（75.9％），ホームページ（49.7％），
ポスター（67.1％）と比較しても，ガイダンスに期待される役割の大きさが実感される。 
ところで，多くの大学で学生相談機関のガイダンスが行われてはいるが，その内容は
様々なものであることが予想される。おそらく，個々の大学の状況に応じて工夫が施され
たガイダンスが行われていると思われるが，特に，新入生を対象にしたガイダンスでは，
これから始まる大学生活に必要となる情報が一度に提示されるため，学生相談機関につい
ての情報が学生の記憶にどの程度残るか心許ない。したがって，より効果のあるガイダン
スの方法についての研究が必要である。 
そこで，学生への情報提供という観点から，海外の研究を概観する。なお，研究Ⅰでは
実践研究，研究Ⅱでは調査研究を用いて研究を行い，利用促進のための方法について知見
を得た。「１－５－２ 本研究の構成」でも述べたが，これらの知見の信頼性，妥当性を
確認するためには条件を統制した研究により検証を行う必要がある。このため，研究Ⅲで
は実験的手法を用いることとし，以下，実験的手法を用いた研究にしぼって先行研究を概
観することにする。 
Gelso & McKenzie (1973)は，「カウンセリング適切性チェックリスト」（ The 
Counseling Appropriateness Check List; CACL）(Warman, 1960; Warman, 1961)を用
いて，文書および口頭による学生相談機関の情報提供が相談の適切性に対する認知と来
談意思に及ぼす効果について，実験的手法により検討した。その結果，「音声および文
書情報提供群」は「文書のみ群」より「個人的－社会的問題の相談の適切性」に対する
認知および「来談意思」が高まったと報告している。 
Duckro, Beal, & Mobes(1976) も，「カウンセリング適切性チェックリスト」を用い
て，文書による学生相談機関の情報提供の効果について，実験的手法により検討してい
る。その結果，「個人的－社会的問題の相談」を強調した個人宛の手紙を受け取った
「実験群」は何も受け取らなかった「統制群」と比較し，「個人的－社会的問題の相談
への適切性」に対する認知が高まり，特に 1 年生でこの傾向が強かったと報告している。 
両者は，いずれも，学生相談機関にどのようなことを相談したらよいか（「相談への
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適切性」）が理解されているか否かに着目している研究であるが，研究Ⅱでも述べたよ
うに，その背景には，学生にとって，学生相談機関がどのような相談に対応してもらえ
る場であるのかがわかりにくいという現状があり，その改善が来談学生数を増やすため
の効果的な方法であるという認識がある。 
Nathan, Joanning, Duckro, & Beal(1978) は，比較的小規模の集団に対して「学生
相談機関の相談員が実際に説明を行う方法」と「個人宛の文書を送付する方法」の効果
について，実験的手法を用いて検討した。その結果，ふたつの方法において「個人的－
社会的問題の相談」への態度の変容は同程度であることを見出し，相談員が実際に説明
することには期待するほどの効果はないのではないかと述べている。 
Miles & McDavis (1982) は，「カウンセリング適切性チェックリスト」を用いて，黒
人学生を対象に「大集団でのガイダンス」「パンフレット郵送」「学生相談機関見学会」
「小集団でのガイダンス」「個別ガイダンス」の効果について実験的手法により比較し
た。その結果，「学生相談機関見学会」「小集団でのガイダンス」「個別ガイダンス」で
は，「自己の問題を相談することへの適切性」に対する認知や「来談意思」が高まるこ
とを見出している。 
Robertson & Fitzgerald (1992) は，男子学生を対象にした研究により，「伝統的な
学生相談に関するパンフレット」と「代替サービス（授業，ワークショップ，セミナー，
ビデオライブラリー）に関するパンフレット」の効果について実験的手法を用いて比較
した。その結果，「男性性(masculinity)」が高い学生は「代替サービスのパンフレット」
を好む傾向があることを見出し，サービスの呼称を変えることにより，学生の来談を促
進できる場合があることを指摘した。 
Scheel, Razzhavaikina, Allen-Portsche, Backhaus, Madabhushi, & Rudy(2008) は，
留学生を対象にカウンセリングに関するビデオを見せるという実験的手法を用いて，そ
の効果を検証した。その結果，ビデオ視聴後，カウンセリングへの個人的関心が高まる
こと，また，カウンセリングに関するイメージが広がったことを報告している。留学生
が対象ではあるが，より具体的な情報を提供する方が来談行動を促進しやすい可能性が
考えられる。 
Nathan, Joanning, Duckro, & Beal(1978)の研究を除く研究からは，ガイダンスの方
法を変えることにより学生の来談行動が異なってくること，学生相談機関に関する情報
提供が学生相談機関での相談に適した相談内容についての学生の認知に影響を及ぼすこ
と，したがって，ガイダンスに工夫を加えることにより利用促進につながる効果が期待
できることが指摘できよう。また，情報提供の方法・手段により，その効果が異なるこ
とも予想され，説明を行う形態としては個人への志向性の強い手法が効果的であるが，
説明の効果は説明を受ける側の要因の影響を受けると考えられることも指摘できる。 
次に，日本における研究を概観する。 
香取・石田・池田(2000)は学生相談室の広報活動として，新入時エクササイズ（対人
関係に関するグループワーク）を実施し，来室者数との関係を見ているが，来室者の大
幅な増加は見られなかったと報告している。 
また，西山・谷口・樂木・津川・小西(2005)は，学生に対して「新入生オリエンテー
ション」「リーフレットの刷新」「学生相談機関の愛称募集キャンペーン」などの働きか
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けを行い，学生相談室に対する認知の変化の有無を検討した。その結果，「学生相談室
でどんなことを相談できるか」の得点は高まったが，学生相談機関に対する認知では有
意な変化は見られなかったと報告している。 
木村(2007)は，研究協力者を「情報提供群」「情報提供群＋体験群」の 2 群に分け，
「情報提供群」には学生相談機関に対する情報のみを伝達し，「情報提供群＋体験群」
では情報伝達および学生相談室の見学を行って，援助不安，被援助志向性得点の変化を
検討した。その結果から，学生相談に関する情報提供は部分的にではあるが援助不安を
低減させ，被援助志向性を高める可能性があること，1 回のみの情報提供ではその効果
は不十分であり，継続的に情報提供を行う必要性があることを指摘している。 
藤巴(2009)は，授業の一環として学生相談室ガイダンスを行った効果を検証し，ほと
んどの学生に学生相談室を周知させることができ，また，利用しやすいという印象を持
っていなかった学生のうち 73％が利用しやすいという印象を持つ状態に変化したと述べ
ている。 
日本における研究は，学生相談機関に関する広報活動や情報提供に一定の効果がある
ことを示す研究と，明確な効果が認められなかった研究に二分される。効果があるとし
た場合でも，それではどのような手法が最も効果的であるか，また，実際に，来談に結
びつきやすいのはどのような手法か，ガイダンスの長期的な効果はどうかといった点に
ついては明確な知見が得られていない状態であるといえる。 
一方，高野・吉武・池田・佐藤・関谷(2008)は，学生相談機関に対する援助要請行動
と学生相談に関する情報ニーズに関する調査を実施し，援助要請に対する親和性が高い
学生ほど「学生相談のシステムに関する情報」を求め，スティグマ耐性の低い学生ほど
「相談の実際」に関して情報を求める傾向が高いことを指摘している。 
また，木村・水野(2010)は，学生が友人に学生相談機関の利用を勧めることに関連す
る要因について検討し，学生相談機関に関する情報提供は，問題を抱えた本人よりもむ
しろ，そのまわりの友人に対しての効果が見込まれ，結果として，友人が本人に学生相
談の利用を勧めることを促進する効果があるのではないかと考察している。 
これらの研究は，学生相談機関に関する情報提供の効果は，その情報の種類に加え，
学生の来談への構え，学生と学生を取り巻く人との関係性の影響といった，いわば，学
生の側の要因の影響を受けて変わってくることを示唆している。 
アメリカと日本の研究を総合すれば，ガイダンスによる情報提供には来談に促進的な
効果がある可能性があること，しかし，具体的な方法については確実な知見は得られて
いないものの，学生にとって具体的な情報，より直接的な情報，より身近に感じられる
情報が効果的であることが予想される。また，その効果には情報提供を受ける学生側の
要因を考慮する必要があることが指摘できる。 
特に，日本では，研究の蓄積が不十分であり，実際にガイダンスを行う際の情報提供
の仕方について十分な知見が得られていない点に課題がある。先述の通り，大学への
「初期適応」の重要性や学生相談機関のコミュニティ活動の重要性を踏まえれば，ガイ
ダンスの手法について実践につながる知見が必要である。 
そこで本研究では，学生相談機関のガイダンスが学生相談機関の周知度，来談意思に与
える効果を再検討すること，また，その際，学生側の要因の一つとして学生相談機関に対
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して持つイメージの及ぼす影響を含めて検討することを目的とする。 
２-４-２ 研究Ⅲ-1 
２-４-２-１ 目的 
学生相談機関についての説明手法の差異が周知度と利用促進に及ぼす効果について明ら
かにする。 
２-４-２-２ 方法  
① 実施時期：事前調査 2006年 5月 
事後調査 2006年７月 
② 研究協力者：関東地方にある私立 E 大学 1～4 年生（事前調査 335 人，事後調査 285
人） 
③ 手続き：調査は教職課程を履修している学生を対象に，筆者が担当する授業時間内に，
筆者自身が学生相談室の説明及び質問紙の配布・回収を行い実施した。なお，筆者は
E 大学の専任教員であるが，E 大学では学生相談を担当していない。本研究に際して
は E大学の学生相談機関の了解を得るとともに説明用資料作成の際，協力を得た。 
i. 事前調査として，研究Ⅱで用いた質問紙を簡略化した質問紙を実施した（使用した質
問紙については，巻末資料 3を参照のこと）。 
ii. 約 3 週間後に，筆者が研究協力者に私立 E 大学の学生相談機関に関する説明を行った。
この際，研究協力者は説明の手法により 4 群（多人数・口頭説明群，多人数・視覚情
報説明群，少人数・口頭説明群，統制群）に分けられ，前 3 群の研究協力者には学生
相談機関発行のパンフレットを配布の上，内容が同一の 15 分ほどの説明を行い，統
制群にはパンフレットの配布および説明は行わなかった。なお，「多人数」は説明実
施時の人数が 50 人以上，「少人数」は 50 人未満とし，「口頭説明」はパンフレットを
示しながらの口頭による説明，「視覚情報説明」はパワーポイント（学生相談機関の
写真等を提示）を主たる媒体としての説明である。授業日程の関係で少人数・視覚情
報説明群を設けることはできなかった。 
iii. 学生相談機関の説明から約 3週間後に，事前調査で用いた質問紙を再度，実施した。 
④ 倫理的配慮：研究協力者には，回答は無記名であり，すべて統計的に処理されるこ
と，本調査は成績評価等には関係がないこと，協力したくない場合は調査に回答しな
くてよいことを伝えた。また，事後調査実施後，統制群の対象者には学生相談機関パ
ンフレットを配布した上で口頭による説明を実施して不利益が生じないよう配慮した。 
２-４-２-３ 結果 
(1) 周知度得点，来談意思得点の算出 
質問紙への回答に不備がない 210 人の研究協力者を分析の対象とした（表 2-9）。次に，
周知度を尋ねる 3 項目の粗点の和を項目数で除した値を周知度得点（1～4 点），悩みや不
安が生じた際の来談意思を尋ねる 10 項目のうち，4 件法の 2 項目については粗点を 5/4
倍し，他の 8 項目との粗点の和を項目数で除した値を来談意思得点（1～5 点）とした。
なお，学生相談機関イメージ項目の分析は研究Ⅲ-3 で取り上げる。また，統計処理には
IBM SPSS PASW Statistics 18を用いた。 
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表 2-9 分析の対象となった研究協力者の内訳 
  
性 別 
合  計 
男 女 
学
年 
1年生 67   73   140    
2年生 11   11   22    
3年生 26   19   45    
4年生 1   2   3    
合 計 105   105   210    
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(2) 周知度得点の変化の分析 
周知度得点の変化には学年差は見られなかったが，性差が見られ，女性の変化量が有意
に大きかった（t(209)=2.15, p=.033, d=.30, 95%CI [.18, .41]）（表 2-10）。4 群の周知
度得点の事前－事後の変化について比較したところ，少人数・口頭説明群(t(10)=4.08, 
p=.002, r=.78, 95%CI [.32, 1.08])，多人数・視覚情報説明群(t(48)=4.04, p<.001, 
r=.50, 95%CI [.22, .64])，多人数・口頭説明群(t(50)=2.41,p=.020, r=.32, 95%CI 
[.05, .56])の 3 群でいずれも事後得点が有意に高かった（表 2-11）。次に，事前－事後
の変化量の群間差を明らかにするために分散分析を行ったところ，統計的に有意であった
（F(3,206)=4.06, p=.008, η2=.06）。そこで，Duncan の多重比較を行ったところ，少人
数・口頭説明群が統制群より変化量が有意に大きかった(p<.05)。（注：本研究では，
Field(2005)にならい繰り返しのあるｔ検定では効果量として r を算出した。また，繰り
返しのない独立した 2 群の比較のためのｔ検定では効果量 d を算出して両者を区別した。） 
(3) 来談意思得点の変化の分析 
来談意思得点の変化には性差・学年差は見られなかった（表 2-12）。4 群の来談意思得
点の事前－事後の変化を比較したところ，少人数・口頭説明群(t(10)=2.97, p=.014, 
r=.69, 95%CI [.11, .78])，統制群(t(98)=2.45, p=.016, r=.24, 95%CI [.03, .24])で
事後得点が有意に高く，多人数・視覚情報説明群については事後得点が有意に高い傾向が
見られた(t(48)=1.75, p=.087, r=.25, 95%CI [-.02, .29])（表 2-13）。次に，事前－事
後の変化量の群間差を明らかにするために分散分析を行ったところ，統計的に有意な傾向
が見られた（F(3,206)=2.59, p=.054, η2=.04）。そこで，Duncan の多重比較を行ったと
ころ，少人数・口頭説明群が他の 3群に比べて変化量が有意に大きかった(p<.05)。 
(4) 来談意思得点が高くなった研究協力者の分析 
参考までに，今回の研究中に来談につながる可能性がかなり高くなったと思われる学生
として，仮説的に，来談意思得点が 1.0 点以上高くなった 9 人の研究協力者を抽出し分析
した。その結果，周知度得点，来談意思得点の変化はそれぞれ 0.56 点，1.24 点と比較的
大きい値を示していることがわかった。 
２-４-２-４ 考察 
先行研究と同様，情報提供により学生相談機関の周知度が高まることが確認された。ま
た，少人数・口頭説明群，多人数・視覚情報説明群では来談意思が高まったが，多人数・
口頭説明群では来談意思が高まらなかったことから，少人数ないし視覚情報という条件に
より説明を行った方が来談意思を高める効果があると考えられる。しかし，統制群の来談
意思も高まっていた。これについては，統制群のみ研究協力者が多かったために，統計的
に有意となりやすかったこと，質問紙の実施による効果，研究以外の要因の影響などが理
由として考えられる。 
来談意思については，実際に学生が問題を抱えるか否かに依存する部分も大きいと考え
られる。本研究の結果からは，実際に問題を抱えるか否かによる来談意思の高まりと情報
提供による来談意思の高まりとの関係については明確ではない。ただし，来談意思の増加
量が比較的大きい研究協力者も見られた。これらの研究協力者が実際に問題を抱えていた
か否かは不明であるものの，潜在的に問題を抱えている学生に対しては情報提供の効果が
ある可能性も考えられよう。 
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表 2-10 性別・学年別見た周知度得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
男子 105 2.15 .82   2.30 .80 .15      .72 
-2.15*  .033 
女子 105 2.10 .82   2.46 .78 .37      .72 
1年生 140 2.14 .80 2.40 .80 .27 .77 
.22 .823 
2-4年生 70 2.10 .85 2.12 .82 .02 .11 
*p<.05 
 
 
 
表 2-11 条件別に見た周知度得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
多人数・口頭説明群 51 2.11 .80   2.42 .84 .31      .91 2.41*  .020 
多人数・視覚情報説明群 49 2.16 .77   2.59 .70 .43      .74 4.04** p<.001 
少人数・口頭説明群 11 2.12 1.02   2.82 .95 .70      .57 4.08** .002 
統 制 群 99 2.11 .83   2.21 .77 .10      .57 1.76** .082 
*p<.05, **p<.01 
 
 
 
 
表 2-12 性別・学年別見た来談意思得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
男子 105 2.85 .66   3.02 .74 .16      .56 
1.25  .213 
女子 105 3.05 .63   3.11 .65 .07      .52 
1年生 140 3.04 .65 3.11 .70 .07 .58 
-1.58 .116 
2-4年生 70 2.77 .61 2.97 .70 .20 .47 
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表 2-13 条件別に見た来談意思得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
多人数・口頭説明群 51 3.15 .66 3.13 .64 -.02      .53 -.33* .741 
多人数・視覚情報説明群 49 3.12 .51 3.27 .60 .15      .55 1.75+  .087 
少人数・口頭説明群 11 2.58 .66 3.02 .82 .44      .50 2.97* .014 
統 制 群 99 2.80 .66 2.94 .74 .14      .54 2.45*  .016 
+p<.10,  *p<.05 
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また，今回の結果の信頼性を確認するために，少人数・視覚情報説明群を設けること，
説明を行っても，その内容を十分に理解していない学生がいる可能性があることから，対
象者の説明の理解度の確認の手続きを設けることが今後の課題であると考えられた。 
２-４-３ 研究Ⅲ-2 
２-４-３-１ 目的 
研究Ⅲ-1における条件の不備を補った上で，同様な手法により結果の検証を行う。 
２-４-３-２ 方法 
① 調査時期:事前調査 2009年 6月,事後調査 2009年 7月 
② 研究協力者:私立 E大学 1～4年生（事前調査 230人，事後調査 258人） 
③ 手続き: 
i. 事前調査として，研究協力者全員に研究Ⅲ-1で用いた質問紙を実施した。 
ii. 2 週間後に研究Ⅲ-1 と同様に学生相談室の説明を行った。この際，研究協力者は説明
の手法により 4 群（少人数×口頭説明群，少人数×視覚情報説明群，多人数×口頭説
明群，多人数×視覚情報説明群）に分けられた。研究Ⅲ-2 では，説明直後に内容の
理解度を確認した。 
iii. 事前，事後調査を受けたが学生相談室の説明時に授業を欠席した学生を統制群とした。 
④ 倫理的配慮：研究協力者には，回答は無記名であり，すべて統計的に処理されるこ
と，本調査は成績評価等には関係がないこと，協力したくない場合は調査に回答しな
くてよいことを伝えた。また，事後調査実施後，統制群の対象者には学生相談機関パ
ンフレットを配布した上で口頭による説明を実施して不利益が生じないよう配慮した。 
２-４-３-３ 結果 
(1) 周知度得点，来談意思得点の算出 
学生相談機関の説明に対する内容の理解度の低い研究協力者が見られなかったため，研
究Ⅲ-1 と同様に回答に不備のない対象者 139 名を分析の対象とし（表 2-14），周知度得点，
来談意思得点を算出した。 
(2) 周知度得点の変化の分析 
周知度得点の変化には性差・学年差は見られなかった（表 2-15）。5 群の周知度得点の
変化を比較したところ，統制群を除くすべての群で事後得点が有意に高かった（少人数×
口頭説明群(t(19)=4.53, p<.001, r=.72, 95%CI [.50, 1.36])，少人数×視覚情報説明群
(t(26)=4.92, p<.001, r=.70, 95%CI [.53, 1.28])，多人数×口頭説明群(t(47)=6.42, 
p<.001, r=.68, 95%CI [.47, .90])，多人数×視覚情報説明群(t(23)=2.92, p=.008, 
r=.52, 95%CI [.15, .85])（表 2-16）。次に，事前－事後の変化量の群間差を明らかにす
るために分散分析を行った。統計的に有意な傾向が見られたため（F(4,134)=2.28, 
p=.064, η2=.06），Duncan の多重比較を行ったところ，少人数×口頭説明群と少人数×視
覚情報説明群は統制群より変化量が有意に大きかった(p<.05)。 
(3) 来談意思得点の分析 
来談意思得点の変化には性差は見られなかったが，学年差（1 年生と 2～4 年生）が見
られ，1 年生の変化量が有意に大きかった（t(137)=2.36, p=.020, d=.56 , 95%CI 
[.04, .46]）（表 2-17）。5 群の来談意思得点の変化を見たところ，すべての群で有意な変
化は見られなかった（表 2-18）。 
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表 2-14 分析の対象となった対象者の内訳 
  
性 別 
合  計 
男 女 
学
年 
1年生 41   17   58    
2年生 13   10   23    
3年生 24   31   55    
4年生 2   1   3    
合 計 80    59    139    
 
 
 
 
表 2-15 性別・学年別見た周知度得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
男子 80 3.12 .82 3.69 .72 .58 .77 
1.58 .116 
女子 59 3.05 .75 3.85 .88 .81 .96 
1年生 58 3.30 .76 3.78 .77 .59 .77 
1.02 .312 
2-4年生 81 3.01 .76 3.74 .82 .74 .92 
 
 
 
 
 
  
表 2-16 条件別に見た周知度得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
多人数・口頭説明群 48 3.17 .77 3.85 .70 .69 .74 6.42** p<.001 
多人数・視覚情報説明群 24 3.19 .96 3.69 .77 .50 .84 2.92** .008 
少人数・口頭説明群 20 2.98 .77 3.92 .90 .93 .92 4.53** p<.001 
少人数・視覚情報説明群 27 2.98 .74 3.88 .73 .90 .95 4.92** p<.001 
統 制 群 20 3.02 .74 3.30 .91 .28 .87 1.46** .160 
**p<.01 
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表 2-17 性別・学年別見た来談意思得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
男子 80 3.36 .65 3.44 .66 .08 .63 
-.21 .835 
女子 59 3.19 .64 3.30 .65 .11 .62 
1年生 58 3.34 .62 3.58 .62 .24 .67 
2.36* .020 
2-4年生 81 3.26 .68 3.26 .68 -.01 .57 
*p<.05 
 
 
 
 
表 2-18 条件別に見た来談意思得点の事前・事後の変化の比較 
 人数 
  事 前   事 後 事後－事前 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
多人数・口頭説明群 48 3.46 .61 3.60 .60 .14 .68 1.41     .166 
多人数・視覚情報説明群 24 3.43 .63 3.48 .56 .05 .49 .52 .610 
少人数・口頭説明群 20 3.30 .57 3.38 .69 .08 .48 .72 .482 
少人数・視覚情報説明群 27 2.95 .71 2.99 .71 .04 .04 .29 .774 
統 制 群 20 3.18 .63 3.30 .59 .13 .66 .85 .406 
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また，事前－事後の変化量の群間差についても有意なものは見られなかった。 
(4) 変化の大きかった研究協力者の分析 
研究Ⅲ-1 と同様，参考までに，今回の研究中に来談につながる可能性が高くなったと
思われる学生として，仮説的に，来談意思得点が 1.0 点以上高くなった 10 人の研究協力
者を抽出し分析した。その結果，これらの対象者は 1 年生が 6 人(60.0%)と相対的に大き
な割合を占め，周知度，来談意思得点の変化の平均値がそれぞれ 1.48 点，1.43 点と比較
的大きい値を示していることがわかった。 
２-４-３-４ 考察 
研究Ⅲ-1 と同様，学生相談室の説明を行うと周知度は高くなること，少人数による説
明の方が効果的であることが示唆された。周知度だけを考えれば，少人数による説明の実
施が効果的であると予想される。一方，説明の実施の有無や手法の差異は来談意思そのも
のには影響を与えないことが示唆された。研究Ⅲ-1 において，少人数×口頭説明群，統
制群，多人数×視覚情報群において有意ないし有意な傾向が見られる結果となっていたが，
来談意思については，実際に問題を抱えるか否かが大きな要因となるのも事実であり，研
究Ⅲ-1 の結果もあわせて考えれば，ガイダンスによる効果だけではその多くを説明する
ことは難しいということを意味しているのかもしれない。 
日本の学生相談における来談率が 2～5%（日本学生相談学会特別委員会, 2001; 大島・
林・三川・峰松・塚田, 2004; 大島・青木・駒込・楡木・山口, 2007; 吉武・大島・池
田・高野・山中・杉江・岩田・福盛・岡, 2010; 早坂・佐藤・奥野・阿部, 2013; 早
坂・佐藤・奥野・阿部, 2014)であることを考慮すると，来談する学生は相対的に少数で
あり，そうした学生の来談意思が実際に高まったとしても，多人数を対象とした調査では
その増分が平均化され，全体の結果には反映されない可能性がある。研究Ⅲ-1 と同様，
一部，来談意思が高まっていた学生も見られた。こうした学生が潜在的な相談ニーズを抱
えている学生だと仮定すれば，相談ニーズの低い学生と比較した場合，情報提供が与える
効果が異なっている可能性も考えられる。 
研究としては，実際に，その後の学生相談機関の利用の有無について追跡調査を行うこ
とによって，この点を明らかにすることも考えられるが，学生相談機関の利用はプライバ
シーに配慮すべき事柄であり，調査前に了承を取っていない今回の研究の枠組みでは継続
的に調査を行うのは適当ではないと判断した。 
２-４-４ 研究Ⅲ-3 
２-４-４-１ 目的 
 研究Ⅲ-1 および研究Ⅲ-2 から，学生相談機関に関する情報提供により周知度が高まる
こと，その際，多人数よりは少人数の方が効果的と考えられることが示唆された。一方，
学生相談機関に関する情報提供と来談意思の関係については，一部，その効果が確認され
たが，全体としては仮説を支持する結果とまでは判断できなかった。また，相談ニーズを
抱える学生に対して効果的な情報提供を明らかにすることが必要であることが示唆された。 
一方，先行研究からは，来談意思には学生側の要因がかかわっていることが示唆されて
いる。そこで，研究Ⅲ-3 では，学生の側の要因の一つとして学生が学生相談機関に対す
る持っている「イメージ」を取り上げ，それと「来談意思」の関連を明らかにする。そし
て，学生の「来談意思」を詳細に把握することにより，「来談意思」を高める方法につい
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てより具体的な示唆を得ることを目的とする。 
２-４-４-２ 方法 
① 分析の対象者：研究Ⅲ-1および研究Ⅲ-2の研究協力者をあわせた 349人を対象とし
た。 
② 手続き：研究Ⅲ-1 および研究Ⅲ-2 において得られたデータのうち，「周知度」項目，
「来談意思」項目に加え，「学生相談機関イメージ」項目を分析に組み入れた。ま
た，「来談意思」項目については，因子分析により項目をグループ化して，より細
かくとらえることを試みた。 
２-４-４-３ 結果 
(1) 学生相談機関イメージ尺度の構成 
事前調査における「学生相談機関イメージ」項目のうち，分布に偏りがある 3項目を削
除した上で因子分析（重み付けのない最小二乗法，プロマックス回転）を行った。どの因
子にも負荷の低い項目を削除した上で再度，因子分析を行ったところ，研究Ⅱとは異なり，
3 因子が抽出された（表 2-19）。なお「学生のことを真剣に考えてくれるところ」は 2 つ
の因子に 0.4以上の負荷が見られるが，項目の意味内容から必要性が高いと判断されたた
め，そのまま残すこととした。因子負荷量の大きい項目から，それぞれ「有益な支援の提
供」イメージ，「利用対象者」イメージ，「利用不安」イメージと命名した。事後調査にお
ける学生相談機関イメージ項目を同様な手続により因子分析したところ，事前調査の場合
と同様な因子が得られたので，事前調査における因子分析の各因子への因子負荷が高い項
目に基づき尺度構成を行った。クロンバックのα係数を求めたところ，順
に，.88，.86，.48となった。「利用不安」尺度はα係数が.48と低かったため分析から除
外した。 
(2) 来談意思尺度の構成 
事前調査における来談意思をたずねる項目には分布に大きな偏りがある項目がなかった
ため，全 10 項目を用いて因子分析（重み付けのない最小二乗法，プロマックス回転）を
行った。その結果，解釈可能な 3 因子が抽出された（表 2-20）。因子負荷量の大きい項目
に基づき，それぞれ「大学生活相談」来談意思，「心理相談」来談意思，「全般的相談」来
談意思と命名した。事後調査における来談意思項目を同様な手続により因子分析したとこ
ろ，事前調査と同様な因子が得られたため事前調査の因子分析結果をもとに尺度構成を行
った。各尺度のクロンバックのα係数を求めたところ，それぞれ.72，.80，.86 となり，
一貫性の点からは問題がないと考え，3尺度を分析に用いた。 
(3) 来談意思の変化の予測 
 研究Ⅲ-2 において情報提供の手法の差異それ自体が来談意思に及ぼす影響は見られな
かったため，研究Ⅲ-3 では，説明手法の差異による対象者の群分けは行わず，「学生相談
機関イメージ」の変化と「周知度」の変化から「来談意思」の変化の予測を試みた。なお，
各尺度の事前・事後得点は表 2-21の通りである。 
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表 2-19 学生相談機関イメージ項目の因子分析結果 
 
第Ⅰ因子 
有益な支援の提供 
第Ⅱ因子 
利用者 
第Ⅲ因子 
利用不安 
役に立つところ      .80 -.12 .20 
学生にとって心強いところ     .72 .04 .01 
便利なところ     .72 -.18 .28 
信頼できるところ         .70 .07 -.12 
頼りになるところ      .67 -.05 -.13 
適切なアドバイスを与えてくれるところ .65 .04 -.06 
学生のために良いことをしているところ  .62 .08 -.12 
学生生活に必要なところ .60 -.08 .21 
学生のためにがんばっているところ .58 .07 -.07 
悩みを解決してくれるところ   .54 .16 .06 
学生のことを真剣に考えてくれるところ .47 .13 -.42 
追いつめられている人が行くところ -.03 .70 .02 
いじめにあっている人が行くところ -.11 .66 -.01 
ひどく悩んでいる人が行くところ .03 .65 -.11 
どうしようもなくなったら行くところ .06 .64 .05 
不安なことがある人が行くところ .24 .56 -.08 
自分で悩みを解決できない人が行くところ .12 .55 .07 
できれば行きたくないところ -.24 .54 .11 
近寄りがたいところ -.13 .52 .15 
相談相手がいない人が行くところ .01 .51 .04 
何かトラブルがあった人が行くところ .38 .50 .16 
人に言えない悩みがある人が行くところ .08 .49 -.15 
精神的に弱い人が行くところ -.13 .49 .09 
相談に行きにくいところ -.21 .48 .09 
お説教されるところ  .15 .05 .52 
相談すると不利益がありそうなところ .01 .07 .52 
事務的・機械的な対応をするところ .00 .04 .47 
因子間相関 
第Ⅰ因子：有益な支援の提供 --- -.18 -.36 
第Ⅱ因子：利用者 --- --- .27 
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表 2-20 来談意思項目の因子分析結果 
 
第Ⅰ因子 
心理相談 
第Ⅱ因子 
大学生活相談 
第Ⅲ因子 
全般的相談 
家庭に関する悩みや不安 .79 -.01 -.05 
対人関係に関する悩みや不安 .78 -.08 .15 
精神衛生に関する悩みや不安 .76 .04 -.06 
性格に関する悩みや不安 .75 -.04 .13 
経済状況に関する悩みや不安 .63 .11 -.17 
進路に関する悩みや不安 .01 .94 .04 
就職に関する悩みや不安 .05 .86 -.09 
学業に関する悩みや不安 -.03 .51 .16 
現在の悩みや不安 -.04 -.02 .81 
将来の悩みや不安 -.02 .12 .68 
因子間相関 
第Ⅰ因子：心理相談 --- .10 .46 
第Ⅱ因子：大学生活相談 --- --- .27 
 
 
 
 
表 2-21 周知度得点・イメージ尺度・来談意思尺度の事前・事後の比較 
 
  事 前   事 後 平均の差 
ｔ値 p値 
平均 SD 平均 SD （事後－事前） 
周知度 2.11 .80 2.53 .82    .42 .81  9.82**  p<.001 
「有益な支援の提供」イメージ 3.60 .63 3.69 .61    .09 .55  3.03**  .003 
「利用対象者」イメージ 3.17 .67 3.22 .73    .05 .58  1.54** .124 
「心理相談」来談意思 2.55 .89 2.92 .89    .37 1.15  6.05**  p<.001 
「大学生活相談」来談意思 3.81 .89 3.10 1.11   -.71 1.29  -10.24** p<.001 
「全般的相談」来談意思 2.86 .97 2.95 .99    .09 .93  1.83++  .068 
+p<.10,  **p<.01 
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周知度得点の変化，各「学生相談機関イメージ」得点の変化を独立変数，各「来談意思」
得点の変化を従属変数として，重回帰分析（ステップワイズ法）を行ったところ，「全般
的相談」来談意思(R2=.03, F（1,347）=10.63, p=.001)，「大学生活相談」来談意思
(R2=.02, F（1,347）=6.20, p=.013)，「心理相談」来談意思(R2=.05,F（1,347）=16.90, 
p<.001)で有意なモデルが得られた。各モデルで統計的に有意な変数は，「全般的相談」来
談意思は「周知度の変化」(β=.17)，「大学生活相談」来談意思は「有益な支援の提供」
イメージ(β=.13)，「心理相談」来談意思は「利用対象者」イメージ(β=.22)であった
（表 2-22）。 
２-４-４-４ 考察 
(1) 学生へのガイダンスが来談意思に及ぼす効果 
 来談意思の予測では，学生の学生相談機関に対して持っているイメージにより，来談意
思に及ぼす影響が異なっていたことから，目的に応じてガイダンスの内容を変える必要性
があることが示唆された。すなわち，学生の「全般的相談」に対する来談意思を高めるた
めには，周知度を高めることが効果的であると考えられる。したがって，こうした場合に
は，ガイダンスで学生相談機関の概要について説明を行う，新入生にパンフレットを配布
する，学生の集まる場所にポスターを掲示するなどの試みが有益であろう。 
一方，進路・就職・学業といった「大学生活相談」に対する来談意思を高めるには，
「有益な支援の提供」イメージを明確にするようなガイダンスが効果的であると考えられ
る。具体的には，学生相談機関が学生生活全般に関する「よろず相談」「何でも相談」に
対応することを強調することが有益であろう。 
最後に，家庭・対人関係・精神衛生・性格・経済状況など「心理的相談」に対する来談
意思を高めるためには，「利用対象者」イメージを明確にするようなガイダンスを行うこ
とが効果的であると考えられる。具体的には，青年期によく見られる心理的・精神的な問
題の例をあげて説明することがあげられよう。 
ただし，いずれも重決定係数(R2)が小さいことから，効果の大きさについては慎重に考
える必要がある。 
(2) 本研究の限界と今後の課題 
本研究では，ガイダンスの効果の持続性や実際の来談への結びつきについては明らかに
なっていない。来談意思の予測に必要となる要因，例えば，学生の精神的健康度など何ら
かの学生側のニーズ・特徴を把握する要因を変数として組み込むことで，より精度の高い
予測が可能なモデルを考案することが必要である。 
２-４-５ 研究Ⅲのまとめ 
(1) 研究Ⅲで得られた成果 
研究Ⅲ-1，研究Ⅲ-2，研究Ⅲ-3 の結果を踏まえ，学生相談機関の利用を促進するため
のガイダンスのあり方について考察する。研究Ⅲ-1，研究Ⅲ-2 の結果から，手法の差異
にかかわらずガイダンスにより学生の周知度が高まることが示されたが，特に少人数によ
るガイダンスに効果があることが示唆された。また，研究Ⅲ-3 からは，周知度が高まる
と「全般的相談」に対する来談意思が高まることが示された。 
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表 2-22 来談意思の変化を目的変数とした回帰分析 
 予測変数(β値) R2 F値 p値 
「全般的相談」来談意思の変化 周知度の変化(β=.17) .03 10.63 .001 
「大学生活相談」来談意思の変化 「有益な支援の提供」イメージ(β=.13) .02 6.20 .013 
「心理相談」来談意思の変化 「利用対象者」イメージ(β=.22) .05 16.90 p<.001 
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木村・水野（2010）の指摘にもあるが，学生が学生相談機関について知ることは，当該
学生の周りにいる相談ニーズを抱えた学生を学生相談機関に紹介する際にも役立つと考え
られる。また，Nolan，Pace, Lannelli, Palma, & Pakalns(2006) によれば，学生のリフ
ァーに最も効果的な方法は学部教員への直接的な説明であるという。学生本人に対しては
もとより，教職員に対しても広報活動を行って，学生相談機関の周知度を高めることによ
り，学生の利用を促進する効果が期待できよう。 
日本における研究では，ガイダンスの効果に関して必ずしも一貫した結果が得られてい
なかったが，本研究では，実験群，統制群を設け，また，できるだけ実際のガイダンスに
近い方法により研究を行った。本研究の結果から，周知度の面では，ガイダンスの効果が
期待できるという知見の信頼性が高まったと考えられる。 
一方，学生相談機関イメージの分析からは，「有益支援」イメージが高まることにより，
学業や進路，就職などの「大学生活相談」への来談意思が高まること，「利用対象者」イ
メージが高まることにより対人関係，精神衛生，性格などの「心理的相談」への来談意思
が高まることが示唆された。研究Ⅲ-1，研究Ⅲ-2 において，ガイダンスの手法の差異は
来談意思に影響を及ぼさない可能性が示唆されたが，学生の持っているイメージの変化と
来談意思の変化には関連が見られたことは，学生側の特徴やニーズに焦点を当てて情報提
供を行う場合には効果が期待できることを意味している。 
研究Ⅱでは，アメリカにおける「専門的心理援助を求めることへの態度」と「援助要請
行動」の枠組みから学生相談機関への来談行動を予測する研究について概観した。この中
で，Vogel, Wester, Wei, & Boysen(2005)や Downs & Eisenberg(2012)において，特定の
問題に特化した来談行動の予測が行われているが，本研究で扱っているように学生相談場
面によく適合した対人関係，精神衛生，性格などの相談内容別の予測は行われていない。
本研究における学生相談機関に対するイメージを用いた研究は，実際の学生相談実践への
適用において有効性が高いといえるのではないだろうか。 
高野・吉武・池田・佐藤・関谷・仁平(2006)は，調査の結果から，学生には自己の抱え
る相談内容と学生相談機関で対応できる事柄の適合性を知りたいというニーズがあること，
インフォームド・コンセントという観点からも学生のニーズに合わせた情報提供が必要で
あることを指摘し，「『よろず相談』というキャッチフレーズの是非」について論じている。
ガイダンスの際に，「よろず相談」という点を強調して情報提供をすることは，間口を広
くし利用への抵抗感を低めることにより「心理的コスト」を下げ，学生の利用を促進する
ことにつながるとも考えられるが，一方で，どのような相談内容であれば学生相談機関に
相談できるのか学生にはわかりにくい印象を与える恐れもある。また，深刻な心理的問題，
精神衛生上の問題などを抱えた学生の利用を遠ざける可能性もある。 
利用対象を特定の問題を抱えた学生に限定してしまうことは現実的ではないが，学生相
談機関として当該大学における学生の特徴や大学コミュニティが抱える課題をアセスメン
トした上で，一般的な説明とともに支援の必要性の高い問題を例示し，そうした問題を抱
える学生の利用を促すといったように，情報提供の重点を変えることは有効ではないだろ
うか。 
学生相談機関の抱える条件は大学により異なっている。人的，施設的に恵まれた大学も
あればそうでない大学もある。精神衛生上の問題や自傷他害などの行動化，自殺を未然に
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防ぐことなどが大学として取り組むべき問題として共通認識となっている場合もあれば，
基礎学力不足の学生への支援や発達障害の学生への支援，退学の予防等がテーマとなって
いる大学もあるであろう。学生相談機関が限られた資源によって学生のニーズに最大限に
応えるためには，在籍する学生や大学コミュニティの特徴・ニーズを把握に努めた上で，
どのような情報を重点的に提供すべきか吟味し，最も適切な情報提供の仕方を選択するこ
とが必要であるといえるだろう。 
(2) 本研究の限界と今後の課題 
本研究では，調査対象は一つの大学に限られており，学年ごとの対象者数にも偏りがあ
った。このため，鶴田(2001)がその重要性を指摘する「学生生活サイクル」の視点を踏ま
えれば，得られた知見の普遍性において不十分な面があることは否めない。したがって，
結果を一般化するためには，他大学における調査や対象者の学年のバランスを考慮した調
査を実施して検証することが必要である。さらに，ガイダンスの効果の持続性や実際の来
談への結びつきについては，十分なインフォームド・コンセントのもとに，学生相談機関
を利用した学生を対象にした調査による，実践により近い条件での研究が必要である。 
 
２-５ 第２章のまとめ 
 研究Ⅰでは，ある小規模私立大学における学生相談室の再開室過程を取り上げ，実践活
動と来談者数との関係について検討した。その結果，活動初期から学内のネットワークを
構築していくこと，また，様々な機会を通じて広報活動を行っていくことが利用促進に効
果的であったことが示された。 
 研究Ⅱでは，大学生を対象にした質問紙調査により，学生相談機関に対するイメージと
来談意思および周知度との関連を探った。その結果，学生相談機関に対するイメージおよ
び周知度と来談意思との間に関連が見られ，特に，学生相談機関が学生生活にとって有益
である場所であることを学生に伝えることが利用の促進に効果的であることが見出された。
また，学生相談機関に対するイメージは変わりにくいため，様々な機会を通じて学生相談
機関について情報を提供することが必要であることが見出された。 
 研究Ⅲでは，学生相談機関のガイダンスが利用促進に与える効果について実験的手法を
用いて検討した。その結果，手法にかかわらずガイダンスを実施することにより周知度が
高まることが明らかになった。また，利用の促進のためには，学生が学生相談機関に対し
て持っているイメージなどの学生側の要因と大学コミュニティが抱えている課題をアセス
メントした上で，ガイダンスにおいて重点的に伝える内容を変えることが必要であること
が示唆された。 
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第３章 学生相談機関の類型化と組織としての発展に寄与する要因に関する研究（研究Ⅳ） 
  
３-１ はじめに 
第１章では，アメリカと日本における学生相談の発展の歴史的経緯を概観し，そこから，
学生相談機関の発展に影響を及ぼす要因について考察した。第２章では，学生相談機関の
利用の促進に寄与する方法という観点から学生相談活動の発展をとらえ，検討を加えた。 
学生相談機関は大学の一機関であり，当然のことながら，大学の内部的な要因の影響を
強く受ける。そこで，本章では，学生相談機関を大学内における一組織としてとらえる観
点から，その発展に寄与する要因について，特に，学生相談機関の類型化というアプロー
チを用いて，学生相談機関を対象とした調査研究によって明らかにする。 
 
３-２ 問題と目的 
ひとくちに学生相談機関といっても，その組織・人員や活動状況は多様である。アメリ
カでは高等教育における学生サービス発展のための委員会（Council for the 
Advancement of Standards in Higher Education：CAS）や国際カウンセリング・サービ
ス協会（International Association of Counseling Services：IACS）により，学生相談
機関に必要とされる基準が示されている。 
こうした前提のもと，Archer & Cooper(1998)は，カウンセリング・センターのモデル
として，「教育的サービスを提供するセンター」「学生と教職員のためのカウンセリング・
センター」「健康サービス・カウンセリング・センター」「私的に契約されたカウンセリン
グ・サービス」「組織とコミュニティの発展のためのコンサルテーションを提供するセン
ター」「包括的カウンセリング・サービスとコミュニティの発展を提供するセンター」の
6モデルを提示している。 
一方，Dean(2000)は「大学規模」が学生相談に最も大きな影響を与える要因であるとい
う観点から，「大規模大学」「小規模大学」「コミュニティ・カレッジ及びテクニカル・カ
レッジ」の 3分類により学生相談サービスを解説している。 
これらのモデル提示はそれぞれアメリカにおける学生相談機関の現状を踏まえた分類で
あり，学生相談機関を大きな枠組みから見る上で参考になる。しかし，著者らの学生相談
の経験等を踏まえて提示されたものであり，客観的な調査の結果を踏まえたものではない。 
実際の調査研究をもとにした分類としては，Whiteley, Mahaffey, & Geer(1987)がある。
この研究では 1770の 4年制大学が調査対象となり，そのうち 963大学が回答している。
調査の結果に基づき，アメリカの学生相談機関は巨大センター型（Macrocenter）（21%），
キャリア支援型（Career planning and placement）（16％），カウンセリング志向型
（Counseling orientation）（29%），一般水準サービス型（General level service）
（20%），最小限サービス型（Minimal service）（15%）に分類されている。 
第１章でも触れたように，日本の学生相談機関は国立大学と私立大学ではかなり条件が
異なる。また，学生相談の黎明期における学生相談研究会(1959）の調査においてでさえ，
すでに 16種類の区分がなされている。最近になって，全大学を視野に入れた「学生相談
機関ガイドライン」（日本学生相談学会,2013）が作成されたとはいえ，それは学生相談機
関の活動に対して拘束力を持つ基準とはなっていない。これらのことからも類推されるこ
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とであるが，実際にどのような学生相談機関が設置，運営されているかは，各大学により
かなり異なるのが実状である。 
一方，日本の学生相談は，比較的古くから学生相談機関を設置した大学における活動が
モデル化されることが多かった。例えば，小谷・平木・村山(1994)では，東京大学，立教
大学，国際基督教大学，日本女子大学が，河合・藤原編(1998)では九州大学（吉良, 
1998），東京都立大学（現首都大学東京）（鳴澤, 1998），甲南大学（高石, 1998）が，吉
武（2005）では東北大学がモデル化され，こうしたモデルが学生相談の発展に寄与してき
た。しかし，2000年以降，多くの学生相談機関が新設された現在，モデルとはなってい
ないその他の多くの学生相談機関も視野に入れた研究が必要となっていると考えられる。
また，大学内の一組織としての発展に寄与する要因について，学生相談機関を研究対象と
して検討することも必要である。しかし，日本にはこうした研究は見られない。 
学生相談機関の発展をとらえることに適用可能な研究として，下山・峰松・保坂・松
原・林・齋藤(1991)の活動領域の分類に関する研究がある。この研究は，活動領域を分類
することにより，学生相談活動の範囲や区分について明確化し，大学間で共通の枠組みで
その活動を議論する基盤となりうるものとなっている。しかし，それを使って学生相談機
関の発展がどのようにとらえうるかという点については十分には検討がなされていない。 
また，福盛・山中・大島・吉武・齋藤・池田・内野・高野・金子・峰松・苫米地(2014)
は，学生相談機関の活動の充実を把握するための枠組みを検討し，「学生相談機関充実イ
メージ表」を提案している。この表は，縦軸として「組織の位置づけ」「利用者への利便
性」「人的資源」「相談の質の維持・向上」の 4領域，横軸として各領域における充実度
（5段階）が設定されており，そのマトリックスの中で学生相談機関がどこに位置づけら
れるかを把握することが可能となっている。ただし，この「学生相談機関充実イメージ表」
では，ある時点での学生相談機関の状況を位置づけることについて言及されてはいるが，
そこに至るまでの道筋や，その後，その学生相談機関がどのように活動を展開させていく
かについては十分には示されていない。また，非常勤カウンセラーが多い我が国の状況を
踏まえて作成されたものでもない。 
これまで見てきたように，日本においては，多様な学生相談機関が共通のモデルや枠組
みによって捉えた場合に，どのようにとらえられるのか，具体的には，学生相談機関にど
のような類型が考えられるのかといった問題はほぼ手つかずのままである。学生相談機関
をいくつかの類型によりとらえることができれば，その類型に共通した活動や発展の特徴
について明らかにできる可能性があるとともに，類型ごとに発展のために必要となる課題
を明らかにできる可能性がある。 
本研究は，上記のような問題意識を踏まえ，全国規模の調査を実施し，多様な学生相談
機関を類型化してとらえ，類型別に活動の発展に寄与する要因や課題を明らかにすること
により学生相談機関の活動の発展に資する知見を得ることを目的として行われた。 
 
３-３ 方法 
３-３-１ 質問紙の作成 
伊藤(2006)，伊藤(2009)は，学生相談機関の訪問調査の結果から，学生相談機関の活動
には「大学の要因」（大学の歴史や運営方針，学生相談への取り組み，大学規模と設置形
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態，学生の特徴等），「学生相談機関の要因」（学生相談機関の組織的な特徴，学内におけ
る位置づけ，教職員の運営への関与等），「カウンセラーの要因」（カウンセラーの人数や
勤務形態，カウンセラーの臨床オリエンテーション等）が関わっていることを指摘してい
る。 
そこで，こうした知見をもとに，Ⅰ「フェイスシート」（回答者の属性をたずねる項目）
に加えて，Ⅱ「学生相談機関の概要」（来談学生実数等をたずねる 6 項目），Ⅲ「学内的な
位置づけ」（組織的な位置づけ等をたずねる 5項目），Ⅳ「大学及び学生の諸条件」（設立
理念の影響等をたずねる 6項目），Ⅴ「大学の学生相談への取り組み」（運営への力の入れ
方等をたずねる 5 項目），Ⅵ「カウンセラーの位置づけ」（専門職としての位置づけ等をた
ずねる 3項目），Ⅶ「活動の方向性」（ウェイトの大きい相談活動をたずねる 4項目），Ⅷ
「活動の発展と充実の程度」（予算・設備，活動の充実度をたずねる 2項目）の 7領域か
らなる質問紙を構成した。 
作成した質問項目について学生相談に詳しい研究者 2名（いずれも学生相談の経験を持
ち，臨床心理士の資格を有している）から内容の適切性についてチェックを受けた。その
結果，項目数及び項目内容は適切であるが，ワーディングに工夫が必要な箇所があるとの
助言を受けた。これを受け，ワーディングを修正し，最終的にフェイスシート及び 31項
目からなる質問紙を作成した（使用した質問紙については，巻末資料 4を参照のこと）。 
なお，回答者の負担を考慮し，回答には多肢選択式ないし 5件法を用いた。また，質問
紙の冒頭に，吉武・大島・池田・高野・山中・杉江・岩田・福盛・岡(2010）にならい
「学生相談機関」および「カウンセラー」の定義を示した。 
３-３-２ 調査の実施 
① 調査方法：郵送による無記名式の一斉調査。 
② 調査対象：全国の 729の 4年制大学の学生相談機関 
本研究では 4年制大学のみを対象とした。これは短期大学の中には 4年制大学に移行中
であるケースや，併設する 4年制大学と共通の学生相談機関を運営しているケースが少な
くなく，調査に際して重複するケースが出ることを避けるためである。 
③ 調査期間：2011 年 2月～6月 
『全国学校総覧（2011年版）』（全国学校データ研究所,2010）より送付先リストを作成
し，学生相談を担当していると思われる部署宛に質問紙を送付した。なお，回答に際して
は，「カウンセラー」としての役割を担う教職員が「カウンセラー」という職名でない場
合を考慮し，役割を直接的に示すよう「回答者」を「相談実務担当者」として回答を求め
た。 
 
３-４ 結果 
３-４-１ 「学生相談機関規定尺度」の作成 
質問紙の回収数は 356，回収率は 48.9%であった。分析の都合上，回答が必須である質
問項目すべてにもれなく回答した 268大学を回答の対象とした。分析の対象となった大学
の内訳および回答者の職種を表 3-1，表 3-2に示す。 
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表 3-1 分析の対象となった大学の内訳 
 設置形態 大学数 
国 立 33 
公 立 28 
私 立 207 
計 268 
 
 
 
 
 
表 3-2 分析の対象となった回答者の職種の概要 
職種の分類 人数 割合 人数 割合 
カウンセラー 
（インテーカー含む） 
非常勤・委託 74 27.6% 
124 44.4% 
専任・常勤 50 18.7% 
教員系 
教員兼任カウンセラー（室長等含む） 44 16.4% 
63 23.5% 
専任カウンセラー 4 1.5% 
医師（センター長等含む） 5 1.9% 
その他（室長等含む） 10 3.7% 
医療・保健系 
医師（センター長等含む） 6 2.2% 
36 13.4% 
看護師・保健師 30 11.2% 
事務系 
学生相談担当職員等（兼任カウンセラー含む） 32 11.9% 
37 13.8% 
管理職 5 1.9% 
その他・無回答 8 3.0% 8 2.9% 
計 268 100.0% 268 100.0% 
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学生相談領域における職名は大学により様々であるが，本研究では回答者の概要をつか
むために，便宜的に，カウンセラー，教員，医療・保健職，事務職に分けた。なお，統計
処理には IBM SPSS PASW Statistics 18を用いた。 
Ⅲ～Ⅷの質問項目のうち，5件法で回答を求めた 22項目（領域Ⅲ：5項目，領域Ⅳ：6
項目，領域Ⅴ：4項目，領域Ⅵ：3項目，領域Ⅶ：2項目，領域Ⅷ：2項目）について回答
の分布を見たところ，著しい偏りがある項目は見られなかった。そこで，これら 22項目
すべてを用いて因子分析（重み付けのない最小 2乗法，プロマックス回転）を行い，固有
値 1と因子の解釈のしやすさを目安に質問項目の構造を探った。どの因子にも負荷が小さ
い 3項目を除き，再度，分析を行って最終的に事前の予想に近い 6 因子を得た。 
得られた因子は因子負荷の高い項目から，学生相談機関の運営に対する大学の取り組み
を示す「大学の取り組み」因子，大学の歴史や設立理念などが学生相談機関に与える影響
を示す「大学の沿革」因子，カウンセラー個人が行いたい学生相談活動の方向性（個人面
接中心，グループワーク中心等）及びカウンセラー自身の臨床オリエンテーション（教育
相談，病院臨床等）と，学生相談機関で中心的に行われている活動との一致を示す「カウ
ンセラーの考えと相談活動の一致性」因子，学生相談機関の学内における自律した組織と
しての機能を示す「組織的自律性」因子，学生相談機関の活動の発展を示す「発展」因子，
社会や学生の変化に対応した学生相談機関側の変化を示す「時代的変化」因子と命名され
た（表 3-3）。 
得られた因子をもとに尺度を構成した。各尺度の基本統計は表 3-4の通りである。なお，
「カウンセラーの考えと相談活動の一致性」および「発展」は因子負荷が高い項目が 2項
目ずつ，「大学の沿革」「組織的自立性」および「時代的変化」は因子負荷が高い項目が 3
項目ずつと少なかったが，得られた因子が質問紙作成時に想定したⅢ～Ⅷの領域を比較的
よく反映した因子であったため，そのまま尺度として用いることとした。しかし，「時代
的変化」は項目数が少ないことに加えて信頼性係数も低かったため，以後の分析からは除
外した。残りの 5 尺度は学生相談活動を特徴づけ，また，同時にその活動の大枠を規定す
る内容であったため，5尺度をあわせて「学生相談機関規定尺度」と命名した。 
３-４-２ 学生相談機関のクラスタリング 
 学生相談機関をいくつかの類型に分類するために「学生相談機関規定尺度」の 5つの下
位尺度得点をもとにクラスタ分析を行った。しかし，学生相談の特徴をとらえる適切なク
ラスタが得られなかったため，各下位尺度の意味を再吟味することとした。その結果，
「大学の沿革」は学生相談機関の活動に間接的に影響を及ぼす要因であり，直接的な影響
は小さいと考えられた。これを受け，「大学の沿革」を除いた 4つの尺度により再度クラ
スタ分析を試みたところ，解釈可能な 5クラスタが得られた（以下，C1，C2…と略記）。
各クラスタの「学生相談機関規定尺度」得点を表 3-5に示す。 
 クラスタの独立性を検証するために，「学生相談機関規定尺度」得点について分散分析
を行ったところ，すべての下位尺度においてクラスタの有意な効果が見られた。そこで，
引き続き多重比較（Tukey法）を行ったところ，表 3-5の下段に見られるようにほとんど
のクラスタ間において尺度得点の有意差が認められた。このため得られたクラスタは相互
に独立性が高いと判断した。 
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表 3-3 因子分析の結果 
 
第Ⅰ因子 
大学の 
取り組み 
第Ⅱ因子 
大学の 
沿革 
第Ⅲ因子 
カウンセラ  ー
の考えと相談 
活動の一致性 
第Ⅳ因子 
組織的 
自律性 
第Ⅴ因子 
発展 
第Ⅵ因子 
時代的 
変化 
大学は学生相談機関の運営に力を入れている .88 -.06 -.05 .03 -.10 .12 
大学は学生相談機関の活動に期待している .72 -.01 .10 -.07 -.14 .30 
学生相談機関の運営のための人的措置が十分とられ 
ている 
.64 .07 -.05 .03 .18 -.21 
Coが専門性のある職種として位置づけられている .48 -.09 .05 .07 .04 .10 
学生相談機関の運営のための施設整備が十分なされ 
ている 
.47 .00 -.02 .00 .26 -.17 
学生相談機関の運営のための予算措置が十分とられ 
ている 
.44 .18 -.02 .14 .18 -.19 
大学の校風が学生相談活動に影響を及ぼしている -.05 .77 .06 -.08 -.09 .07 
大学の歴史が学生相談活動に影響を及ぼしている -.15 .73 .01 .09 -.03 .12 
大学の設立理念が学生相談活動に影響を及ぼして 
いる 
.23 .66 -.03 -.11 -.00 .01 
学生相談機関の活動の方向性と Coの臨床活動の 
方向性に関連がある 
-.04 .05 .88 -.00 .05 -.02 
学生相談機関の活動の方向性と Coの価値観や考 
え方に関連がある 
.02 -.02 .79 .04 .01 .01 
学内組織として学生相談機関の独立性が確保され 
ている 
.06 .02 .13 .81 -.07 -.13 
専任教員が学生相談機関の運営に関与している .01 -.10 -.03 .60 -.01 .18 
学生相談機関が学内組織として明確に位置づけら 
れている 
.11 -.01 -.07 .54 -.02 .14 
学生相談機関開設以来，予算・設備・人員が充実 
してきた 
.08 -.09 -.03 -.02 .84 .12 
学生相談機関開設以来，学生相談活動が充実して 
きた 
.04 -.03 .15 -.09 .66 .18 
大学の教育改革が学生相談機関の運営に影響を及 
ぼしている 
.02 .15 -.10 .06 .17 .51 
社会の急激な変化が学生相談活動のあり方に影響 
を及ぼしている 
-.13 .14 -.06 .18 .15 .47 
学生相談に対するニーズが高いと感じる .07 -.00 .11 -.04 .03 .46 
           因子間相関     
F1 ―― .21 .21 .54 .57 .12 
F2 ―― ―― .29 .27 .31 .29 
F3 ―― ―― ―― .11 .25 .27 
F4 ―― ―― ―― ―― .43 .17 
F5 ―― ―― ―― ―― ―― .01 
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表 3-4 学生相談機関規定尺度の平均・標準偏差・信頼性 
 
項目数 平均 SD α係数 
大学の取り組み 6 3.30  .73  .82 
大学の沿革 3 3.10  .84  .76 
カウンセラーの考えと相談活動の一致性 2 3.90  .78  .84 
組織的自律性 3 3.48  .96  .71 
発展 2 3.73  .79  .74 
時代的変化 3 3.88  .61  .56 
 
 
 
表 3-5 各クラスタの学生相談機関規定尺度得点 
 
大学の取り組み 
カウンセラーの考えと 
相談活動の一致性 
組織的自律性 発展 
C1 2.42 (.45) 3.53 (.83) 2.30 (.60) 3.04 (.81) 
C2 3.53 (.40) 4.20 (.42) 3.06 (.52) 3.97 (.58) 
C3 3.59 (.41) 2.97 (.45) 3.83 (.54) 3.78 (.71) 
C4 2.86 (.42) 4.32 (.56) 4.25 (.44) 3.72 (.79) 
C5 4.19 (.32) 4.47 (.47) 4.56 (.36) 4.20 (.56) 
平均 3.30 (.73) 3.90 (96) 3.48 (.79) 3.73 (.84) 
F値 148.51** 60.58** 172.86** 21.52** 
多重比較 C1<C4<C2･C3<C5 C3<C1<C2･C4･C5 C1<C2<C3<C4<C5 C1<C4･C3<C5 
** p<.01  （ ）内の数値は標準偏差 
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３-４-３ 各クラスタの特徴の明確化 
 各クラスタの特徴をより明確にするために，対象となった大学を設置形態（国立・公
立・私立）及び大学規模（国立は学生定員 5000人以下を小規模，5001 人以上を大規模，
私立は学生定員 1000 人以下を小規模，1001人以上 5000人以下を中小規模，5001人以上
10000人以下を中大規模，10001人以上を大規模とした）により分類した。なお，分類に
際しては，国立大学，公立大学については，分析対象となった大学数が比較的少なかった
ため，小規模と大規模の 2分類とし，私立大学については，学生相談学会が 3年ごとに行
っている全国調査（直近のものは，早坂・佐藤・奥野・阿部, 2013）にならった。クラス
タごとに大学数を算出したところ，表 3-6 のとおりとなった。 
C1はすべての「学生相談機関規定尺度」得点が低く，学生相談機関を支える条件が全
般的に未整備であることが特徴であると考えられたため「活動条件未整備型」とした。こ
のクラスタには国立大規模大学は含まれていなかった。一方，分析の対象となった 49の
私立小規模大学のうち約 30%に相当する 16 大学が含まれ，相対的に私立小規模大学が多
いクラスタであるといえる。 
C2は「大学の取り組み」「カウンセラーの考えと相談活動の一致性」が高いが「組織的
自律性」が低かった。学生相談機関を支える条件のうち，組織的な整備が十分とはいえな
いことが特徴であると考えられたため「組織未整備型」とした。このクラスタには 73の
大学が含まれ，最も大きなクラスタとなっている。また，分析の対象となった 28の公立
大学のうち約 40%に相当する 11大学が，105 の私立中小規模大学のうち約 30%に相当する
31大学が，28の私立中大規模大学のうち約 40%に相当する 11大学が含まれ，相対的に公
立，私立中小規模，私立中大規模大学が多いクラスタであるといえる。 
C3は「大学の取り組み」「組織的自律性」が高いが，「カウンセラーの考えと相談活動
の一致性」が低かった。学生相談機関の条件は比較的整備されているが，カウンセラーが
志向する活動の方向性と学生相談機関の現在の活動にズレがあることが特徴であると考え
られたため，「活動指針不一致型」とした。このクラスタには分析の対象となった 13の国
立小規模大学のうち半数近い 6大学が含まれ，相対的に国立小規模大学が多いクラスタで
あるといえる。 
C4は「カウンセラーの考えと相談活動の一致性」「組織的自律性」が高いが，「大学の
取り組み」が低かった。学生相談機関の活動を支える条件のうち，他の条件に比べて大学
の学生相談への取り組みが必ずしも積極的ではないことが特徴であると考えられたため
「大学消極型」とした。このクラスタに属する大学の設置形態と大学規模は多様であった。 
C5はすべての「学生相談機関規定尺度」得点が高く，学生相談を支える条件が全般的
に整っていることが特徴であると考えられたため，「活動条件充実型」とした。このクラ
スタには分析の対象となった 20 の国立大規模大学のうち 40%に相当する 8 大学が含まれ，
相対的に国立大規模大学が多いクラスタであるといえる。  
３-４-４ 学生相談機関の発展に寄与する要因の分析 
次に，学生相談機関の発展に寄与する要因を明らかにするために，クラスタ別に，「大
学の取り組み」「カウンセラーの考えと相談活動の一致性」「組織的自律性」を独立変数，
「発展」を従属変数とした重回帰分析（ステップワイズ法）を行った（表 3-7）。 
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表 3-6 大学の設置形態・規模別に見た各クラスタ 
 
国立 
小規模 
国立 
大規模 
公立 
私立 
小規模 
私立 
中小規模 
私立 
中大規模 
私立 
大規模 
計 
C1 3 1 7 16 21 4 6 58 
C2 2 3 11 12 31 11 3 73 
C3 6 4 4 7 16 4 6 47 
C4 2 4 2 6 21 4 6 45 
C5 0 8 4 8 16 5 4 45 
計 13 20 28 49 105 28 25 268 
 
 
 
 
表 3-7 重回帰分析の結果 
 統計的に有意な予測変数(β値) R2 F値 p値 
C1「活動条件未整備型」 
｢大学の取り組み｣(.29) 
｢カウンセラーの考えと相談活動の一致性｣(.29) 
.14 5.70** .006 
C2「組織未整備型」 ｢大学の取り組み｣(.34) .10 9.07** .004 
C3「活動指針不一致型」 ｢大学の取り組み｣(.51) .24 15.62** .001 
C4「大学消極型」 ｢大学の取り組み｣(.35) .10 5.86* .020 
C5「活動条件充実型」 な し --- --- --- 
** p<.01 * p<.05  
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C5「活動条件充実型」以外のクラスタにおいて，統計的に有意なモデルが得られた。統
計的に有意な変数は，C1「活動条件未整備型」では｢大学の取り組み｣（β=.29）および
｢カウンセラーの考えと相談活動の一致性｣(β=.29)であり，C2「組織未整備型」，C3「活
動指針不一致型」，C4「大学消極型」では｢大学の取り組み｣（順に，β=.34, β=.35, β
=.51）であった。 
３-４-５ クラスタ別に見たウェイトが大きい活動 
各クラスタの特徴をさらに明確にするために，Ⅶ「活動の方向性」（ウェイトが大きい
相談活動をたずねる 4項目）のうち，「1番ウェイトが大きい活動」と「2番目にウェイト
が大きい活動」の質問項目に着目し，回答の選択パターンを整理したところ，表 3-8に見
られるように 7パターンにまとめられた。「その他の組み合わせ」は，ひとつひとつの選
択パターンの該当数が少ないことから分析の対象から除外し，残りの 6パターン，239の
大学を対象として，さらに，分析を進めた。 
なお，パターン(A)（よろず相談・何でも相談＋心理療法やカウンセリング）とパター
ン(B)（心理療法やカウンセリング＋よろず相談・何でも相談）は選択した活動の組み合
わせが同じであり，実質的には同じ選択である可能性があるとも考えられたが，両者の
「学生相談機関規定尺度」得点を比較したところ，「カウンセラーの考えと相談活動の一
致性」（t(147)=-2.48, p=.014, d=.41, 95%CI [-.55, -.06]）および「発展」（t(147)=-
2.07, p=.041, d=.34, 95%CI [-.53, -.01]）において統計的に有意な差が見られたため，
両者は独立した選択パターンであると判断した。 
クラスタとウェイトが大きい活動の関係を探るためにクロス集計表を作成した。なお，
パターン(D)（心理療法やカウンセリング＋教職員へのコンサルテーション），パターン
(E)（心理療法やカウンセリング＋保護者へのコンサルテーション），パターン(F)（心理
療法やカウンセリング＋教職員とのコラボレーション）は，それぞれのパターンに該当す
る学生相談機関数が少ないこと，比較的，最近重視されるようになってきた活動を「２番
目にウェイトが大きい活動」としていることが共通しているため分析の際にはまとめて扱
った（以後，パターン(D)+(E)+(F)と表記）。 
作成したクロス集計表についてカイ２乗検定を行ったところ，統計的に有意であった
(χ2(12)=32.47, p=.01)ため，引き続き残差分析を行った（表 3-9）。 
その結果，C1「活動条件未整備型」ではパターン(A)（よろず相談・何でも相談＋心理
療法やカウンセリング）が多く(p=.01)，パターン(C)（心理療法やカウンセリング＋ワー
クショップ・グループワーク）が少なかった(p=.03)。 
また，C2「組織未整備型」ではパターン(A)（よろず相談・何でも相談＋心理療法やカ
ウンセリング）が少ない傾向が見られ(p=.06)，パターン(B)（心理療法やカウンセリング
＋よろず相談・何でも相談）が多い傾向が見られた(p=.06)。 
C3「活動指針不一致型」ではパターン(A)（よろず相談・何でも相談＋心理療法やカウ
ンセリング）が多い傾向が見られ(p=.07)，パターン(D)+(E)+(F)（心理療法やカウンセリ
ング＋教職員へのコンサルテーション or保護者へのコンサルテーション or教職員とのコ
ラボレーション）が少ない傾向が見られた(p=.05)。 
C4「大学消極型」ではパターン(A)（よろず相談・何でも相談＋心理療法やカウンセリ
ング）が少なかった(p=.04)。 
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表 3-8 ウェイトが大きい相談活動 
パターン １番ウェイトが大きい活動 ２番目にウェイトが大きい活動 機関数 割合% 
(A) よろず相談･何でも相談 心理療法やカウンセリング 80 29.9 
(B) 心理療法やカウンセリング よろず相談･何でも相談 69 25.7 
(C) 心理療法やカウンセリング ワークショップ・グループワーク 23 8.6 
(D) 心理療法やカウンセリング 教職員へのコンサルテーション 42 15.7 
(E) 心理療法やカウンセリング 保護者へのコンサルテーション 12 4.5 
(F) 心理療法やカウンセリング 教職員とのコラボレーション 13 4.9 
(G) その他の組み合わせ 29 10.8 
 計 268 100.0 
 
 
 
 
表 3-9 クラスタの種類とウェイトが大きい活動の関連 
 
パターン(A) パターン(B) パターン(C) パターン(D)+(E)+(F) 機
関
数 
１番ウェイトが大きい活動 よろず相談・何でも相談 心理療法やカウンセリング 心理療法やカウンセリング 心理療法やカウンセリング 
２番目にウェイトが大きい活動  心理療法やカウンセリング よろず相談・何でも相談 ワークショップ・グループワーク  コンサルテーション・コラボレーション  
C1「活動条件未整備型」 28( 3.52**) 12(-1.04**) 1(-2.13**) 11(-1.25**) 52 
C2「組織未整備型」 16(-1.87†) 25( 1.90†) 6( -.17 ) 19(  .16**) 66 
C3「活動指針不一致型」 18( 1.83†) 11( -.10**) 4(  .15 ) 6(-1.92†) 39 
C4「大学消極型」 8(-2.08**) 15( 1.20**) 5(  .61 ) 13(  .58**) 41 
C5「活動条件充実型」 10(-1.35**) 6(-2.21**) 7( 1.78†) 18( 2.49**) 41 
計 80 69 23 67 239 
** p<.01 * p<.05 † p<.10 
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C5「活動条件充実型」ではパターン(B)（心理療法やカウンセリング＋よろず相談・何
でも相談）が少なく(p=.03)，パターン(C)（心理療法やカウンセリング＋ワークショッ
プ・グループワーク）が多い傾向が見られ(p=.08)，また，パターン(D)+(E)+(F)（心理療
法やカウンセリング＋教職員へのコンサルテーション or保護者へのコンサルテーション
or教職員とのコラボレーション）が多かった(p=.01)。 
 
３-５ 考察（第３章のまとめ） 
３-５-１ 学生相談機関の類型の特徴について 
本研究で得られた学生相談機関の類型の特徴を記述し，各類型の課題について検討する。 
C1「活動条件未整備型」は，相対的に私立小規模大学が多く，学生相談を支える条件が
全体的に未整備なことが特徴であり，「発展」得点が最も低かった。また，ウェイトが大
きい活動としては「よろず相談・何でも相談」＋「心理療法やカウンセリング」である大
学が多く，「心理療法やカウンセリング」＋「ワークショップ・グループワーク」である
大学が少なかった。C1 に含まれる学生相談機関は，活動条件が未整備であるために，来
室者のニーズに幅広く対応する必要があり，その結果，「よろず相談・何でも相談」のウ
ェイトが大きくなることを示していると考えられる。また，「ワークショップ・グループ
ワーク」といった対応が少ないのは，活動条件が未整備な中で，通常の個人相談以外にこ
うした活動を行うことは人的，労力的な負担をもたらすためであると思われる。重回帰分
析の結果から，このクラスタでは，「大学の取り組み」及び「カウンセラーの考えと相談
活動の一致性」が「発展」に寄与していると考えられた。学生相談機関の活動がさらに発
展するためには，大学が学生相談により積極的に取り組む姿勢を持つことが必要であると
考えられる。また，同時に，カウンセラーの学生相談に対する考え方や臨床の方向性と実
際の活動の方向性との齟齬を小さくするような工夫も必要となると思われる。 
C2「組織未整備型」は，学生相談を支える条件はおおむね整っているが，「組織的自律
性」のみが充分ではないことが特徴であり，相対的に公立大学，私立中小規模大学，私立
中大規模大学が多かった。ウェイトが大きい活動としては「心理療法やカウンセリング」
＋「よろず相談・何でも相談」である場合が多い傾向にあり，「よろず相談・何でも相談」
＋「心理療法やカウンセリング」である場合が少なかった。C2 に所属する学生相談機関
は，来室した学生に対して，まずは相談の目的を明確にした個別的な心理的援助を継続す
ることを目指し，次に，そうした援助では対応が難しい場合をカバーするために，「よろ
ず相談・何でも相談」を行っていると考えられる。このクラスタでは「大学の取り組み」
が「発展」に寄与しており，学生相談活動がさらに発展するためには，大学が学生相談機
関に期待をし，予算措置や人的措置を充実させるなど，学生相談により積極的に取り組む
姿勢を持つことが重要であると考えられる。 
C3「活動指針不一致型」は，カウンセラーの学生相談観や臨床スタイルと実際の学生相
談活動との間にギャップがあることが特徴であり，相対的に国立小規模大学が多かった。
国立小規模大学は保健管理センター内にカウンセラーが配置されている場合が多いため，
医療的な方向性と学生相談との違いがより意識される可能性も考えられる。ウェイトが大
きい活動としては「よろず相談・何でも相談」＋「心理療法やカウンセリング」である場
合が多い傾向が見られ，「心理療法やカウンセリング」＋「コンサルテーション・コラボ
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レーション」である場合が少ない傾向が見られた。「発展」に対する「大学の取り組み」
の寄与が比較的大きかった(β=.51)ことからも，大学が学生相談に取り組む姿勢を改善す
ることが学生相談機関の活動の発展に与える効果は大きいものと思われる。それにより，
「コンサルテーション・コラボレーション」といった活動が増える可能性もあるのではな
いだろうか。 
C4「大学消極型」は，大学の学生相談への取り組みが消極的であることが特徴であり，
設置形態と大学規模が多様な大学が含まれていた。また，「よろず相談・何でも相談」＋
「心理療法やカウンセリング」が少ない傾向が見られた。「発展」得点は 5つのクラスタ
の中で下から 2 番目であるものの，「発展」に対する「大学の取り組み」の寄与（β=.35）
はある程度見込まれる。これらのことから学生相談機関が抱える課題は，いかにして大学
の関心を学生相談活動に向けさせるかに集約されると予想される。あらゆる機会を見つけ
て，学生相談活動の重要性をアピールすることが必要であると考えられる。 
最後に，C5「活動条件充実型」は，学生相談を支える条件が整い，「発展」得点が最も
高いことが特徴であり，相対的に国立大規模大学が多かった。ウェイトが大きい活動とし
て，「心理療法やカウンセリング」＋「ワークショップ・グループワーク」ないし「心理
療法やカウンセリング」＋「コンサルテーション・コラボレーション」である場合が多く，
「心理療法やカウンセリング」＋「よろず相談・何でも相談」である場合が少なかった。
条件が整っていることを生かし，通常の個人面接以外の人的，労力的な負担を要する活動
にも積極的に取り組んでいるものと思われる。一方，このクラスタのみ「発展」に寄与す
る要因が見られなかった。本研究で取り上げなかった要因が関連している可能性も考えら
れるが，活動の発展という方向性において，すでに一定程度の水準に達している状態にあ
るために寄与する要因が見られなかった可能性も考えられよう。 
３-５-２ 学生相談機関の発展に寄与する要因について 
 本研究では，学生相談機関の発展に寄与する要因として，「大学の取り組み」「カウンセ
ラーの考えと相談活動の一致性」があげられた。前者は 4つの類型に共通しており，学生
相談機関の発展に大きくかかわる要因であると考えられる。実際，どの学生相談機関も多
かれ少なかれ，「大学の取り組み」をいかにして積極的にするかに苦心しているであろう。
その意味では，この結果は目新しいものとはいえないが，実際に調査研究の結果により，
他の要因ではなく，この点が指摘されたことには意義があると考えられる。すなわち，大
学に対して「大学の取り組み」を強化することが学生相談活動を充実させる上で必須であ
ることをアピールする際に，本研究の結果がひとつの客観的根拠として活用できるのでは
ないだろうか。 
 また，後者の「カウンセラーの考えと相談活動の一致性」であるが，これは「活動条件
未整備型」でのみ「発展」に寄与する要因となっていた。実際の学生相談では，カウンセ
ラー側の学生相談に対する考え方や臨床の方向性と，実際の学生相談活動の方向性を常に
一致させることができるとは限らない。特に，「活動条件未整備型」において，カウンセ
ラーが思い描くような学生相談が展開できないことは容易に想像がつく。不十分な活動に
カウンセラー側が考え方を無理に合わせることは，カウンセラー側のモチベーションを低
下させることにつながりかねないが，カウンセラーと実際の活動の双方が歩み寄れるよう
な地点を探すことにより，学生相談活動の全体的な流れが改善される可能性も考えられよ
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う。 
３-５-３ 学生相談機関の活動を類型化してとらえる意義 
本研究の結果から，学生相談機関の類型により，発展に寄与する要因とその要因の寄与
する大きさ及びウェイトが大きい活動が異なる可能性が示唆された。齋藤(2011)は学生相
談のめざすべきモデルを提示した上で，「実際の学生相談」では「各大学の特性」「そこに
集う学生」「相談機関の特性」「スタッフの特性」等による「相互作用の中で各大学に固有
の『学生相談』像と適切な諸活動の形態が生じてくる」と述べている。本研究で得られた
類型は，「大学の要因」「学生相談機関の要因」「カウンセラーの要因」をもとに見出され
たものであり，齋藤(2011)のとらえる各要因がどのような相互作用の中で実際の活動形態
を生じさせているかという点を実証的に確認する知見と見ることもできよう。 
また，類型化を行うことにより，ある程度，各類型に特徴的な課題を予測することがで
きた。学生相談としての全体的な方向性のあり方の研究に加えて，類型ごとの発展の方向
性という観点から学生相談機関の課題を把握していくことも必要であろう。本研究で得ら
れた類型はそのひとつの枠組みとなると考えられる。 
３-５-４ アメリカの学生相談機関の分類との比較 
 アメリカと日本の学生相談機関の類型を直接比較することは難しいが，あえて，
Whiteley, Mahaffey, & Geer(1987)の類型化と比較すれば，本研究の C5「活動条件充実
型」は Whiteleyらの巨大センター型（Macrocenter）に，本研究の C1「活動条件未整備
型」が Whiteleyら最小限サービス型（Minimal service）に対応するといえるかもしれな
い。 
日米の類型化の相違点としては，本研究では学生相談機関の活動の充実の程度と組織的
位置づけが主眼となっているのに対し，Whiteleyらの研究では活動の範囲や中心的な活
動などが主眼となっている点である。このこと自体が，日本の学生相談の特徴を示してい
ると思われる。すなわち，日本はアメリカに比べて，活動の種類や範囲は比較的狭い範囲
に収まっていること，また，活動の体制や組織的な位置づけの点で基本的な課題を抱えて
いることである。 
３-５-５ 本研究の限界と今後の課題 
本研究では，全国的な調査の結果から学生相談機関の類型化を行い，それぞれの特徴の
分析を行った。回答者を「相談実務担当者」としたが，表 3-1に示したとおり，回答者の
職種は様々であり，学生相談機関の活動にどの程度かかわっているのかについては確認で
きていない。また，回答者の回答がどの程度，当該学生相談機関の現状を正確に反映して
いるかについても問題が残るほか，回収率は 48.9％であり，半数の大学の状況は反映さ
れていないという限界もある。 
さらに，新たに「学生相談機関規定尺度」を作成したが，一部に項目数が十分ではない
因子があるほか，相談活動の発展に寄与する要因についての分析では，重決定係数(R2)は
0.10～0.24であり，十分に大きな値とはいえないといった問題も抱えている。 
本研究の結果が類型ごとの課題を的確に把握できているかについて，実際の学生相談活
動の事例と照合することにより確認すること，回答者の職種等を正確にとらえること，不
足していた因子の項目数を増やし，信頼性を高めること，より多くの大学から回答を得た
上で本研究の結果を確認することが今後の課題となる。  
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第４章 ウェブサイトを活用した学生相談機関の利用促進のための情報発信に関する研究
（研究Ⅴ～研究Ⅶ） 
 
４-１ はじめに 
第２章では，学生相談機関の利用促進のための様々な実践的な工夫についての示唆を得
た。続く第３章では，学生相談機関の組織としての発展に寄与する要因について検討した。
本章では，近年，急速に発達した情報技術およびそれを支える様々なインフラ整備の進展
が大学に大きな影響を及ぼしている現状に着目する。こうした変化に対して学生相談機関
はどのような点に留意すべきかについて示唆を得ることを目指す。 
近年の情報関連技術の急速な発達に伴い，インターネットによる情報のやりとりは我々
の生活の中で大きな位置を占めるようになった。大学の公式ウェブサイトはすでに大学に
とって重要な情報発信の媒体となっており，学生の教育や研究のために利用されている。
在学生はもとより，学生の家族，受験生，卒業生，研究者，企業関係者，その他，不特定
多数の人々が大学のウェブサイトを閲覧している。 
 ウェブサイトの社会的位置づけがこのように高まった背景には，情報技術の発展と情報
基盤の整備に加えて，情報テクノロジーの持つ様々な特徴，具体的には，情報入手の容易
性，情報伝達範囲の広範性，情報伝達の即時性，情報提供の利便性などを多くの人が知る
ようになったことがあるだろう。最近では，パソコンだけでなく，スマートホンやタブレ
ット端末などの携帯モバイル機器の急速な普及により，インターネットを介した情報のや
りとりは我々の生活の隅々まで入り込み，もはや生活になくてはならないものとさえなっ
てきている感がある。そして，こうした社会の状況に対応する形で，インターネットの活
用そのものが様々な領域において重大な関心事となっている。 
例えば，ビジネスの領域では，業績拡大や顧客獲得のためにウェブサイトの整備が重要
な業務となっているし（山本・黒木・中園, 2011; Ting, Wang, Bau & Chiang 山口監訳, 
2013 など），政府観光局や公立博物館などの公的な機関であっても，イメージの向上や
利用者の増加のためにウェブサイトを活用している（本間, 2009; 関沢, 2010 など）。教
育の領域では，国公私立を問わず学校としての情報発信のあり方が問われるようになって
きているし，学生の教育や研究のために利用されているだけでなく，ウェブサイトを通じ
た情報発信が社会的な責務と考えられるようにさえなってきている（石塚・森下・堀田, 
2004; 日経 BP コンサルティング, 2011）。心理臨床の領域でも，ウェブサイト上におけ
る心理教育的なアプローチやコミュニティアプローチの実践についての研究が見られる
（佐藤・渡邊・佐藤, 2014; 末木, 2013；Lauder, Chester, Castle, Dodd, Gliddon, 
Berk, Chamberlain, Klein, Gilbert, Austin, & Berk, 2014; Buzi, Smith & Barrera, 
2015）。極端な例ではあるが，インターネットを通じて政治的・宗教的プロパガンタを行
う例もあり（大形, 2013），ウェブサイトの影響力の大きさは時に驚異的でさえある。 
Caplan(1964 新福監訳, 1970)は，精神障害に対する地域的活動の観点から，「第一次
予防」を「病気を生みだす機会が生ずる前に，有害な環境を防止することによって，地域
住民が新たに精神障害にかかる事例の比率を一定期間引き下げようと」すること，「第二
次予防」を「地域社会における障害の蔓延を低下させることによって，その障害による能
率の低下を減少せしめる計画のこと」，「第三次予防」を「精神障害によってこうむった
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地域社会の機能欠陥の程度を減少せしめることを目的」とすることと定義した。 
Caplan の定義における「地域住民」を「大学生・大学教職員」，「地域社会」を「大
学コミュニティ」，「精神障害」「障害」「病気」を「大学生活において学生が抱える
様々な心理的問題」と読み替えて考えれば，それはそのまま学生相談の実践に適用可能で
あろう。本章において扱うインターネットの特徴を利用した情報発信は，例えば，学生相
談機関が開設するウェブサイトにおいて学生生活で遭遇する様々な問題への対処に役立つ
心理教育的な内容について情報発信すること（第一次予防），学生生活で何らかの問題を
抱えた学生・教職員に対して学生相談機関の利用を促進する働きかけを目的として情報発
信すること（第二次予防），すでに何らかの問題を抱え，それとともに学生生活を送る学
生への支援を目的として情報発信すること（第三次予防）として機能しうるアプローチと
とらえることができる。 
例えば，下山・峰松・保坂・松原・林・齋藤（1991)による学生相談活動の分類のうち
の「コミュニティ活動」では，広報活動や予防活動など，来談しない学生も含め，教職員
に対して情報を提供することが学生相談機関の重要な役割として位置づけられている。イ
ンターネットが広報活動や予防活動に活用できることを考えれば，学生相談機関によるイ
ンターネットを通じた情報発信は「コミュニティ活動」として位置づけることができるだ
ろう。太田(2003)は，学生の情報技術を利用したコミュニケーションの増加を踏まえて，
「学生相談の側でも，こうした学生のコミュニケーションスタイルを利用することが求め
られている」と述べ，情報化社会の進展による学生の変化に学生相談機関が対応すること
の必要性について，いち早く触れている。 
また，『学生相談ガイドライン』の中でも「学生相談機関の活動内容について，ウェブ
サイトによる情報提供を行うことが望ましい。学生相談機関のウェブサイトは，すべての
学生が利用できるようアクセシビリティに配慮すべきである。」と述べられ，ウェブサイ
トの整備の必要性が指摘されている（日本学生相談学会, 2013）。 
実際，学生相談領域における電子メールによる相談申し込みの受付や相談などの研究報
告 も ， イ ン タ ー ネ ッ ト 人 口 が 増 加 し 始 め た 2000 年 以 降 （ International 
Telecommunication Union, 2014）から徐々に見られるようになっている。例えば，学生
相談に活用した場合の有効性と，電子メールの活用に伴い生じてくる様々な問題について，
実践例をもとにした考察（中川純子, 2002; 中川幸子, 2003; 影山・塩田・小西，岩崎, 
2004; 宮崎, 2005 など）や，日本から遠く離れたアメリカの大学の学生相談の状況につ
いて，インターネットを経由して情報を入手し，学生相談に関する研究に活用している例
もある（高野・宇留田, 2002; 福田, 2003) 。 
Gallagher (2010)によるアメリカの大学の学生相談機関のディレクターを対象とした調
査（320 人のディレクターが回答）によれば，54.7%の学生相談機関がウェブサイト上で
心理教育的な情報を提供している。また，Gallagher (2014)の同様な調査（275 人のディ
レクターが回答）では，回答した 96％の学生相談機関がウェブサイトを有しており，1学
生相談機関あたりの年間アクセス数は 20万 6000回となっている。こうした状況を見ると，
アメリカでは，学生相談機関のウェブサイトが情報提供のための手段として十分に機能し
ていることがうかがえる。 
正確な統計はないが，日本においても決して少なくない学生が学生相談機関のウェブサ
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イトを閲覧していることが予想され，また，実際に，学生の保護者がウェブサイト上で学
生相談機関の情報を確認して来室するという場合も報告されている（齋藤, 2015）。こう
した状況を考えれば，学生相談機関のウェブサイトは，学生相談機関のパンフレットやガ
イダンスと同様，学生の利用に影響を与えるひとつの要因となると考えてよいと思われる。
したがって，学生相談機関がどのような内容をどのように外部に伝えるか，利用を考えて
いる学生や，学生を紹介しようと考えている教職員にどのような内容を伝えるか，あるい
は，学生相談機関のウェブサイトが外部にどのような印象を与えているかといった問題も
含め，学生相談機関のウェブサイトの実態に基づく研究が必要である。 
 しかし，学生相談機関のウェブサイトについて，その実態を明らかにしようとした研究
はほとんどない。そこで，本研究では，上記のような問題点を踏まえ，わが国の大学の学
生相談機関のウェブサイトを対象にし，その実態と近年の変化について調査研究を試みた。
その際，第１章以降の考察を踏まえ，日本の学生相談導入の契機となり，また，学生相談
が充実しているだけでなく，インターネット先進国でもあるアメリカの学生相談機関を比
較の対象として取り上げて検討することとする。 
 
４-２ 日本の大学の学生相談機関におけるウェブサイトを活用した情報発信（研究Ⅴ） 
４-２-１ 目的 
 日本の大学の学生相談機関におけるウェブサイト活用した情報発信の状況を把握すると
ともに，今後の課題を検討する。 
 
４-２-２ 方法 
(1) 調査の実施 
① 調査時期 
2004年 2月～4月 
② 調査対象 
『日本学生相談学会会員名簿』（2003 年 12 月発刊）に掲載されている機関会員大学及
び正会員が所属する大学 434校（4年制大学：357校，短期大学：77校）。 
③ 手続き 
インターネットを経由して各大学の公式ウェブサイトにアクセスし，閲覧の上，情報を
収集した。具体的な手順は以下の通りである。 
i. 検索エンジンの一つである「Yahoo! Japan (http://www.yahoo.co.jp)」（以下，
Yahoo!と略記）を用い，そのキーワード欄に「大学名」を入力し当該大学の公式ウェ
ブサイトを検索した。この時点で公式ウェブサイトが見当たらない場合は，大学の公
式ウェブサイトがないものと判断して分析対象からはずした。 
ii. 公式ウェブサイトが見つかった場合は閲覧し，トップページの「キャンパスライフ」
「学生生活」「在学生の方へ」などから「学生相談室」「カウンセリング・ルーム」等，
学生の心理面の支援を主たる目的とした部署を探した。 
iii. この方法で見つからない場合，サイト内検索がある場合には，「学生相談室」「保健管
理センター」等の単語でサイト内検索を行った。サイト内検索がない場合には，再度
「Yahoo!」に戻り，検索ワードに「大学名」及び「学生相談室」ないし「保健管理セ
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ンター」等を入力し検索した。 
iv. 上記の作業を通じて該当するウェブページが見つからなかった場合は分析対象からは
ずした。また，大学の学生便覧や自己点検・評価報告書等における学生相談機関に関
連する記述のみが検索によりヒットした場合も，学生相談機関が作成したウェブペー
ジとはいえないことから，分析対象からはずした。 
(2) 分析対象大学の整理 
こうして抽出された 265の大学の学生相談機関について，調査研究として利用可能なデ
ータとするために，さらに，以下の基準で整理を行った。 
i. 国立大学については，保健管理センターないし学生相談室に相当する部署のうち，学
内で学生相談業務の中心となっていると思われる部署を対象とした。  
ii. キャンパスごと，あるいは，学部ごとに相談機関ないしその分室等を設けている場合
は，原則として主キャンパスの相談機関ないし全学に開かれた相談機関のみを対象と
した。 
iii. 大学とその短期大学部等，複数の大学で同一の相談機関を設置している場合は，ひと
つの大学ないし学生相談機関としてカウントした。 
iv. 「学生課が相談に対応する」と記載されるなど，学生相談に関する独立性の高い部署
がウェブサイト上からは明確には確認されない大学は分析の対象からはずした。 
v. 就職支援センター，学習指導室等は学生生活全般にわたる心理的な援助を主たる業務
とした学生相談機関にはあたらないため分析の対象から除外した。 
vi. 学内専用サイトにのみ学生相談機関のページがあると思われる大学は分析対象からは
ずした。 
これらの作業ののちに残った 242の学生相談機関を最終的な分析の対象とした。なお，
これは平成 16年版『文部科学統計要覧』による平成 2003年 5月 1日現在の全大学・短期
大学数 1227 の 19.7％に相当する（文部科学省, 2004）。分析の対象となった大学及び学
生相談機関の内訳を表 4-1，表 4-2に示す。 
(3) 情報カテゴリーの抽出 
 本研究における分析の基本的なデータを得るために，さらに，次のような作業を行った。 
i. 五十音順に 20の学生相談機関のウェブサイトを閲覧した。 
ii. 記載されている見出しや内容的なまとまり，画像，図などの情報の単位を順次リスト
アップした。 
iii. リストアップされた情報の単位のうち，同質な情報をまとめていくという作業を繰り
返し，情報のまとまりを抽出した。 
iv. 上記 20の学生相談機関の閲覧により，15個の情報のまとまりが抽出された。 
v. その後，残りの学生相談機関のウェブサイトを閲覧し，これまでの情報のまとまりに
当てはまらない情報が見つかった際には，当てはまる大学が複数あった段階で，情報
のまとまりとして採用した。 
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表 4-1 分析の対象となった大学の内訳 
  4年制大学 短期大学 計 
国 立 43 0 43 
公 立 6 1 7 
私 立 178 14 192 
計 227 15 242 
 
 
 
 
表 4-2 分析の対象となった学生相談機関の内訳 
  医療保健タイプ 学生相談タイプ その他 計 
国 立 27 15 1 43 
公 立 0 7 0 7 
私 立 8 172 12 192 
計 35 194 13 242 
注）表中の「医療保健タイプ」には保健管理センター，保健室，医務室等が含まれ，「学生
相談タイプ」には学生相談室（所），カウンセリング・ルーム等が含まれる。 
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こうして抽出された情報のまとまりを本研究では「情報カテゴリー」と呼ぶことにする。
ここで「情報カテゴリー」としたのは，学生相談機関のウェブサイトは大学によりその構
成が様々であり，項目として明示されていないものの内容的には同一の内容を指し示して
いる場合があることから，ある程度の範囲を持つものとしてとらえたほうが実状をよく反
映できると考えたからである。上記のような作業を経て，学生相談機関の情報の種類とし
て，表 4-3に見られるような 25の情報カテゴリーが抽出された。 
(4) 各大学・短期大学の学部数，学生定員の調査 
 次に，大学の特徴をとらえるために『全国学校総覧（2004 年版）』（全国学校データ
研究所, 2003）により，分析対象となった大学・短期大学の設置形態（国立・公立・私立）
および大学規模の指標として学部数を調べた。さらに，進学情報サイトである「Yahoo! 
学習情報」の「大学・短大ガイド」(http://shingaku.edu.yahoo.co.jp/shingaku/univ/)
を使用し，各大学の学生定員を調査し，これも大学規模の指標とした。これらのデータを
ウェブサイトの情報とあわせて分析に用いるデータセットを構成した。 
 
４-２-３  結果 
(1) 各学生相談機関の情報カテゴリー数と学部数，学生定員と情報カテゴリー数の関係 
対象となった大学の情報カテゴリーの合計数（以下，「情報量」と記す）を集計したと
ころ，図 4-1のようになった。また，「情報量」と学部数，学生定員との相関を求めたと
ころ，表 4-4 に見られるように，「情報量」と学部数との間に r＝.36，「情報量」と学
生定員との間に r=.27 の相関が見られた。なお，以下，多重応答分析を除く分析には
SPSS for Windows 11.5 J を，多重応答分析には SPSS for Windows 12.0 J の 
Categories Options を用いた。また，研究Ⅴ，研究Ⅵ，研究Ⅶでは全数調査的に対象を
選択しているため，母集団からの無作為標本抽出を前提とした推測統計による分析ではな
く，基本的に記述統計による分析を行った。 
(2) 情報カテゴリーのグループ化 
 各大学の 25 の情報カテゴリーの掲載の有無について，「あり」の場合には「1」を，
「なし」の場合には「2」を与えて，多重応答分析を行った。多重応答分析とは，「『多
変量カテゴリカルデータ』の『数量化』を行う方法」であり，変数間の行×列による分割
表より得られたデータを標準化し，これに「主成分分析を適用することに等しい」方法で
ある（足立, 2006）。この方法はウェブサイトの分析にも用いられている(Ting, Wang, 
Bau & Chiang, 2013 山口監訳 2013)。 
多重応答分析の結果，比較的解釈しやすい 2 次元を得ることができた（図 4-2）。次元
1 は正の方向に「情報なし」の情報カテゴリーが集まり，負の方向に「情報あり」の情報
カテゴリーが集まっていることから，学生相談機関がウェブサイト上で情報を発信しよう
としているか否かを表していると考え，「情報提供性」の次元と解釈した（統計ソフトの
出力の関係で図中では正負が逆に表示されている。）。一方，次元 2は負の方向に学生が
相談機関を利用する上で必要性が高い情報カテゴリーが集まり，正の方向に行くに従い必
要性というよりはむしろ，学生相談機関が独自に活動を展開していることを示す情報カテ
ゴリーが集まっている。このことから学生相談機関がウェブサイト上で多様な情報を発信
しようとしているか否かを表していると考え，「情報多様性」の次元と解釈した。 
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表 4-3 大学ウェブサイト上における学生相談機関の情報カテゴリー 
カテゴリー名 カテゴリーの説明及び分類の際の留意点 
独自ページ 
学生相談機関用の独立したウェブサイトないしウェブページの有無。保健管理センタ
ーの中に学生相談に関するセクションがある場合は，保健管理センターのウェブサイ
トがあることで｢あり｣に分類。 
案    内 相談室に関する全般的な案内・紹介の有無。 
開室日時 
相談可能な日時の記載の有無。別途掲示など，ウェブサイト上からわからない場合は
｢なし｣に分類。 
利用方法 利用や申し込み方法の説明の有無。 
相談内容 
相談内容の具体的な説明の有無。｢こころと身体の悩み｣など抽象的な説明のみの場合
は｢なし｣に分類。 
守秘義務 守秘義務に関する記載の有無。 
建 物 名 
学生相談機関のある建物名の明示の有無。｢保健管理センター｣の場合，「保健管理セ
ンター」という表示で場所については明示されているものと見なした。 
周辺地図 
学生相談機関の場所が地図等で明示されているか否か。学生相談機関のＨＰ内に地図
があるか，リンクが張られているなどして直接，地図を参照できる場合のみ｢あり｣に
分類。 
電話番号 
電話番号の記載の有無。相談室でなくとも問い合わせ先が記載されていれば｢あり｣に
分類。 
電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
学生相談機関の電子メールアドレスの記載の有無。｢相談可｣の場合に加えて，｢相談
申し込み｣のみの場合も｢あり｣に分類。 
費    用 相談にかかる費用に関する記載の有無。 
担当者名 相談担当者の氏名の記載の有無。 
専 門 性 
相談担当者の専門性の記載の有無。｢臨床心理士｣，｢精神科医｣など，専門性が確立さ
れた資格の名称の記載がある場合のみ｢あり｣に分類。 
画像（外観） 学生相談機関の外観がわかる画像の有無。 
画像（内部） 学生相談機関の内部がわかる画像の有無。 
レイアウト図 
学生相談機関の内部がわかるレイアウト図の有無。学生相談機関がある建物内部のレ
イアウト図があれば｢あり｣に分類。 
催    し 
学生相談機関が主催する催しに関する記載の有無。常時行われている催しは｢他の利
用形態｣に分類。 
他の利用形態 
相談以外の利用形態についての記載の有無。｢談話室｣，｢居場所｣，｢図書貸し出し｣な
ど常に利用可能な利用形態について言及されている場合｢あり｣に分類。 
心理テスト 心理テストが受けられるかどうかの記載の有無。 
お知らせ ｢お知らせ｣，｢新着情報｣などの記載の有無。 
コ ラ ム 
学生相談機関関係者による文章の有無。｢学生相談室だより｣等，学生相談機関が発行
するものが閲覧できる場合も｢あり｣に分類。 
沿    革 学生相談機関設置に関わる経緯の記載の有無。 
利用統計 利用者数等の統計の記載の有無。 
基礎知識 
心の問題に関する基礎的な情報の有無。｢セクハラ｣，｢悪徳商法｣関連の情報は含めな
かった。 
リンク先 
関連機関・部署などへのリンク先一覧の有無。リンク先としてまとまった形で紹介し
ている場合のみ｢あり｣に分類。 
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リンク先 
図4-1 大学ウェブサイト上における学生相談機関の各情報カテゴリーの有無 
あ り な し 
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表 4-4 大学規模と情報量の相関 
 
情報量（全体） 重要情報 付加情報 特殊情報 
  (M=7.60, SD=4.49) (M=6.68, SD=3.79) (M=1.45, SD=1.54) (M=.29, SD=.76) 
学 部 数 
(M=3.69,SD=2.72) 
.36 .35 .23 .15 
学生定員 
(M=5455.48,SD=6675.84) 
.27 .27 .18 .07 
 
 
  
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
-2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
統計あり 
ｺﾗﾑあり 
お知らせあり 
ﾘﾝｸ先あり 
基礎知識あり 
沿革あり 
画像(外)あり 
催しあり 
独自HPあり 
独自HPなし 
沿革なし 
案内なし 
開室日時あり 
基礎知識なし 
建物名なし 
地図なし 
心理ﾃｽﾄなし 
担当なし 
専門性なし 費用なし 
守秘義務なし 
統計なし 
お知らせなし 
ﾒｰﾙなし 
画像(外)なし 
画像(内)なし 
ﾚｲｱｳﾄなし 
電話なし 
他の利 
用なし 
催しなし ｺﾗﾑなし 
ﾘﾝｸ先なし 
方法なし 
相談内容なし 
開室日時なし 
案内あり 
横断内容あり 
守秘義務あ
画像(内)あり 
心理ﾃｽﾄあり 
他の利用あり 
 ﾚｲｱｳﾄあり 
地図あり 
ﾒｰﾙあり 
担当あり 
費用あり 
電話あり 
方法あり 
専門性あり 
建物名あり 
Ａ群：重 要 情 報 
Ｂ群：付 加 情 報 
Ｃ群：特 殊 情 報 
次元2：情報多様性 
次元1：情報提供性 
図 4-2 多重応答分析による情報カテゴリーのプロット図 
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また，座標平面上の左半分の「情報あり」の情報カテゴリー群に着目すると，情報はお
およそ 3 つのまとまりで布置しているように見える。図中の A 群には「開室日時あり」
「利用方法あり」など，学生が利用する上で必須の情報が集まっている。そこで，A 群を
「重要情報群」とした。B 群には「心理テストあり」「催しあり」など，学生が利用する
上で必須ではないが，学生が利用するか否かを決める際の参考になる情報が集まっている。
そこで，B 群を「付加情報群」とした。C 群には「コラムあり」「利用統計あり」など，
学生の必要性というよりはむしろ，その学生相談機関に特徴的な活動が反映されたカテゴ
リーが集まっている。そこで，C 群を「特殊情報群」とした。学部数，学生定員とこれら
3 群の情報群における「情報量」との相関を求めたところ，表 4-4 に見られるように，学
部数，学生定員と「重要情報群」との間にはそれぞれ r=.35，r=，27の相関が，「付加情
報群」との間には r=.23，r=.18の相関が，「特殊情報群」との間には r=.15，r=.07の相
関が見られた。 
(3) 学生相談機関の分類 
次に，多重応答分析によって得られたスコアをもとに，すべての学生相談機関を 2次元
平面上にプロットして，学生相談機関のウェブサイトの類型化を行うことを試みた（図
4-3）。この図における学生相談機関の布置を大まかにとらえると，学生相談機関が 4 群
に分かれているように見える。そこで，各学生相談機関群を，図 4-3に示すように，第Ⅰ
群（情報提供性（大）×情報多様性（大）），第Ⅱ群（情報提供性（中）×情報多様性
（中）），第Ⅲ群（情報提供性（中）×情報多様性（小）），第Ⅳ群（情報提供性（小））
とした。各群の大学の設置形態，大学規模，情報カテゴリー数をまとめたものが表 4-5で
ある。以下，各群の特徴を簡単に記述すると以下の通りとなる。 
第Ⅰ群には 11 大学が含まれる。「学部数」「学生定員」「重要情報」「付加情報」
「特殊情報」「情報量（全体）」ともに 4 群の中で最大である。ウェブサイト上から学生
相談機関についての必要な情報が十分得られ，活動の特徴についても知ることができる群
である。国立大学が比較的多いのが特徴である。 
第Ⅱ群には 17 大学が含まれる。「重要情報」は第Ⅰ群と同程度であり，「付加情報」
「特殊情報」は 4 群の中で 2番目に多い。ウェブサイト上から必要な情報が十分得られ，
また，活動の特徴についてもある程度知ることができる群である。大学の規模は中程度で
あり，4年制の私立大学が多いのが特徴である。 
第Ⅲ群には 98 大学が含まれ，「学部数」「学生定員」ともに 4 群の中で 2 番目に多い。
「重要情報」は比較的多いが，「付加情報」「特殊情報」はかなり少ない。相談に必要な
情報はおおむね得られるが，得られる情報は必要最低限のものに限られる傾向があり，そ
の学生相談機関独自の情報はあまり得られない。 
第Ⅳ群には 116 大学が含まれる。「学部数」「学生数」は最小であり，4 群の中で私立
大学，短期大学の占める割合が最も大きい。また，すべての情報が少ないのが特徴である。 
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 表 4-5 各群における大学設置形態・大学規模・情報量 
  
大
学
数 
設置形態  大学区分   大学規模 
 
情報量  
国
立  
公
立  
私
立  
四
年
制  
短
大  
学部数 
平均 
(SD) 
学生定員 
平均 
(SD) 
情報量 
（全体） 
重要 
情報 
付加 
情報 
特殊 
情報 
第Ⅰ群 11 6 
 
0 
 
5 
 
11 
 
0 
 
5.91 
(2.70) 
8945.09 
(5225.34) 
17.91  10.18  4.82  2.91  
第Ⅱ群 17 5 
 
2 
 
10 
 
17 
 
0 
 
3.94 
(2.86) 
5022.35 
(3607.28) 
14.82  10.06  3.41  1.35  
第Ⅲ群 98 22 
 
1 
 
75 
 
95 
 
3 
 
4.57 
(3.03) 
7450.78 
(8848.33) 
12.02  9.65  1.55  .82  
第Ⅳ群 116 10   4   102   104   12   
2.69 
(1.98) 
3502.36 
(3839.33) 
4.16  3.34  .75  .07  
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-1.00
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2.00
3.00
4.00
5.00
-3.50 -3.00 -2.50 -2.00 -1.50 -1.00 -0.50 0.00 0.50 1.00 1.50 2.00
図4-3   多重応答分析による各学生相談機関のプロット図 
第Ⅰ群：情報提供性（大）×情報多様性（大） 
第Ⅱ群：情報提供性（中）×情報多様性（中） 
第Ⅳ群：情報提供性（小） 
第Ⅲ群：情報提供性（中）×情報多様性（小） 
次元1：情報提供性 
次元2：情報多様性 
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４-２-４ 考察 
(1) ウェブサイト上に掲載されている情報について 
今回の調査では，「独自ページ」を持っている学生相談機関は約 3分の 2であった。学
生相談機関が学内で独立した部署であれば，当然のことながら，独自のウェブページを持
ち，広報活動を行ったほうが相談活動に有益であろう。また，「案内」「開室日時」「利
用方法」「相談内容」「建物名」「守秘義務」「電話番号」などについてもかなりの大学
が掲載していないことが明らかになった。学生が相談に訪れる際に，こうした情報が重要
であることを考えれば，この点は，改善の必要性が高いだろう。 
一方，「電子メールアドレス」を掲載している大学は 2割ほどにとどまっていた。中川
(2002)や中川(2003）の考察からは，例えば，電子メールの有効に利用しうる面としては，
学生が相談する際の心理的な抵抗感を下げることができること，メールを書くことで内面
を見つめ直し成長を促進することができることなどが考えられる。逆に，有効な利用とな
らない場合としては，返信がすぐに来ない場合に学生の不安が高まる場合があること，本
人を目の前にしていないので，微妙なニュアンスがわかりにくかったり，伝わりにくかっ
たりする場合があることなどが挙げられる。また，匿名での送信が可能である場合には，
「いたずら」メールや「なりすまし」メールが来る可能性もある。学生相談を行う上で電
子メールによる相談が必須となるケースが多いわけではないだろうが，大学生の電子メー
ルを用いたコミュニケーション手段へのアクセシビリティの高さを考えると，電子メール
の活用についてのメリット，デメリットについても研究を積み重ね，議論していく必要が
あるであろう。 
また，画像情報を掲載するには，パソコンに加え，デジタルカメラ，スキャナなどの機
器や画像処理ソフトなどが必要となる場合が多い。こうした機器の操作に慣れていない場
合や画像情報の取り扱いがわからない場合には，なかなかウェブサイトに画像情報を載せ
ることに踏み切れない場合も多いであろう。しかし，画像情報からうかがい知れる学生相
談機関の「たたずまい」であるとか「雰囲気」といったものが，利用をためらっている学
生が来室に至るきっかけとなることも十分に考えられる。画像情報は視覚的な情報である
が故に，文字では伝えられない情報を伝えることができるというメリットもあり，この点
についても検討が必要であろう。 
(2) 大学規模と情報量の関連について 
 今回の研究では，大学規模が大きくなるほど，掲載される「情報量」も多くなる傾向が
うかがえた。これには，一般的に，大学規模が大きいほど配置されるカウンセラー等が多
いことが背景にあると考えられる。学生相談機関が独自のウェブサイトを作成し維持する
ためには，それだけマンパワーが必要であり，大学規模はこの点に影響を与えていると思
われる。 
 情報カテゴリーの種類別に大学規模との相関を見ると，「特殊情報群」との相関に見ら
れたように，情報の必要性が小さくなるにつれて，大学規模との相関が小さくなっていっ
た。逆に相関が大きいのは，「重要情報群」であった。理想的に言えば，「重要情報群」
は大学規模との間に相関がない，すなわち，大学規模の大小にかかわらず，相談に必要と
なる最低限の情報は掲載されていることが望ましいと考えられる。ウェブサイトの管理に
投入できるマンパワー，割り当てられたウェブページの容量との兼ね合いなどを吟味して，
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学生にとって必要な情報を，必要性の高い順に掲載していくことが重要であるといえるで
あろう。逆に，「特殊情報群」は，大学規模が大きくなるほど，すなわち，マンパワーが
大きくなるほど，その掲載量を増やしやすくなると思われる。この相関が小さいことの背
景には，「特殊情報」に分類された「コラム」「統計」「リンク先」「基礎知識」「お知
らせ」といった情報の多寡は，マンパワーというよりはむしろウェブサイト作成に関心が
高いカウンセラーの個人的要因によるところが大きいことを意味しているのかもしれない。 
(3) 学生相談機関のウェブサイトの類型化について 
 本研究では学生相談機関のウェブサイトについて様々な分析を加えてきた。その結果か
らは，ウェブサイトの分析は，単にウェブサイトの特徴それ自体を分析するとういことを
超えて，当該大学・学生相談機関における学生相談活動の特徴を理解することにつながる
可能性を持っていることが指摘できよう。この点，研究Ⅳにおける学生相談機関の類型化
と共通する面がある。そのことを踏まえて，ウェブサイト得られた「情報提供性」「情報
多様性」の 2次元による学生相談機関の分類について，ウェブサイトを閲覧した印象も交
えながら考察を加える。 
第Ⅰ群の学生相談機関は大学規模も大きく，人的，物的資源が総じて豊富であることが
うかがえた。そして，これらのことが学生相談活動を支えていると推測される。ウェブサ
イトを閲覧すると，内容的にも多彩となっているほか，かなりの量の「特殊情報」も閲覧
でき，学生相談機関のウェブサイト自体が一つのまとまりを持つ作品のようにも感じられ
る。 
第Ⅱ群の学生相談機関は，第Ⅰ群ほどではないが，ウェブサイトに必要にして十分な内
容が備わっている。ウェブサイトがコンパクトではある分，ウェブサイト内全体を見渡す
ことができるような印象を受ける。 
第Ⅲ群の学生相談機関は，大学規模からすると意外なほどに学生相談機関のウェブサイ
トがこぢんまりとしている印象を受ける場合が多い。 
第Ⅳ群は，第Ⅰ群とは対照的に，人的・物的資源の少なさが学生相談機関の十分な広報
活動を阻んでいる可能性もうかがえる。ウェブサイトを閲覧すると，他の部署と同一のペ
ージ内に数行の文章で簡潔に記載されている場合が多い。学生が直接，学生相談機関や学
生課などに赴くか，掲示板を見るなどして情報を入手することが利用を検討する際の前提
となっている場合も少なくない。 
 今回の類型化では，相対的に「情報量」が大きく，少数の学生相談機関が含まれる第Ⅰ，
第Ⅱ群と，相対的に「情報量」が小さく，多数の学生相談機関が含まれる第Ⅲ，Ⅳ群に大
きく分かれているように見受けられた。あくまでウェブサイトの分析からの推測であるが，
このように学生相談機関がウェブサイト上の「情報量」により二分されることからは，学
生相談機関の活動や大学が学生相談に注ぐエネルギーが二分されているというような印象
をも受ける。研究Ⅳにおいては，「活動条件未整備型」「組織未整備型」「活動指針不一致
型」「大学消極型」「活動条件充実型」の 5 つの類型が抽出されたが，学生相談機関の類型
とウェブサイトの類型にも関連があることが予想される。この点については，引き続き，
他のアプローチを通じて検討する必要があるだろう。 
(4) 本研究の限界と今後の課題 
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本研究は，すべての大学を対象としているものではない。学生相談機関によっては，学
内専用サイトに情報を限定するなど意図的に情報を制限している場合もあると考えられる
が，そうした学生相談機関側の作成意図については，本研究には反映されていない。作成
者側の意図，閲覧した学生の印象，実際にウェブサイトを見て来室した学生の特徴などを
取りあげた研究も必要である。 
また，情報の「有無」を指標に分析を行ったため，その情報の内容的な側面や閲覧のし
やすさ，必要な情報の入手のしやすさといった質的な側面については扱わなかった。今後，
こうした面からの検討も必要であろう。 
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４-３ アメリカの大学の学生相談機関におけるウェブサイト活用した情報発信（研究Ⅵ） 
 
４-３-１ 目的 
 アメリカの大学の学生相談機関におけるウェブサイト活用した情報発信について，現状
を把握するとともに，日本の状況と比較することで，日本の課題をさらに明確化する。 
 
４-３-２ 方法 
(1) 調査の実施 
① 調査時期 
2005年 2月～5月 
② 調査対象 
アメリカの大学 331 大学。調査対象は「National Survey of Counseling Center 
Directors 2004（大学カウンセリングセンターディレクター2004 年全国調査）」
(Gallagher,2004)に回答した 347の学生相談機関のうち，アメリカ国内に本拠地があり，
大学の公式ウェブサイトに学生相談機関の名称が確認された 331 大学である。これは
2005 年秋における全米 4253 大学（National Center for Education Statistics, 2006）
の約 8％に当たる。 
なお，本研究では，アメリカの比較に用いる日本のデータには研究Ⅴで収集されたデー
タを用いた。本研究で，アメリカの調査対象を「National Survey of Counseling Center 
Directors」に回答した大学としたのは，研究Ⅴとの比較の適切さを担保するためである。
すなわち，研究Ⅴで分析対象となったのは，日本学生相談学会の会員の所属する大学及び
機関会員大学の 242の学生相談機関であり，これらの大学は日本国内では比較的，学生相
談に力を入れている大学と考えられる。「National Survey of Counseling Center 
Directors 2004」の調査対象となった大学も，アメリカにおいては一定の水準で学生相談
を行っていると考えられるため，比較のための調査対象として適当であると考えたわけで
ある。 
③ 手続き 
研究Ⅴと同様な手順で行った。 
i. 検索エンジンの一つである「Yahoo!(http://www.yahoo.com/)」を用い，その検索
ワード欄に「大学名」を入力し大学のウェブサイトを検索した。 
ii. 次に，ト ップペ ージ の「 Student Life 」「 Current Students 」などから
「 Counseling Center」「 Counseling Services」「 Counseling & Psychological 
Services」等，学生相談機関に相当する部署を探した。 
iii. 学生相談機関のページを閲覧して情報を入手した。なお，アメリカの大学では，心
理テスト等のサービスを「Testing Center」「Testing Services」など，学生相談
を主たるサービスとする部署とはやや独立した関係にある部署が専門的に行ってい
ることが少なくないため，検索の際にはこれらの部署は含めなかった。 
研究Ⅴと同様に，以下の手順で以後の分析で用いる情報カテゴリーの抽出を行った。 
i. まず，アルファベット順に 50 大学の閲覧を行い，瀧本・坂本・クスマノ・楡木
(1998)による「米国大学カウンセリング・センター実態調査」，森(1989)，森
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(1990)，森田(1991)，松原(1991)のアメリカの大学における学生相談活動の報告，
研究Ⅴで得られた 25 の情報カテゴリーなどを参考にして，各大学の学生相談機関
のページに掲載されている情報カテゴリーの候補を順次リストアップした。 
ii. リストアップされた情報カテゴリーの候補について，同質な情報をまとめていくと
いう作業を繰り返した。 
iii. およそ 10％以上の大学に認められるものを「情報カテゴリー」として採用した。 
iv. 100 大学のウェブサイトを閲覧し終えたところで同様な基準により情報カテゴリー
の取捨選択を行った。 
上記のような作業を経て，36 の情報カテゴリーが抽出された。抽出された情報カテゴ
リーを学生相談機関の「概要」「連絡方法」「相談業務」「相談員」「その他の情報提供」と
いう視点から整理し，各情報カテゴリーの説明および英文表記の例とともにまとめたもの
が表 4-6である。 
 
４-３-３ 結果 
(1) 日本とアメリカの情報カテゴリーの有無の比較 
研究Ⅳにおける分析には SPSS for Windows 11.5 J を用いた。 
アメリカの学生相談機関における各情報カテゴリーの有無を集計し，割合の高いものか
ら並べたものが図 4-4である。また，研究Ⅴにおいて得られた日本の学生相談機関におけ
る情報カテゴリーのデータとアメリカのそれとを比較するために，両者の情報カテゴリー
をまとめて対照表にしたものが表 4-7である。なお，電子メールアドレスに関しては，比
較の都合上，アメリカにおける「電子メールアドレス（機関）」「電子メールアドレス
（個人）」のふたつを「電子メールアドレス」ひとつにまとめてある。また，日本の「催
し」は，アメリカの「ワークショップ」と重なるところが大きいと判断し，同じ情報カテ
ゴリーに分類してある。 
表 4-7を見ると，「概要」では，「ミッション・ステートメント」，「連絡方法」では
「ＦＡＸ」「緊急時連絡先」「電子メールポリシー」，「相談業務」では，「サービス一
覧」「カウンセリング一般」「個人カウンセリング」「グループ」「アウトリーチ」「コ
ンサルテーション」「精神科医の診察」「他機関へのリファー」，「相談員」では，「顔
写真」，「その他の情報提供」では，「図書・資料」「ピア・サポート」「学生リファー」
「教職員向けガイド」「両親向けガイド」「学生の研修」「ＦＡＱ」において，アメリカ
にはあるが日本にはないという差異が見られるのがわかる。一方，「その他の情報提供」
における「周辺地図」「画像（内部）」「レイアウト図」「基礎知識」「心理テスト」
「お知らせ」「コラム」「沿革」「利用統計」「他の利用形態」において，アメリカには
ないが日本にはあるという差違が見られるのがわかる。 
この対照表のうち，日本とアメリカに共通に見られた情報カテゴリーについて，その有
無を比較したものが図 4-5である。これを見ると，「案内」「相談内容」を除くすべてに
おいて，日本よりアメリカの方が掲載している学生相談機関の割合が高いことがわかる。 
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表 4-6 ウェブサイト上におけるアメリカの大学の学生相談機関の情報カテゴリー 
  情報カテゴリー名 情報カテゴリーの説明と英文表記の例 
概 
要 
独自ページ 学生相談機関用の独立したページの有無 
案    内 学生相談機関の全般的な案内・紹介の有無（例："Welcome to ～"） 
ﾐｯｼｮﾝ･ｽﾃｰﾄﾒﾝﾄ 学生相談機関の役割についてのまとまった記述の有無（例："Mission Statement"） 
開室日時 相談可能な日時の記載の有無（例："Office Hour"） 
利用方法 利用や申し込み方法の具体的な説明の有無（例："How to make an appointment"） 
費用 相談にかかる費用に関する記載の有無（例："Cost","Fee"） 
守秘義務 守秘義務に関する記載の有無（例："Confidentiality"） 
建物名 学生相談機関のある場所の記載の有無（例："Location"） 
連
絡
方
法 
電話番号 電話番号の記載の有無（例："Phone"） 
ＦＡＸ ＦＡＸ番号の記載の有無（例："Fax"） 
緊急時連絡先 夜間，緊急時の連絡先の記載の有無（例："In Case of Emergency"） 
電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
(機関) 
学生相談機関の電子メールアドレスの記載の有無（例："counseling@xxx.edu"）  
電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
(個人) 
相談員個人の電子メールアドレスの記載の有無（例："rogers@xxx.edu"） 
電子ﾒｰﾙﾎﾟﾘｼｰ 電子メール利用上の注意事項などの記載の有無（例："E-mail Policy"） 
相
談
業
務 
相談内容 相談内容，相談例の具体的な記載の有無（例："Why do students come for counseling?"） 
サービス一覧 利用できるサービス一覧の有無（例："Services Offered"） 
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ一般 カウンセリング全般に関する基礎知識の記載の有無（例："What is counseling?"） 
個人ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ 個人カウンセリングの具体的な説明の有無（例："Individual Counseling"） 
グループ グループを対象としたサービスの具体的な説明の有無（例："Group","Group Therapy") 
アウトリーチ アウトリーチ・サービスの具体的な説明の有無（例："Outreach"） 
コンサルテーション コンサルテーション・サービスの具体的な説明の有無（例："Consultation Services"） 
精神科医の診察 精神科医の診察に関する具体的な説明の有無（例："Psychiatric Services"） 
他機関へのﾘﾌｧｰ 他機関へのリファーに関する具体的な説明の有無（例："Referral Services"） 
ワークショップ 学生相談機関が主催するワークショップに関する具体的な記載の有無（例："Workshops"） 
相
談
員 
担当者名 相談担当者の氏名の記載の有無（例："Our Staff"） 
専門性 相談担当者の専門性の記載の有無（例："Ph.D","Psy.D"） 
顔写真 相談員の顔写真の有無。相談員の集合写真の場合も「あり」に分類。 
そ
の
他
の
情
報
提
供 
画像（外観） 学生相談機関の外観がわかる画像の有無 
リンク先 関連する資源へのリンク先一覧の有無（例："Links","Mental Health Resources"） 
図書・資料 
精神的健康に関する図書・ビデオ等の所蔵に関する記載の有無（例："Books & 
Videotapes"） 
ピア・サポート ピア・サポートに関する記載の有無（例："Peer Counseling","Peer Educators Program"） 
学生リファー 学生のリファーに関する記載の有無（例："How to make a referral"） 
教職員向けガイド 
”教職員向け”と明示された学生への対応，リファー等に関する記載の有無（例：
"Referral Guide for Faculty & Staff"） 
両親向けガイド 
”学生の両親・家族向け”と明示された学生への対応と学生相談機関の利用に関する留意事
項の記載の有無（例："For Parents"） 
学生研修 大学院生の研修などに関する説明の有無（例："Internships","Trainning Programs"） 
ＦＡＱ ”FAQ”と明示された Q＆A形式の説明の有無（例："FAQ","Frequently Asked Questions"） 
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電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ(機関) 
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図4-4 アメリカの大学の学生相談機関のウェブサイトにおける各情報カテゴリーの有無 
あり 
なし 
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表 4-7 情報カテゴリーの日米比較 
  情報カテゴリー アメリカ 日本   情報カテゴリー アメリカ 日本 
 
独自ページ ○ ○ 
相
談
員 
担当者名 ○ ○ 
概 
要 
案    内 ○ ○ 専 門 性 ○ ○ 
開室日時 ○ ○ 顔 写 真 ○ × 
利用方法 ○ ○ 
そ
の
他
の
情
報
提
供 
画像（外観） ○ ○ 
費  用 ○ ○ リンク先 ○ ○ 
守秘義務 ○ ○ 図書・資料 ○ × 
建 物 名 ○ ○ ピア・サポート ○ × 
 ﾐｯｼｮﾝ･ｽﾃｰﾄﾒﾝﾄ ○ × 学生リファー ○ × 
連
絡
方
法 
電話番号 ○ ○ 教職員向ガイド ○ × 
電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ○ ○ 両親向けガイド ○ × 
Ｆ Ａ Ｘ ○ × 学生の研修 ○ × 
緊急時連絡先 ○ × Ｆ Ａ Ｑ ○ × 
電子ﾒｰﾙﾎﾟﾘｼｰ ○ × 周辺地図 × ○ 
相
談
業
務 
相談内容 ○ ○ 画像（内部） × ○ 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(催し) ○ ○ レイアウト図 × ○ 
サービス一覧 ○ × 基礎知識 × ○ 
ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ一般 ○ × 心理テスト × ○ 
個人ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ ○ × お知らせ × ○ 
グループ ○ × コ ラ ム × ○ 
アウトリーチ ○ × 沿    革 × ○ 
ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ ○ × 利用統計 × ○ 
精神科医の診察 ○ × 他の利用形態 × ○ 
他機関へのﾘﾌｧｰ ○ ×       
注）○は情報カテゴリとして抽出されたもの，×は情報カテゴリとして抽出されなかったものを示す。 
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(2) 日本とアメリカの情報カテゴリーの分布の比較 
さらに，アメリカと日本の違いを別の視点からとらえるために，情報カテゴリー数別に
学生相談機関数を集計し，その分布を棒グラフで示した（図 4-6）。図 4-6 を見ると，ア
メリカの分布が正規分布に比較的近いのに対し，日本の分布は情報カテゴリー数がアメリ
カより少ない方に偏り，情報カテゴリー数が少ない群と多い群に分かれているように見え
る。また，平均情報カテゴリー数では，日本が 7.59（日本のカテゴリー総数 25 に対する
割合は 30.4%）であるのに対し，アメリカは 17.38（アメリカのカテゴリー総数 36に対す
る割合は 48.2%）と，平均でもアメリカが日本の 2倍以上となっていた。 
大学間の情報カテゴリー数の格差について検討するために，日本とアメリカの双方につ
いて，情報カテゴリー数上位 4分の 1の大学と下位 4分の 1の大学の平均情報カテゴリー
数を算出し，上位群の平均情報カテゴリー数を下位群のそれで除した値を格差の指標とし
て算出したところ表 4-8 のようになった。アメリカの格差の指標は 2.48 であったのに対
し，日本のそれは 6.82であり，格差の指標の大きさにおいても 2.75倍の開きが見られた。 
 
４-３-４ 考察 
 以下，本調査の結果と各大学の学生相談機関のウェブサイトを閲覧した印象をふまえ，
アメリカの学生相談機関の情報発信の特徴と日本のそれとを比較検討しながら考察する。 
(1) アメリカの学生相談機関の情報発信の特徴 
図 4-6に見られたように，アメリカの学生相談機関の情報カテゴリー数は正規分布に近
い形となっている。情報カテゴリー数の平均値の周辺に多くの学生相談機関が集まってお
り，大学により情報発信の量に極端な偏りがないことが推測される。また，情報カテゴリ
ーについても，「電話番号」(98.2%)「建物名」(95.2%)「開室日時」(85.5%)「守秘義務」
(83.4%)「担当者名」(83.7 %)「専門性」(81.0%)など，学生の来室に必要と思われる情報
は多くの学生相談機関のウェブサイトに掲載されている。実際，筆者がウェブサイトを閲
覧した際にも，英語表記であるにもかかわらず，これらの情報を探すことは容易であった。 
以上のことから，アメリカの大学の学生相談機関の情報発信の特徴をまとめると，多く
の大学で必要性の高い情報が十分に掲載され，かつ，情報にアクセスしやすいということ
ができよう。 
(2) 日本とアメリカの情報発信の差違 
 次に，日米の情報カテゴリーの差異について考察する。森田(1991)やナガモト(1994)の
報告にもあるように，アメリカの大学の学生相談機関では書面による契約やサービスの説
明が重視されている。学生相談機関でどのようなサービスが受けられて，サービスの受け
手にどのような権利があるのか，どのような利益と制限事項があるのかなどが明示される
のが通常の状態であるといえる。「ミッション・ステートメント」は，まさに，このよう
な考え方に沿ったものであり，学生相談機関が機関としてサービスの方針を対外的に宣言
しているものである。「教職員向けガイド」「両親向けガイド」も，こうした方向性に沿
ったものと考えられる。 
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表 4-8 情報カテゴリー数の格差における日本とアメリカの比較 
  
全  体 上位群(a) 下位群(b) 格差の指標 
(a)/(b) 平均 SD 平均 SD 平均 SD 
アメリカ 17.38  4.91 24.50 2.14 9.87 3.10 2.48  
日  本  7.59  3.98 11.11 2.28 1.63 1.05 6.82  
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図4-6 情報カテゴリー数別に見た日本とアメリカの学生相談機関の分布 
アメリカ 
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 ＜平均情報カテゴリー数＞ 
 アメリカ＝17.38 (SD=4.91) 
 日   本＝ 7.59 (SD=3.98) 
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小泉(2002)によれば，アメリカの大学の学生相談機関においては，“Council for the 
Advancement of Standards in Higher Education”（CAS：高等教育における学生サービ
スの発展のための委員会）や“International Association of Counseling Services”
（IACS：国際カウンセリング・サービス協会）の定める学生サービスの基準の与える影響
が大きいという。また，第１章でも触れたように，アメリカでは学生相談機関において研
修中の学生は相談活動における重要なマンパワーであり，多くの来室者にサービスを提供
するためになくてはならない存在である。この点で，日本とは状況が全く異なっている。 
「ピア・サポート」は，日本の大学の学生相談機関でも 10 年以上前から注目されてい
るが（例えば，内野, 2003），アメリカでは情報カテゴリとして抽出されているのに対し
て，日本では抽出されていない（表 4-7）。早坂・佐藤・奥野・阿部（2013）によれば，
2012年度の段階で，学生相談機関がピア・サポートの中心的役割を担っているのは，4年
制大学において 8.3%，短期大学において 4.5%のみであり，現在のところ，広く普及して
いる方法とはいえない。アメリカでは学生相談機関の利用者が多いため，回数を制限した
上で，学生相談機関から他の相談機関，医療機関等へ紹介することが日常の相談活動の前
提となっている。その一つとして，「ピア・サポート」が位置づけられていると考えられ
る。これに対し，日本では学生相談機関が主体となって学生を支えていくという傾向が強
い。 
「リンク先」については，アメリカの学生相談機関では，たいていの場合，膨大なリン
ク先が一覧となって掲載されている。それだけインターネットを利用したリソースがある
ということでもあるが，日本のウェブサイトには，こうした傾向は見られない。ここには，
日本とアメリカのインターネットに対する感覚の相違が表れていると思われる。すなわち，
アメリカでは，必要な情報を提供することが公的機関の責任であり，それを怠ることは責
任を全うしていないとみなされること，また，提示された情報の利用は基本的に自己責任
によるものであると考えられることを反映した結果といえるのではないだろうか。 
一方，日本で同様なことを試みようとした場合，学生相談機関のスタッフは，「リンク
先」として掲載した機関が果たして信用に足る機関であるのかということについて慎重に
判断し，掲載する以上は責任をもって掲載する必要があると考えるのではないだろうか。
まして，学生が「リンク先」を利用するのは基本的にすべて学生の自己責任であるという
考えは，日本の学生相談機関には馴染まないように感じられる。 
また，ウェブサイトに掲載されているサービスの種類が多いこともアメリカの特徴とい
える。実際に学生相談機関において多くのサービスが提供されているために必然的に掲載
される種類も多くなるのだろうが，学生相談機関が提供するサービスについて，情報の受
け手である利用者の側にも一定の理解の枠組みがないと，こうした情報発信の仕方を選択
することにはつながらないであろう。 
 逆に，日本に特徴的なのは，「周辺地図」「画像（内部）」「レイアウト図」といった
画像情報が多いことである。おそらく日本の大学の学生相談機関は，相談に対する心理的
抵抗感，高野・宇留田(2002)のいうところの「心理的コスト」を低減させる効果をねらい，
多くの画像情報を掲載しているものと思われる。学生相談機関のイメージが来室に影響を
及ぼす要因となることは，第２章の研究でも指摘されているが，アメリカでは相談を受け
ることについての心理的抵抗感が日本に比べて小さいため，こうした情報は相対的に重要
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性が低いのであろう。「コラム」や「他の利用形態」などが日本でのみ情報カテゴリーと
して抽出されていることや，よくある相談例を示す「相談内容」がアメリカよりも多いの
も，こうした日本の事情を反映したものであると思われる。 
 なお，「案内」も日本の方が多いが，アメリカの場合，「ミッション・ステートメント」
が「案内」と同様な内容になっている場合もあり，実質的な差はほとんどないと思われる。 
(3) 情報カテゴリー数に見られる差異 
 図 4-6からもわかるように，日米のウェブサイト上に掲載されている情報カテゴリー数
には大きな差がある。そもそも，独自のウェブサイトを持っているかという点でも然りで
あり，アメリカではすべての学生相談機関にウェブサイトがあったのに対し，日本のそれ
は 3 分の 2 程度にとどまっていた。「開室日時」「利用方法」「守秘義務」「建物名」
「電話番号」など，利用するのに必要となる情報において差が大きい点については，日本
の状況に改善の余地があるといえるだろう。 
また，アメリカの学生相談機関の特徴は，相談担当者に関する情報量にも表れている。
アメリカでは，たいていの場合，相談担当者の氏名，専門，略歴などが記されている。ま
た，顔写真があるところも 3分の 1程度ある。これに対し，日本では，相談員の個人的情
報を掲載しない傾向が強い。このことには，外部に対して，相談員個人の匿名性が比較的
高い状態を維持した中で相談活動を行いたいという学生相談機関側の姿勢が表れているよ
うに思われる。 
一方，個人，機関をあわせるとおよそ半数の学生相談機関で電子メールアドレスが公開
されているアメリカの状況と日本のそれとの間には大きな違いがある。今回の研究では，
アメリカでは約 2 割の大学で電子メールに関する注意事項（「E-mail Policy」等）が掲
載されていた。学生相談機関へのアクセシビリティは高めるが，同時に，その効用と注意
点についても周知する必要があるという姿勢の表れなのであろう。先ほど，「リンク先」
について，公的機関としての大学の責任と，情報の受け手としての利用者側の責任という
観点から考察したが，それと同様な考え方がここに反映されているように思われる。日本
の大学の学生相談機関が電子メールの活用についてどのような姿勢を取るのが望ましいか
は，今後，議論を重ねる必要があるが，その際，アメリカの取り組みは参考になるだろう。 
(4) 大学間の格差に見られる差異 
 日米の情報カテゴリー数には 2倍以上の差が見られた。情報カテゴリー数の格差の比較
では，日本の格差の指標が 6.82であったのに対し，アメリカのそれは 2.48にとどまって
いた。アメリカの大学の学生相談機関は平均して情報量が多いのに加え，大学間の格差が
小さい。言い換えれば，アメリカでは，どの大学の学生相談機関のウェブサイトを閲覧し
ても一定の情報が手に入るのに対し，日本では，大学により入手できる情報量に大きな差
があるといえる。研究Ⅴでも指摘したが，おそらく，日米でウェブサイトの管理に費やす
ことができるマンパワーに大きな開きがあること，また，日本のカウンセラーは非常勤職
が多いことも，その大きな要因であろう。大学間の格差の縮小も今後の課題となるだろう。 
(5) 本研究の限界と今後の課題 
本研究では，ウェブサイトの分析から学生相談を分析した。しかし，インターネット上
の情報は日々，変化し続けているため，本研究で得られた知見は時とともに古くなってい
く。これらの問題を解決するためには，間隔を空けて，再度，調査を行うことが必要であ
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る。また，いうまでもないことであるが，学内における地道な相談活動なしに，いくら情
報発信を行ったとしても，本当の意味での学生相談の発展にはつながらない。その意味で，
本研究で得られた知見と実際の学生相談活動との関係について，より臨床場面に近い文脈
の中で検証することが望ましいと考えられる。 
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４-４ 日本およびアメリカの大学の学生相談機関におけるウェブサイトを通じた情報発信
の比較研究（研究Ⅶ） 
 
４-４-１ 目的 
 日本およびアメリカの大学の学生相談機関における近年のウェブサイト活用した情報発
信の変化を比較することで，日本の学生相談の特徴と課題について示唆を得る。 
 
４-４-２ 方法 
(1) 調査の実施 
① 実施時期および調査対象 
 研究Ⅶは，研究Ⅴおよび研究Ⅵで用いたデータと新たに収集されたデータを合わせて行
われた。したがって，日本，アメリカとも第 1期はそれぞれ研究Ⅴ，研究Ⅵの調査対象と
同じである。 
（日本） 
第 1 期（2004 年 2 月～4 月）：『日本学生相談学会会員名簿（2003 年 12 月発刊）』（日本
学生相談学会, 2002）に掲載されている機関会員大学およ
び正会員が所属する 434大学・短期大学 
第 2 期（2013 年 4 月～5 月）：公益財団法人大学基準協会に加盟している 335 大学（公
益財団法人大学基準協会, 2013)。加盟大学は 2013 年 4 月
23 日現在のものであり，調査対象からは株式会社立大学・
大学院大学は除いた。 
（アメリカ） 
第 1 期（2005 年 2 月～5 月）：“National Survey of Counseling Center Directors 
2004”(Gallagher,2004)に回答した 347大学 
第 2 期（2013 年 4 月～5 月）：“National Survey of Counseling Center Directors 
2012”(Gallagher,2012)に回答した 293大学 
② 調査方法 
 研究Ⅴ，研究Ⅵと同様に，インターネットを経由し，各大学の公式ウェブサイトにおけ
る学生相談に関する部署のページを閲覧して情報を収集した。なお，2013 年調査では，
インターネットの普及や情報技術の発達を踏まえ，新たなものも含め 51 情報カテゴリー
を抽出したが，比較の都合上，日本の分析では 25 情報カテゴリーを，アメリカの分析で
は 36情報カテゴリーを，日本とアメリカの比較分析では両者に共通する 16情報カテゴリ
ーを用いた。また，日本との比較をより細かく行うために，研究Ⅵのアメリカの研究では
用いなかった情報カテゴリー（「基礎知識」）もデータに組み入れた。 
 
４-４-３ 結果 
(1) 分析の対象となった大学の概要 
日本については，ウェブサイトに学生相談機関の情報が確認された大学を分析の対象と
した。具体的には，2004 年調査は 242 大学（2003 年 5 月 1 日現在の大学・短期大学数
1227 の 19.7％），2013 年調査は 315 大学（2012 年 5 月 1 日現在の 4 年制大学数 783 の
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40.2％）である。日本の大学総数については，文部科学省（2004），文部科学省（2013）
による。 
アメリカについては，アメリカ本国に本部があり，ウェブサイトに学生相談機関の名称
が確認された大学を分析の対象とした。具体的には，2005 年調査は 331 大学（2005 年秋
における全米 4253 大学の約 7.8％に相当），2013 年度は 282 大学（2012 年秋における全
米 4726 大学の約 6.0%に相当）である。全米の大学総数については，National Center 
for Education Statistics(2006），National Center for Education Statistics(2013）
による。 
分析対象となった大学を大学規模別（学部学生数 5000 人以下を小規模，5001～10000
人を中規模，10001 人以上を大規模に分類），設置形態別に整理したものが表 4-9，表 4-
10である。 
研究Ⅶでは，学生相談学会による「学生相談機関に関する調査」の区分を参考にしつつ，
大学総数に対する大学規模別の構成比が両国とも小規模 70～80%，中規模 10%前後，大規
模 10%前後とほぼ等しくなる区分として，上記の区分を用いた。なお，学生相談学会の調
査では学生数 1000 人以下という区分があり，研究Ⅳではこの区分を用いているが，今回
調査対象となったアメリカの大学には学生数 1000 人以下の大学が非常に少なかったため，
この区分は用いなかった。 
表 4-9，4-10に基づき，研究Ⅶにおいて分析対象となった大学の規模を日本とアメリカ
で比較すると，日本は小規模・中規模の大学が占める割合が相対的に高く，アメリカは大
規模大学の占める割合が相対的に高いことがわかる。また，日本の中規模・大規模大学の
かなりの割合が本研究の分析対象となっているのに対し，アメリカの小規模大学はごく一
部しか本研究の分析対象となっていないなどの差異がある。 
(2) 日本の 2004年と 2013年の比較 
2004 年調査と 2013 年調査について，情報カテゴリー別に掲載率を比較した（表 4-11）。
その結果，「開室日時」「利用方法」「守秘義務」「電話番号」「建物の内部の画像」はいず
れも 10 ポイント以上増えていたのに対し，「典型的な相談内容」は 63.6%から 42.9%へと
10ポイント以上減っていた。 
3 分の 2 以上の学生相談機関が掲載する情報カテゴリーをリストアップしたところ，
2004 年調査では「案内・説明」のみであったが，2013 年調査では，それに加えて「開室
日時」「利用方法」「守秘義務」「建物名・所在地」が該当した。 
また，各情報カテゴリーの平均掲載率を求めたところ，30.4%から 34.4%へと 4.0 ポイ
ント増加していた。大学ごとに情報カテゴリー数の和を求め，その総和を大学数で割った
平均値（以下，「情報量」とする。）を求めたところ，その増加率は 11.8%であり，また，
情報量の標準偏差は 4.49から 4.30へと若干の減少が見られた（表 4-11下段）。 
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表 4-9  調査別に見た大学規模別大学数 
    
小規模大学 
(-5000 人） 
中規模大学 
(5001-10000 人) 
大規模大学 
(10001 人-) 
計 
日
本 
2004 年調査 141 62 39 242 
2013 年調査 206 46 63 315 
大学数(2003 年 5月) 543 97 62 702 
大学数(2012 年 5月） 618 102 63 783 
ア
メ
リ
カ 
2005 年調査 129 59 143 331 
2013 年調査 120 67 95 282 
大学数(2005 年秋) 3277 484 492 4253 
大学数(2012 年秋) 3630 508 588 4726 
 
 
 
 
表 4-10  調査別に見た設置形態別大学数 
    国立 公立 私立 計 
日
本 
2004 年調査 43 7 192 242 
2013 年調査 19 34 262 315 
大学数(2003 年 5月) 100 76 526 702 
大学数(2012 年 5月） 86 92 605 783 
ア
メ
リ
カ 
2005 年調査 ------ 174 157 331 
2013 年調査 ------ 133 149 282 
大学数(2005 年秋) ------ 1675 2578 4253 
大学数(2012 年秋) ------ 1623 3103 4726 
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表 4-11 日本の学生相談機関における各情報カテゴリーの掲載率 
  2004年調査(N=242) 2013年調査(N=315) 掲載率の増減 
（2013年-2004年）   掲載あり 掲載率 掲載あり 掲載率 
独自ページ 153 63.2% 186 59.0% -4.2  
案内・説明 220 90.9% 303 96.2% 5.3  
開室日時 158 65.3% 246 78.1% 12.8  
利用方法 121 50.0% 242 76.8% 26.8  
費用 36 14.9% 52 16.5% 1.6  
守秘義務 138 57.0% 226 71.7% 14.7  
建物名・所在地 147 60.7% 221 70.2% 9.5  
周辺地図 39 16.1% 56 17.8% 1.7  
電話番号 116 47.9% 201 63.8% 15.9  
メールアドレス 49 20.2% 87 27.6% 7.4  
典型的な相談内容 154 63.6% 155 49.2% -14.4  
ワークショップ・催し 49 20.2% 47 14.9% -5.3  
カウンセラー名 94 38.8% 115 36.5% -2.3  
専門性・経歴 81 33.5% 135 42.9% 9.4  
建物の外観の画像 33 13.6% 26 8.3% -5.3  
建物の内部の画像 58 24.0% 111 35.2% 11.2  
レイアウト図 23 9.5% 54 17.1% 7.6  
関連する相談資源のリンク 7 2.9% 11 3.5% 0.6  
他の利用形態 45 18.6% 61 19.4% 0.8  
心理テスト 41 16.9% 56 17.8% 0.9  
お知らせ 24 9.9% 49 15.6% 5.7  
コラム 18 7.4% 49 15.6% 8.2  
沿革 13 5.4% 4 1.3% -4.1  
利用統計 11 4.5% 10 3.2% -1.3  
基礎知識 11 4.5% 8 2.5% -2.0  
平均掲載率 ――― 30.4% ――― 34.4% 4.0  
情報量 
平均 SD 平均 SD 増加率 
7.60 4.49 8.53 4.30 11.8% 
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上記のような増減が 2004年調査と 2013 年調査の調査対象の違いによる結果である可能
性を検討するために，両調査に共通して分析対象になった 141大学を取り出して比較した
ところ，掲載率が 8.2 ポイント増加していた。情報量の増加率は 24.1%であり，また，情
報量の標準偏差は 4.39 から 4.14 へと若干の減少が見られた（表 4-12）。全体で減少傾向
が見られた「典型的な相談内容」について比較したところ，2004年調査では 74.5%，2013
年調査では 64.5%が掲載しており，掲載率はやはり 10ポイント減少していた。 
大学規模別，設置形態別に情報量の比較を行った（図 4-7，図 4-8）。その結果，大学規
模にかかわらず，2013 年調査時の情報量が多かった。大学規模別では，大規模大学の情
報量が最も多く，次いで中規模大学，小規模大学の順となっていた。情報量の伸びでは，
中規模大学の伸びが相対的に大きく，次いで大規模大学，小規模大学の順となっていた。
設置形態別では，国立大学の情報量が最も多く，次いで私立大学，公立大学の順となって
いた。情報量の伸びでは，私立大学の伸びが相対的に大きく，次いで，国立大学，公立大
学の順となっていた。 
(3) アメリカの 2005 年と 2013年の比較 
 2005年調査と 2013年調査について，情報カテゴリー別に掲載率を比較した（表 4-13）。
「利用方法」「費用」「守秘義務」「緊急時連絡先」「典型的な相談内容」「他機関へのリフ
ァー」「カウンセラーの顔写真」「図書・資料の所蔵」「両親向けガイド」「学生の研修」
「ＦＡＱ」「基礎知識」はいずれも 10 ポイント以上増えていた。逆に，「ワークショッ
プ・催し」は 54.7%から 44.3%へと 10 ポイント以上減っていた。3 分の 2 以上の学生相談
機関が掲載していた情報カテゴリーをリストアップしたところ，2005 年調査では「独自
ページ」「案内・説明」「開室日時」「利用方法」「守秘義務」「建物名・所在地」「電話番号」
「緊急時連絡先」「カウンセラー名」「カウンセラーの専門性」「関連する相談資源のリン
ク」の 11情報カテゴリーであったのに対し，2013年調査では「費用」が加わり，12情報
カテゴリーが該当した。情報の掲載率では，48.2%から 55.1%へと 6.9 ポイント増加して
いた。情報量の増加率は 14.4%であり，また，情報量の標準偏差は 4.91 から 5.71 へと若
干増加していた（表 4-13下段）。日本の分析と同様に，両調査に共通して分析対象となっ
た 101大学を取り出して比較したところ，情報の掲載率が 50.3%から 61.0%へと 10.7ポイ
ント増加していた。情報量の増加率は 21.5%であり，情報量の標準偏差は 4.77 から 4.95
へと若干増加していた（表 4-14）。全体で減少傾向が見られた「ワークショップ・催し」
について比較したところ，2005年調査で 54.5%，2013年調査では 56.4%が掲載しており，
掲載率に減少傾向は見られなかった。 
大学規模別，設置形態別に情報量の比較を行った（図 4-9，図 4-10）。大学規模・設置
形態にかかわらず，2013 年調査の情報量が多かった。大学規模別では，大規模大学が最
も多く，次いで，中規模大学，小規模大学の順となっていた。情報の伸びでは，大規模大
学が大きく，次いで，中規模大学，小規模大学の順となっていた。設置形態別では公立大
学の情報量が私立大学より多く，また，情報量の伸びも公立大学が私立大学より大きかっ
た。 
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表 4-12 日本の学生相談機関における各情報カテゴリーの掲載率 
（2004年調査および 2013年調査に共通する 141大学の比較） 
  2004年調査 2013年調査 掲載率の増減 
（2013年-2004年）   掲載あり 掲載率 掲載あり 掲載率 
独自ページ 94  66.7% 106  75.2% 8.5  
案内・説明 131  92.9% 134  95.0% 2.1  
開室日時 101  71.6% 123  87.2% 15.6  
利用方法 80  56.7% 119  84.4% 27.7  
費用 24  17.0% 33  23.4% 6.4  
守秘義務 85  60.3% 112  79.4% 19.1  
建物名・所在地 98  69.5% 110  78.0% 8.5  
周辺地図 24  17.0% 37  26.2% 9.2  
電話番号 73  51.8% 109  77.3% 25.5  
メールアドレス 25  17.7% 40  28.4% 10.7  
典型的な相談内容 105  74.5% 91  64.5% -10.0  
ワークショップ・催し 37  26.2% 30  21.3% -4.9  
カウンセラー名 57  40.4% 64  45.4% 5.0  
専門性・経歴 46  32.6% 68  48.2% 15.6  
建物の外観の画像 17  12.1% 18  12.8% 0.7  
建物の内部の画像 38  27.0% 62  44.0% 17.0  
レイアウト図 13  9.2% 31  22.0% 12.8  
関連する相談資源のリンク 5  3.5% 10  7.1% 3.6  
他の利用形態 34  24.1% 42  29.8% 5.7  
心理テスト 29  20.6% 33  23.4% 2.8  
お知らせ 16  11.3% 32  22.7% 11.4  
コラム 11  7.8% 32  22.7% 14.9  
沿革 7  5.0% 2  1.4% -3.6  
利用統計 5  3.5% 7  5.0% 1.5  
基礎知識 8  5.7% 6  4.3% -1.4  
平均掲載率 ――― 33.0% ――― 41.2% 8.2  
情報量 
平均 SD 平均 SD 増加率 
8.25 4.39 10.29 4.14 24.1% 
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図4-7 大学規模別に見た情報量の比較（日本） 
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図4-8 設置形態別に見た情報量の比較（日本） 
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表 4-13 アメリカの学生相談機関における情報カテゴリーの掲載率 
情報カテゴリー 
2005年調査（N=331） 2013年調査（N=282） 掲載率の増減 
（2013年-2005年） 掲載あり 掲載率 掲載あり 掲載率 
独自ページ 331 100.0% 279 98.9% -1.1  
案内・説明 241 72.8% 231 81.9% 9.1  
開室日時 283 85.5% 241 85.5% 0.0  
利用方法 242 73.1% 249 88.3% 15.2  
費用 198 59.8% 213 75.5% 15.7  
守秘義務 276 83.4% 265 94.0% 10.6  
建物名・所在地 315 95.2% 252 89.4% -5.8  
ミッション・ステートメント 138 41.7% 130 46.1% 4.4  
電話番号 325 98.2% 269 95.4% -2.8  
メールアドレス 159 48.0% 148 52.5% 4.5  
FAX番号 128 38.7% 111 39.4% 0.7  
緊急時連絡先 222 67.1% 228 80.9% 13.8  
電子メールポリシー 63 19.0% 47 16.7% -2.3  
典型的な相談内容 133 40.2% 165 58.5% 18.3  
サービス一覧 128 38.7% 113 40.1% 1.4  
カウンセリング一般 124 37.5% 97 34.4% -3.1  
個人カウンセリング 178 53.8% 149 52.8% -1.0  
グループ 205 61.9% 162 57.4% -4.5  
アウトリーチ 109 32.9% 119 42.2% 9.3  
コンサルテーション 138 41.7% 108 38.3% -3.4  
精神科医の診察 51 15.4% 69 24.5% 9.1  
他機関へのリファー 71 21.5% 129 45.7% 24.2  
ワークショップ・催し 181 54.7% 125 44.3% -10.4  
カウンセラー名 277 83.7% 252 89.4% 5.7  
カウンセラーの専門性 268 81.0% 243 86.2% 5.2  
カウンセラーの顔写真 107 32.3% 154 54.6% 22.3  
建物の外観の画像 65 19.6% 54 19.1% -0.5  
関連する相談資源のリンク 259 78.2% 225 79.8% 1.6  
図書・資料の所蔵 47 14.2% 88 31.2% 17.0  
ピア・サポート 29 8.8% 26 9.2% 0.4  
学生リファーの方法 77 23.3% 87 30.9% 7.6  
教職員向けガイド 119 36.0% 126 44.7% 8.7  
両親向けガイド 69 20.8% 104 36.9% 16.1  
学生の研修 74 22.4% 99 35.1% 12.7  
ＦＡＱ 79 23.9% 132 46.8% 22.9  
基礎知識 36 10.9% 108 38.3% 27.4  
平均掲載率 ――― 48.2% ――― 55.1% 6.9  
情報量 
平均 SD 平均 SD 増加率 
17.36  4.91 19.85  5.71 14.4% 
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表 4-14 アメリカの学生相談機関における各情報カテゴリーの掲載率 
（2005年調査および 2013年調査に共通する 101大学の比較） 
情報カテゴリー 
2005年調査 2013年調査 掲載率の増減 
（2013年-2005年） 掲載あり 掲載率 掲載あり 掲載率 
独自ページ 101  100.0% 101 100.0% 0.0  
案内・説明 69  68.3% 86 85.1% 16.8  
開室日時 86  85.1% 90 89.1% 4.0  
利用方法 77  76.2% 97 96.0% 19.8  
費用 67  66.3% 79 78.2% 11.9  
守秘義務 88  87.1% 96 95.0% 7.9  
建物名・所在地 99  98.0% 95 94.1% -3.9  
ミッション・ステートメント 44  43.6% 45 44.6% 1.0  
電話番号 101  100.0% 98 97.0% -3.0  
メールアドレス 48  47.5% 48 47.5% 0.0  
FAX番号 46  45.5% 46 45.5% 0.0  
緊急時連絡先 70  69.3% 89 88.1% 18.8  
電子メールポリシー 21  20.8% 21 20.8% 0.0  
典型的な相談内容 42  41.6% 60 59.4% 17.8  
サービス一覧 48  47.5% 44 43.6% -3.9  
カウンセリング一般 38  37.6% 39 38.6% 1.0  
個人カウンセリング 56  55.4% 64 63.4% 8.0  
グループ 62  61.4% 69 68.3% 6.9  
アウトリーチ 32  31.7% 49 48.5% 16.8  
コンサルテーション 46  45.5% 51 50.5% 5.0  
精神科医の診察 23  22.8% 38 37.6% 14.8  
他機関へのリファー 25  24.8% 57 56.4% 31.6  
ワークショップ・催し 55  54.5% 57 56.4% 1.9  
カウンセラー名 86  85.1% 91 90.1% 5.0  
カウンセラーの専門性 84  83.2% 91 90.1% 6.9  
カウンセラーの顔写真 41  40.6% 62 61.4% 20.8  
建物の外観の画像 18  17.8% 23 22.8% 5.0  
関連する相談資源のリンク 79  78.2% 86 85.1% 6.9  
図書・資料の所蔵 15  14.9% 33 32.7% 17.8  
ピア・サポート 10  9.9% 11 10.9% 1.0  
学生リファーの方法 26  25.7% 40 39.6% 13.9  
教職員向けガイド 36  35.6% 55 54.5% 18.9  
両親向けガイド 27  26.7% 45 44.6% 17.9  
学生の研修 25  24.8% 51 50.5% 25.7  
ＦＡＱ 27  26.7% 59 58.4% 31.7  
基礎知識 10  9.9% 52 51.5% 41.6  
平均掲載率 ――― 50.3% ――― 61.0% 10.7  
情報量 
平均 SD 平均 SD 増加率 
18.10  4.77  21.96  4.95  21.5% 
 
 
118 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
15.6  
17.1  
19.1  
17.4  17.1  
20.0  
23.3  
19.9  
0.0
5.0
10.0
15.0
20.0
25.0
小規模大学 中規模大学 大規模大学 平均 
図4-9 大学規模別に見た情報量の比較(アメリカ) 
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図4-10 設置形態別に見た情報量の比較(アメリカ) 
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(4) 日本とアメリカの比較 
 前節までに分析した日本とアメリカの変化をもとに両者を比較すると，日本は 10 ポイ
ント以上増えていた情報カテゴリーが 5 個，アメリカでは 12 個であり，両者には 7 個の
差が見られた。一方，10 ポイント以上減少していた情報カテゴリーは両者とも 1 個であ
り，差は見られなかった。また，掲載率では，日本は 4.0 ポイントの増加，アメリカは
6.9ポイントの増加であり，掲載率の増加において 2.9ポイントの差があった。 
情報量においては，日本は 11.8%の増加率，アメリカは 14.4%の増加率であり，2.6 ポ
イントの差があった。ただし，情報量の標準偏差の増減では，日本は減少する傾向が見ら
れたのに対し，アメリカは増加する傾向が見られた。 
日本とアメリカに共通する 16 情報カテゴリーを比較したところ，日本の掲載率は 4.4
ポイントの増加，アメリカは 5.8 ポイントの増加であった（表 4-15）。また，これらの
情報量の増加率では，日本は 10.8%，アメリカは 9.0%であり，日本が若干大きかった。
2013 年調査における掲載率を比較したところ，「案内・説明」のみ日本が多い以外はす
べてアメリカの方が多く，特に，「独自ページ」「費用」「電話番号」「カウンセラー名」
「カウンセラーの専門性」「関連する相談資源のリンク」「基礎知識」は 30 ポイント以
上の差が見られた。 
 
４-４-４ 考察 
(1) 日本の近年の傾向について 
 日本は情報カテゴリーの掲載率においても，情報量においても，また，3 分の 2 以上の
大学が掲載している情報カテゴリー数においても増加が見られた。両調査ともに対象とな
った学生相談機関においても増加が見られたことからも，約 10 年で学生相談機関のウェ
ブサイトは確実に充実してきたとみてよいだろう。また，情報量の標準偏差に若干の減少
が見られたことから，大学間の格差が縮まった可能性も考えられる。多くの大学において，
「案内・説明」「開室日時」「利用方法」「守秘義務」「建物名・所在地」が掲載されるよう
になったことは，ウェブサイト上で利用に必要な情報を確認できることを意味し，総じて
利用しやすさが高まったといえる。 
一方，「典型的な相談内容」については減少傾向が見られた。これについては，学生相
談機関の役割について利用者の理解度が高まり掲載する必要性が低まった，他の情報が増
える中で全体的なバランスの関係で削減された，などの可能性が考えられよう。 
大学規模別・設置形態別の比較からは，すべての規模の大学で増加が見られ，中でも中
規模大学の充実および私立大学の充実が目立つことを指摘した。図 4-11（第 1章の図 1-1
の再掲），図 4-12 は，本研究に該当する期間の学生相談機関に関する調査報告（大島・
林・三川・峰松・塚田,2004；大島・青木・駒込・楡木・山口,2007；吉武・大島・池田・
高野・山中・杉江・岩田・福盛・岡,2010；早坂・佐藤・奥野・阿部,2014）をもとに，
「実質カウンセラー数（週の勤務時間数 40 時間でカウンセラー1 名とみなした人数）」を
グラフ化したものである。 
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表 4-15 共通情報カテゴリーの掲載率による日本とアメリカの比較 
  日本   アメリカ   2013 年調査の 
掲載率の差 
（日本-アメリカ）  
2004 年調査 2013 年調査 掲載率の 
増減 
 
2005 年調査 2013 年調査 掲載率の 
増減 
 
  掲載率 掲載率   掲載率 掲載率   
独自ページ 63.2% 59.0% -4.2  
 
100.0% 98.9% -1.1  
 
-39.9  
案内・説明 90.9% 96.2% 5.3  
 
72.8% 81.9% 9.1  
 
14.3  
開室日時 65.3% 78.1% 12.8  
 
85.5% 85.5% 0.0  
 
-7.4  
利用方法 50.0% 76.8% 26.8  
 
73.1% 88.3% 15.2  
 
-11.5  
費用 14.9% 16.5% 1.6  
 
59.8% 75.5% 15.7  
 
-59.0  
守秘義務 57.0% 71.7% 14.7  
 
83.4% 94.0% 10.6  
 
-22.2  
建物名・所在地 60.7% 70.2% 9.4  
 
95.2% 89.4% -5.8  
 
-19.2  
電話番号 47.9% 63.8% 15.9  
 
98.2% 95.4% -2.8  
 
-31.6  
メールアドレス 20.2% 27.6% 7.4  
 
48.0% 52.5% 4.4  
 
-24.9  
典型的な相談内容 63.6% 49.2% -14.4  
 
40.2% 58.5% 18.3  
 
-9.3  
ワークショップ・催し 20.2% 14.9% -5.3  
 
54.7% 44.3% -10.4  
 
-29.4  
カウンセラー名 38.8% 36.5% -2.3  
 
83.7% 89.4% 5.7  
 
-52.9  
カウンセラーの専門性 33.5% 42.9% 9.4  
 
81.0% 86.2% 5.2  
 
-43.3  
建物の外観の画像 13.6% 8.3% -5.4  
 
19.6% 19.1% -0.5  
 
-10.9  
関連する相談資源のリンク 2.9% 3.5% 0.6  
 
78.2% 79.8% 1.6  
 
-76.3  
基礎知識 4.5% 2.5% -2.0  
 
10.9% 38.3% 27.4  
 
-35.8  
掲載率の平均 40.5% 44.9% 4.4    67.8% 73.6% 5.8    -28.7  
情報量 
平均 
(SD) 
平均 
(SD) 
増加率   
平均 
(SD) 
平均 
（SD） 
増加率   
 6.43 
(3.58) 
7.24 
(3.26) 
10.8%   
11.06 
(2.48) 
11.93  
(2.26) 
9.0%   
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これらの図を見ると，中大規模大学，大規模大学は「実質カウンセラー数」が増加して
2.13  
2.36  
2.49  
3.06  
1.26  1.34  
1.67  
1.77  
0.63  0.72  
0.84  0.77  
0.38  0.33  0.36  0.25  
0.93  
1.03  1.05  
1.15  
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
2003 2006 2009 2012
実
質
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
数 
図4-11 大学規模別に見た実質カウンセラー数の推移（日本） 
大規模大学(10001-) 
中大規模大学(5001-10000) 
中小規模大学(1001-5000) 
小規模大学(-1000) 
平均 
1.4  
1.5  
1.6  
1.5  
0.5  
0.4  
0.5  
0.5  
0.9  
1.0  
1.0  
1.2  
0.9  
1.0  
1.1  1.2  
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2003 2006 2009 2012
実
質
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
数 
図4-12 設置形態別に見た実質カウンセラー数の推移（日本） 
国立大学 
公立大学 
私立大学 
平均 
122 
 
いるのに対し，中小規模大学，小規模大学は増加傾向が見られないのがわかる。また，公
立大学においても増加が見られない。ウェブサイトの管理にはマンパワーが必要とされる
ことを考えれば，実質カウンセラー数の傾向とウェブサイトの充実の傾向にある程度の一
致が見られるのはうなずける。 
研究Ⅳにおいて，「活動充実型」の学生相談機関のみ「発展」に寄与する要因が見られ
たなかったが，同様に，大規模大学の情報量の伸びが中規模より小さいのは，大規模大学
のウェブサイトは一定程度の整備状況に達しており，情報量を増やす必然性が低いことを
表しているのかもしれない。 
(2) アメリカの近年の傾向について 
本研究の結果から，日本と同様，アメリカの学生相談機関のウェブサイトの充実度も高
まっているとみてよいだろう。ただし，アメリカでは情報量の標準偏差は若干増加する傾
向が見られ，大学間の格差が広がっている可能性も考えられる。 
「ワークショップ・催し」については減少傾向が見られたが，両調査ともに分析対象と
なっていた学生相談機関で比べると減少傾向は見られなかった。学生相談により力を入れ
ている学生相談機関はこうした調査に欠かさず回答する可能性が高い。このため，これら
の大学において「ワークショップ・催し」の減少傾向が見られなかったのかもしれない。
もっとも，実際に「ワークショップ・催し」が減少傾向にある可能性や，他の情報の掲載
が増えたために「ワークショップ・催し」の情報の掲載が少なくなった可能性も考えられ
る。筆者がウェブサイトを閲覧した印象では，かつては「ワークショップ・催し」として
行われていた活動が他の部署に移管されているケースが多かったように感じられた。例え
ば，性的マイノリティや性被害に関する情報は，2013 年調査においては学生相談機関か
らリンクが張られた別の部署で独立して扱われている場合も多かった。本研究では，こう
した情報は学生相談機関が掲載する情報として扱っていないため，結果として「ワークシ
ョップ・催し」の減少につながったのかもしれない。 
大学規模別・設置形態別の比較からは，大規模大学および公立大学の充実が目立つこと
を指摘した。アメリカの場合，公立大学は大規模大学，私立大学は小規模大学である場合
が多いため，これには公立の大規模大学における充実の影響が大きいものと思われる。図
4-13（第 1 章の図 1-2 の再掲）は，Gallagher(2011,2012,2013,2014）をもとに，アメリ
カにおける常勤相当のカウンセラー数の推移をまとめたものである。本研究の調査時期お
よび大学規模の区分と一致しているわけではないので，その見方には注意が必要であるが，
この図からは，最近の傾向として，大規模大学のカウンセラー数は充実傾向にあるが，そ
れ以外の大学では現状維持ないし減少の傾向にあることがうかがえる。アメリカにおける
情報の掲載率の増加，情報量の増加は，特に，大規模大学における人的資源の充実を背景
とした取り組みが反映していることが考えられる。 
(3) 日本の学生相談への示唆 
近年の社会の変化を見れば，ウェブサイトを通じた情報発信が増えることは当然の流れ
といえる。しかし，調査を行った時期の日本とアメリカにおけるインターネットの利用状
況には差はない。 
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具体的には，日本のインターネット人口の普及率は 2004年時に 62.39%，2013年時には
86.25%であり，アメリカのそれは 2005 年時に 67.97％，2013 年時に 84.20%とほぼ同様で
ある（International Telecommunication Union,2014）。それでは，両者の差はなぜ縮ま
っていないのだろうか。 
この点について，筆者は，日本とアメリカでは学生相談機関の常勤相当のカウンセラー
数など，マンパワー面での差が依然として大きいことが主な要因であると考えている。図
4-11～図 4-12 にも示したが，2012 年度の日本の 4 年制大学における学生相談機関の実質
カウンセラー数は 1.2 人であり，また，カウンセラーの 69.5％は非常勤職である（早
坂・佐藤・奥野・阿部, 2013; 早坂・佐藤・奥野・阿部, 2014)。非常勤カウンセラーの
場合，ウェブサイトの管理は業務に含まれていない場合も多いと思われ，直接的な相談業
務ではないウェブサイトの整備には限界がある。 
一方，アメリカの学生相談機関では，International Association of Counseling 
Services の認証を受けるためには，最低 2 名の常勤相当のカウンセラー（full time 
equivalent counselor）を配置する必要があるし（ International Association of 
Counseling Services, 2013），1 大学当たりの常勤相当のカウンセラーは 6.2 人となって
いる（図 4-13）。このような差がウェブサイトの整備に反映しているであろう。 
本研究の結果からは，アメリカでは「カウンセラーの名前」「カウンセラーの専門性」
など，カウンセラー個人に関する情報がかなり公開される傾向にあるのに対し，日本は対
極的で非公開とする傾向が依然として強いことも指摘できる。研究Ⅵでも触れたが，筆者
の印象では，日本では，インターネット等の情報技術と学生相談を結びつけることにため
らいがあり，また，相談活動においても，明らかに必要性が高い場合を除き，カウンセラ
ーの個別の情報は提示しないというスタンスが一般的であると感じられる。こうした「カ
ウンセラーの匿名性保持への志向性」とでもいうべき意識がウェブサイトに掲載する情報
の選択に表れているように思う。 
また，アメリカでは約 3分の 1の学生相談機関が「ＦＡＸ番号」を掲載しているのに対
し，日本では掲載されていることはまれである（日本の調査における情報カテゴリーとし
ては抽出していないが，2013 年調査における掲載率は 5.1%であった。）。連絡手段という
観点で見れば，「メールアドレス」の掲載も同様で，2013 年調査において日本とアメリカ
には 24.9 ポイントと比較的大きな差があり，日本は掲載がきわめて少ない。こうした点
にも両者の学生相談に対する考え方の差異が反映されているように思われる。 
研究Ⅴでも触れたとおり，学生相談領域においてもメールを用いた実践に関する研究は
見られるが，全体的に，その活用については消極的である印象を受ける。日本の学生相談
は活動時間外に連絡が入る，あるいは，相談員の対応可能な範囲や予測の範囲を超える可
能性があるメールやＦＡＸといったコミュニケーション手段の利用には慎重である。これ
と同様な例として，アメリカでは学生相談機関のウェブサイトに「緊急時連絡先」が掲載
されていることが多い（2013年調査で 80%以上が掲載している）が，日本ではまず見られ
ないことがあげられる（日本の調査における情報カテゴリーとしては抽出されないが，
2013 年調査における掲載率は 1.3%であった。）。非常勤カウンセラーが多い日本の場合は
責任範囲がかなり限定されるために，ある意味，当然のことであるが，こうした「相談の
枠組みの重視」とでもいうべき意識がウェブサイトに掲載する情報の選択に表れていると
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思われる。 
しかし，筆者は日本もアメリカにならってウェブサイトを早急に充実させ，原則として
様々な情報を公開し，発信すべきだと考えているわけではない。日本の多くの大学におけ
る学生相談機関の組織的・人的基盤の弱さを考えれば，「相談員の匿名性保持への志向性」
と「相談の枠組みの重視」は，むしろ，その専門性の形成を支え，相談活動の充実に寄与
してきたものと思われる。こうした学生相談のあり方は，第１章でも触れた日本における
学生相談が歴史的に形成してきた固有の発展状況に基づく特徴であるとみなすことができ
よう。また，それは同時に日本の学生相談機関のカウンセラーが受けてきた臨床心理学を
中心とする専門教育のあり方を反映したものでもあるだろう。 
単に，ウェブサイトを充実させることを目指すのではなく，情報の掲載状況を吟味する
こと，すなわち，なぜある情報を掲載し，なぜ別の情報は掲載しないのかと考えることに
より，我々の日々の実践のあり方を見つめ直す新たな視点が得られるのではないだろうか。
また，日々の実践と並行して，他の大学の学生相談の状況を把握し，それを自らの所属す
る大学における学生相談の状況と比較することは労力的にもなかなか難しい。その点，ウ
ェブサイトを通じた比較であれば，時間的，労力的に容易に実施できる。学生相談機関の
ウェブサイトを相互に比較することにより，自らの所属する大学の学生相談の現状と課題
についての示唆を得ることも可能ではないだろうか。 
(4) 本研究の限界と今後の課題 
本研究は，ウェブサイトを外部からのみ分析したものであり，大学の中から見たウェブ
サイトの位置づけや在籍する学生・教職員などの利用者から見たウェブサイトの有用性と
いった観点は含まれていない。今後は，こうした観点からも研究を行う必要がある。また，
分析対象大学が当該国全体の学生相談機関の状況を反映している程度や，大学規模・設置
形態の区分として両国に同一基準を用いることから生ずる限界についても留意する必要が
ある。 
 
４-５ 第４章のまとめ 
研究Ⅴでは，日本の大学の学生相談機関を対象にウェブサイトにおける情報発信の状況
を調査し，その特徴と課題について分析した。その結果，日本の学生相談機関は利用に必
要な情報が掲載されていない場合もあり，ウェブサイトの整備が必要であると考えられる
ことを指摘した。また，ウェブサイトが充実している学生相談機関とそうでない学生相談
機関に分かれる傾向にあること，ウェブサイトの整備には大学の規模が関連していると考
えられることが見出された。 
研究Ⅵでは，アメリカの大学の学生相談機関を対象にウェブサイトにおける情報発信の
状況を調査し，その特徴の分析と日本との比較を行った。その結果，日本とアメリカでは
ウェブサイトに掲載する情報の種類に差異があること，また，日本はアメリカに比べて情
報量がきわめて少なく，かつ，情報量の格差が大きいことを指摘した。 
研究Ⅶでは，日本とアメリカの大学の学生相談機関について，研究Ⅴおよび研究Ⅵから
およそ 10 年間を経た時点におけるウェブサイトの整備状況を調査し，比較，検討した。
その結果，全体として，日本の学生相談機関のウェブサイトは充実したが，アメリカも同
様に充実しており，両者の差は縮まっていないこと，しかし，日本は大学間の格差が若干
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減少した可能性があるが，アメリカは逆に若干拡大した可能性があることが見出された。
また，日本とアメリカで掲載される割合に大きな差がある情報の種類についての考察から，
日本の学生相談機関のあり方が持つ特徴について示唆を得た。 
 
  
127 
 
第５章 総合考察 
 
５-１ はじめに 
 本研究では，日本の学生相談の発展に影響を与える要因について，第１章において，過
去から現在に至る歴史的経緯から，第２章において，利用促進という視点から，第３章に
おいて，組織としての学生相談機関という視点から，そして，第４章において，ウェブサ
イトの活用状況の分析という視点から検討を加えた。その結果，学生相談活動および学生
相談機関の発展について様々な知見が得られた。 
 本章では，本研究において得られた成果を振り返り，今後の学生相談活動の実践のさら
なる発展に寄与するよう得られた知見をまとめることとしたい。 
 
５-２ 学生相談の発展の歴史的経緯の概観から 
 第１章では，日本の大学における学生相談の発展について理解するために，まず，その
導入の契機となったアメリカにおける学生相談の発展の経緯に着目し，考察を加えた。 
 アメリカの大学においても，現在のような常勤相当のカウンセラーを多数抱える学生相
談体制がもとからあったわけではない。初期においては，教員や医師，ソーシャルワーカ
ーなど既存の専門職との専門性の棲み分けについての努力がなされ，歴史とともに，学内
外においてその役割が認識され，専門性が確立していった。その活動の中心も，職業カウ
ンセリングにウェイトが大きい学生相談から心理的な問題に対するカウンセリングにウェ
イトが大きい学生相談へと変遷していった。 
 当然のことながら，その発展は，学生相談機関の関係者の努力がなければもたらされな
かったわけであるが，一方で，それは大学内部の要因のみに支えられてきたわけではない
と考えられた。大きな外的要因として，戦争や不況，さらには旧ソ連との対立，心理テス
トや計量心理学などの心理学全体の学問的発展，人間的な成長により幸福がもたらされる
というアメリカ社会の時代的な空気といった様々な外的な要因が学生相談全体の発展に大
きな影響を与えていたことを指摘した。 
 そして，その後のアメリカの経済状況の停滞に伴い，学生相談機関にも予算削減や費用
対効果と説明責任を求める波が押し寄せることとなった。それと同時期に高等教育の大衆
化を背景に様々なタイプの学生が大学に入学してくるようになった。こうした状況に伴い，
学生相談機関では利用者数が増加するとともに，複雑化，多様化した相談に対応するため
に，大学コミュニティを対象としたサービスの提供にウェイトを移していくこととなった。
このようにアメリカの学生相談は社会的な影響も強く受けながら発展してきたと見ること
ができる。 
 一方，日本の学生相談は，在籍する学生全体を対象にした「学生助育」を理想と掲げて
スタートしたが，国立大学すべてを対象とした学生相談室設置の頓挫や，保健管理センタ
ーの設置，さらには，その後の激化する学生運動の影響を大きく受け，活動は停滞せざる
を得ない状況となった。活動としては，来室する学生に対する個人心理療法をベースにし
た相談活動ウェイトが移り，これに加えて，エンカウンターグループなどのグループ活動
も行われるようになった。 
 その後，日本における学生相談の専門性確立のために，様々な学生相談モデルが模索さ
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れ，提案された。それらのモデルに共通しているのは，教育の一環としての学生相談の専
門性を学内にいかにして根付かせるかといった課題であった。一方，私立大学では，大規
模大学や古くから学生相談機関を有する一部の大学を除いて学生相談体制の整備は大きく
遅れることとなった。 
 大学進学率が 50％に近づいた 2000 年前後から，日本における高等教育の位置づけに対
する人々の関心が高まり，社会的にそのあり方が議論されるようなった。そして，その流
れを受けた大学改革の動きの中，「大学における学生生活の充実方策について－学生の立
場に立った大学づくりを目指して－」（文部省高等教育局・大学における学生生活の充実
に関する調査研究会, 2000)に代表されるように，大学は学生を中心とした大学に生まれ
変わるべきであるという大きな方向性が示された。さらに，大学は競争的な環境下に置か
れるという変化に対応を迫られ，特に，私立大学では学生確保が経営に直結する問題とし
て重視されるようになった。同時に，大学の認証評価の項目として学生相談に関する観点
が盛り込まれたこともあり，それまで独立した学生相談機関を持っていなかった私立大学
も学生相談機関を設置するようになっていった。 
 その後，「大学における学生相談体制の充実方策について―『総合的な学生支援』と
『専門的な学生相談』の『連携・協働』」（独立行政法人日本学生支援機構, 2007）が出
され，また，「学生相談機関ガイドライン」が作成されるに至り，学生相談の専門性が明
確なものとして示された。そして，現在，長期的な少子化やアメリカと同様，長引く不況
の影響を受け，国公私立大学すべてにおいて予算削減の波が押し押せ，相談件数の増加や
複雑化，多様化する相談に対応しつつ，一方で費用対効果や説明責任といった面でも対応
を迫られている。また，他部署との連携や協働の重要性が指摘され，大学コミュニティを
視野に入れた活動が求められている。しかし，日本においては多くの大学において，現在
でも，カウンセラーの多くが非常勤であるという状況が続いている。 
 こうして歴史的な経緯を振り返ると，日本とアメリカが抱える今日的な課題には共通す
る面も多々あることがわかる。すなわち，増加する相談への対応，複雑化，多様化する相
談への対応，大学コミュニティを視野に入れた対応といった学生相談の本務に関わる課題
と，経費削減や費用対効果，説明責任といった社会的な組織として果たすべき役割・責任
という課題である。しかし，その基盤となる組織としての学生相談機関，学生相談活動を
支える人的・予算的措置においては日本とアメリカには大きな違いがある。国レベルでの
プランをもとに予算が投下され，そのことが学生相談体制の整備の大きな要因となったア
メリカと，そうした後ろ盾がほとんどない中で学生相談体制を整備してきた日本では，そ
もそも学生相談の「発展」の意味合い自体が異なっているととらえることもできるだろう。 
したがって，日本独自の学生相談機関の「発展」の枠組みの中で課題を明確にし，限ら
れた予算的・人的リソースを効果的に活用して，さらに学生相談を発展させることが日本
の学生相談に課せられた課題であるといえる。こうした理解に基づき，本研究では，日本
における学生相談機関の「発展」に焦点を当てて研究を行った。 
 
５-３ 学生相談機関の利用促進に寄与する要因に関する研究（研究Ⅰ～研究Ⅲ）の成果か
ら 
 第２章では，学生相談機関の「発展」について，利用の促進につなげるための実践的工
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夫という面から研究を行った。 
 研究Ⅰでは，ある私立小規模大学の学生相談室の再開室過程を分析することで，学生相
談機関の発展に寄与する要因を明らかにした。すなわち，活動初期から学内にネットワー
クを形成することがその後の学生相談室の発展に役立つこと，その際に，学生生活に関す
る事項を扱う部署だけでなく，教務事項を扱う部署とのネットワークも有効であることを
指摘した。また，学内における広報活動と同時期に行われた学生を対象としたアンケート
の結果を照合した結果，広報活動が利用の促進につながることも見出された。昨今の大学
における予算削減の波の影響を最も大きく受けるのは，経営基盤が弱い私立の小規模大学
である。こうした条件のもと，少ないリソースの中で学生相談活動を発展させるためには，
活動の初期から人的ネットワークを作り，地道に広報活動を行って，学内に根を張るため
の準備を進めることが重要であるものと思われる。 
 また，学生を対象としたアンケートからは，学生相談機関と他の学生関連の部署との違
いが学生に正しく理解されることが利用を促進することが示唆された。これは，アメリカ
の学生相談機関において，1960 年代～1980 年代を中心に，職業的カウンセリングと心理
的な問題に対応するカウンセリングの違いが研究テーマとして取り上げられ，学生相談機
関における相談についての適切性の認知を扱った研究が多く行われたこととも符合する。
学生相談機関の機能と役割に対する学生の理解があいまいである状態は，個々の大学にお
いて学生相談活動が浸透し，発展するプロセスの通過点であるという可能性も考えられよ
う。こうしたことを踏まえれば，広報活動を行う際に，来談した学生や学生全体に対する
アンケート調査等を通じて，その効果を確認することにより，相談実践の発展をより着実
なものとすることが期待できよう。 
研究Ⅱでは，学生が学生相談機関に対して持っているイメージと学生相談機関の存在や
場所等の周知度が利用の促進に及ぼす影響について，質問紙調査を用いて明らかにした。
その結果から，学生に対してどのような点を重視して学生相談機関の広報を行うかが学生
の利用意思に関連してくるという示唆が得られた。たとえば，学生全体を対象とした学生
ガイダンス等の広報の際に，学生相談室が深刻な問題を抱えて危機的な場面になったとき
に利用する場であるという説明よりも，広く学生生活をサポートするというやや幅を持た
せた説明を行う方が学生の利用を促進することになること，学生相談に対するイメージは
入学時のイメージが維持されやすいので，様々な機会を通じて，学生相談機関のイメージ
を変容させる働きかけが必要であることを指摘した。 
一方，利用意思それ自体を高めることについて，学生相談室の存在や場所を知っている
ことの効果は全体的に小さいこと，また，そこには性差，学年差が見られることが示唆さ
れた。大学によって性差，学年差の状況は異なると思われるが，学生便覧や学内掲示に学
生相談機関の場所や開室日時を事務的に掲載することだけでは，利用を促進する効果は小
さいと考えられる。同じ広報を行うのであれば，事務的な内容だけでなく学生の状況に対
応した広報を行うことが必要である。例えば，1 年生向けの広報，男子学生向けの広報，
女子学生向けの広報，就職活動や卒業論文作成を控えた学生向けの広報など，対象をある
程度特定した広報の方が周知度の向上や利用の促進には効果的であるといえよう。この点
については，鶴田(2001)の指摘する「学生生活サイクル」の考え方が参考になるだろう。 
研究Ⅲでは，学生相談機関の広報の一つである学生ガイダンスのスタイルの差異が利用
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の促進に与える効果について，実験的な手法を用いて検討した。その結果，ガイダンスに
より周知度が高まること，また，周知度を高めるためには少人数を対象としたガイダンス
の方が効果的であることが示された。しかし，周知度と利用意思との関係については評価
が分かれ，周知度が高まることにより全体的な利用意思は高まるものの，特定の内容の相
談についての利用意思が高まることにはつながってはいなかった。学生が来談する場合に
は，何か特定の問題が発生している場合が多いため，学生相談実践の観点からとらえれば，
周知度を高めることの効果は限定的であると考えておいた方がよいであろう。むしろ，利
用の促進に直接つながる工夫としては，学生相談機関に対して持っているイメージを変容
させるようなガイダンスのあり方が求められるといえる。ただし，変容させるイメージに
より，利用意思が促進される相談内容の種類が異なってくることが予想されるため，当該
大学において学生が抱える課題をアセスメントした上で，どのようにイメージを変容させ
ることが効果的であるか，事前に吟味する必要がある。 
これらの実践のためには，大学コミュニティが持っている学生相談機関に対するニーズ
のアセスメントが必要となる。Archer & Cooper(1998)は，学生相談機関のカウンセラー
が予防的で発達促進的な教育を行い，大学環境をよい方向へ変容させるためには，学生の
ニーズとキャンパス環境のアセスメントが必要であることを指摘している。また，Bishop, 
Gallagher & Cohen(2000)は，潜在的に問題を抱えた学生の利用の促進のためには，調査
等を通じた学生ニーズの把握が重要であることを指摘している。日本の『学生相談機関ガ
イドライン』（日本学生相談学会, 2013）における「全学コミュニティを対象とする活動」
の中の「学生のニーズの理解と大学環境改善のための調査・研究活動」はこのことに相当
するだろう。 
第２章における研究より得られたこれらの知見は，実践研究，調査研究，実験的研究の
3種類の異なる方法により見出されており，その信頼性，妥当性も高いものと思われる。 
  
５-４ 学生相談機関の類型化と組織としての発展に寄与する要因に関する研究（研究Ⅳ）
の成果から 
 研究Ⅳでは，全国における学生相談機関を対象に質問紙調査を行い，学生相談機関の類
型化および類型別の特徴と課題について明らかにするとともに，組織としての学生相談機
関の発展に寄与する要因を検討した。その結果，大学の学生相談への取り組みの姿勢が学
生相談機関の発展にもっとも寄与する要因であることが示唆された。 
学生相談に関する研究や報告では，利用者の増加をはじめとする活動の充実により，た
とえば，カウンセラーの増員が認められるというような学生相談機関の規模拡大のケース
が報告される場合が多い（例えば，鳴澤, 1998）。研究Ⅳにおける全国の大学を対象とし
た調査の結果を鑑みれば，大学の取り組み姿勢という要因がそうした発展を背後から支え
ていると見ることができるだろう。この点から，学生相談機関の発展には，大学と組織と
しての学生相談機関との関係性のあり方が重要な要因となってくるものと思われる。 
また，学生相談機関の類型により，発展のための主たる課題が異なることも指摘された。
したがって，学生相談機関がその活動を発展させるためには，まず，自らの所属する学生
相談機関の条件や大学コミュニティの状況，相談員の臨床オリエンテーションや現在の学
生相談機関の活動の特徴などをできるだけ正確にアセスメントし，課題を明確にした上で
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活動の発展のためのプランを描くことが必要となるだろう。こうしたプランの必要性は，
Stone & Archer(1990)の指摘する長期的な展望に基づく「戦略的行動」にも通ずるものが
あると考えられる。 
大学の学生相談機関自体を対象にした全国的な調査に基づく研究は日本では少なく，ま
た，なかでも組織としての活動のあり方に焦点付けした研究は見られない。研究Ⅳは，こ
の点でも独自性が高いものと思われる。 
 
５-５ ウェブサイトを活用した学生相談機関の利用促進のための情報発信に関する研究
（研究Ⅴ～研究Ⅶ）の成果から 
 第４章では，情報化社会という現代的，将来的な観点から学生相談機関のウェブサイト
を取り上げ，日本とアメリカの学生相談機関におけるウェブサイトの活用状況の比較と，
最近 10 年程度のスパンにおける変化の分析を行い，情報発信という観点から学生相談活
動および学生相談機関の発展について検討を加えた。 
 およそ 10 年前の段階では，学生相談機関のウェブサイトにおいて発信される情報は，
アメリカの方が圧倒的に多かった。その後，情報基盤が急速に整備され，日本とアメリカ
におけるインターネットの普及率にはほとんど差がない状態となった。日本もアメリカも
学生相談機関によるウェブサイトを通じた情報発信は増加していたが，両者の学生相談機
関における情報発信には依然として大きな差があった。 
 本研究において，学生の利用促進の観点から広報活動の重要性を繰り返し取り上げてき
たが，ウェブサイトの面から見ると，日本の広報活動はまだ不十分であり，その意味では，
利用促進の効果には改善の余地があるものと思われる。 
 学生相談における連携・協働の重要性が指摘されて久しく，学内の教職員，あるいは，
学生の家族，友人が学生に関する問題で相談に訪れたり，心配な学生を学生相談機関に結
びつけたりすることも少なくない。彼らが学生を紹介する前に学生相談機関の情報をウェ
ブサイトから入手することは十分考えられる。また，ひきこもり支援の導入期に，ひきこ
もっている大学生に対して，支援を行う機関のウェブサイトを紹介する実践例も報告され
ている（宮西, 2011），この点からも，今後，ウェブサイトの整備に取り組むことが学生
相談機関の発展にとって必要な課題のひとつとなると思われる。 
 一方，日本とアメリカの間にあるウェブサイトの大きな差には，学生相談機関の組織と
しての位置づけや，カウンセラー数をはじめとするマンパワーの差が反映しているものと
思われる。このように考えると，日本における学生相談機関のマンパワーの体制が改善さ
れない限り，ウェブサイトの整備が急速に進むということは考えにくいが，少しずつでも
改善していくことが必要であろう。 
また，学生相談機関のウェブサイトに掲載される情報の分析からは，ウェブサイトには
当該学生相談機関ないし大学の学生相談に対する考え方が表れていると見ることができる
ことを指摘した。情報発信のあり方を他大学の学生相談機関あるいは他の国の学生相談機
関と比較することにより，当該大学における学生相談活動をより客観的にとらえることが
できる可能性がある。学生相談機関の今後の発展のためには，こうした視点も必要である
と思われる。 
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５-６ 学生相談活動の実践への示唆～学生相談活動および学生相談機関の発展のために～ 
 本研究を総合して学生相談機関の発展のための道筋を示すことにより本研究で得られた
成果の結びとしたい。 
 まず，学生相談機関のカウンセラーとして着任した際に行うべきことは，自らの所属す
る大学コミュニティに対するアセスメントである。大学コミュニティのアセスメントとい
っても，大学の規模は様々であり，また，大学の規模が大きくなればなるほどコミュニテ
ィの全容を把握するには時間がかかる。したがって，この過程は日々の学生相談活動とと
もに段階的に進んでいくものと思われる。大学全体を対象とした調査などの大がかりなア
セスメントにこだわることはなく，日頃，接する学生，教職員の様子から大学コミュニテ
ィの状況を少しずつ見立てていくことが現実的には有用であろう。 
大学コミュニティ内にネットワークを広げていく活動が必要となるとはいえ，日本にお
いては，カウンセラーの多くが非常勤であり，その身分が不安定であることから，着任当
初からやみくもにネットワークを広げることは現実的ではない。まずは，日々の学生相談
機関内における相談活動において足場を固め，対応する相談の連携・協働の必要性に応ず
る形でネットワークを広げていくことが安全であろう。したがって，この活動も日々の学
生相談活動とともに段階的に進んでいくものと思われる。 
これと同時に，活動初期から何らかの形で継続的に学生相談機関の広報活動を行うこと
が有益である。代表的なものは学生ガイダンスや学内掲示板への掲示，パンフレットの作
成などであろう。その場合，できればその大学の学生の状況や大学が抱える課題，学生が
持つ学生相談に対するイメージに合わせて広報活動を工夫することが望ましい。その際に
は，先述の大学コミュニティに対するアセスメントが貢献することとなるだろう。 
また，学生相談機関の発展には大学の学生相談への取り組み姿勢によるところが大きい
と考えられるので，例えば，学生相談機関の活動報告書を作成し，大学に対して学生相談
から見た大学コミュニティの課題について提言を行うことも発展を促す要因となるだろう。 
一方，学生相談機関の発展には社会的状況が関係してくる。この点では，例えば，2010
年 4月に施行された「子ども・若者育成支援推進法」に基づく国や自治体が行う引きこも
り対策をはじめとする青年期の若者の成長の支援や，2016 年 4 月に施行される「障害者
差別解消法」における「合理的配慮(reasobnable accomodation)」の考え方など，大学に
どのようなことが要請され，また，社会がどのようなことを期待しているのかについても
注意を払っておくことが必要であろう。 
 そして，余力に応じて，学生相談機関のウェブサイトの整備など，学生相談機関からの
情報発信の充実にも着手したい。すでに，大学生は情報化を当然のことと考える世代とな
っており，今後，ソーシャルメディアに代表されるようなコミュニケーション・ツールへ
の対応についても検討が必要となると思われる。ウェブサイトの整備には最初の段階で大
きな負担がかかり，また，その後も，メンテナンスが必要となるなど，継続的な負担も要
する。しかし，ウェブサイトは誰もがいつでも閲覧できる窓口であり，大学コミュニティ
へのアプローチという面で，その充実は広い意味での学生相談活動に寄与する。学生相談
機関を利用する学生はもとより，閲覧する学生・家族・教職員に対して広くサービスを提
供することにもつながるため，決して軽視すべきではないであろう。 
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５-７ 本研究の限界と今後の課題 
最後に，本研究の限界と今後の展望について，総合的な観点から述べる。 
本研究の最も大きな限界は，学生相談機関の実際の利用者と結びついたデータが多くは
ない点である。研究Ⅰでは学生相談機関の利用者数と広報活動の関係を見てはいるものの，
実際に利用した学生に対して広報活動の効果を直接たずねているわけではない。研究Ⅱ，
研究Ⅲで得られた知見は，来談を予測する変数としての来談意思という間接的な指標との
関連に基づいている。研究Ⅳは，学生相談機関の視点から見た発展であり，学生から見た
発展ではない。研究Ⅴ，研究Ⅵ，研究Ⅶは来談した学生がウェブサイトをどの程度閲覧し
ていたかなど，学生側からの視点は盛り込まれていない。 
例えば，アメリカでは，実際に来談した学生に質問紙調査を行う研究（Lucas, & 
Berkel, 2005 など）や，複数の大学の学生相談機関による共同研究という枠組みの中で
来談者のデータを合算して行われる研究（Eisenberg, Hunt, Speer, & Zivin, 2011; 
Downs, & Eisenberg, 2012 など），さらに，学生課の持つ学生データを研究に活用し，
学生相談機関利用群と非利用群の比較を行う研究（ Nordberg, Hays, McAleavey, 
Castonguay & Locke, 2013）も行われている。日本では，利用する学生を研究協力者とす
ることについて，制度的な面でも，学生相談領域における研究倫理の面でも，また，カウ
ンセラー自身の意識の面でも，十分にレディネスが形成されているとはいえない。 
このように実際の利用者と密接に結びついた研究が行いにくいことは，学生相談領域に
おける研究の今後の課題であるともいえる。ただし，エビデンスを実証することに注力す
るあまり，研究のためのメリットを優先し，学生相談の実践性を損なうような研究を行う
のは論外である。また，研究としてのエビデンスが得られたということをもって臨床実践
の方向性を変えることも危険であろう。研究により得られたエビデンスと学生相談の実践
性をどのように結びつけるのが最もよいのか，研究により得られた知見と実践により得ら
れた知見のバランスはどうあるべきかという点について慎重な態度が必要であろう。この
点については今後，議論を継続する必要がある。 
日本の学生相談機関には非常勤カウンセラーが多いが，本研究ではこの点について十分
には研究デザインに組み込まれていない。調査に基づくデータはないが，学生相談機関に
勤務する非常勤カウンセラーは，数年で退職，転職するケースが少なくない。実際，筆者
が行った他の研究における学生相談機関のカウンセラーを対象としたインタビュー調査で
は，研究データの活用のために研究協力者である非常勤カウンセラーにあらためて連絡を
取っても，すでに退職しているため連絡がつかないというケースが珍しくなかった。組織
としての学生相談機関の発展のプロセスにある程度の時間が必要となることを考えれば，
このような状況がもたらす損失は大きい。したがって，「非常勤」という雇用形態を中心
に据えた研究，さらには，その成果を専門職としての地位の向上につなげていくことも必
要である。この点では，例えば，桐山(2006)，坂本(2014)の研究が貴重な示唆を与える。 
非常勤カウンセラーから常勤カウンセラーに雇用形態が変更されるということは，大学
にとっては組織上かなり大きな変更となり，その実現は容易ではない。しかし，常勤職に
あるカウンセラーが大学コミュニティ全体を視野に入れた活動を行うことが，当該大学に
おける学生相談活動の実践の質の向上にもたらす貢献は大きい。学生相談活動の「発展」
に関する研究を蓄積することは，大学が「学生相談」の現状に対する理解を深めることに
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つながるだろう。その意味で，今後も，様々な研究を継続していくことそれ自体が学生相
談の発展のために課せられた大きな課題であるといえよう。 
また，研究Ⅳでは学生相談機関の類型化を行ったが，各学生相談機関の活動報告書や学
会誌に発表された活動実践に関する研究とすり合わせ，本研究で得られた 5類型の妥当性
を確認するとともに，さらに，類型の特徴を肉付けしていくことも必要である。 
同様な意味で，実際に学生相談に携わるカウンセラーが日々の実践の中で学生相談機関
の発展をどのように目指し，また，その点でどのような課題を抱えているかについても事
例的な分析が必要であろう。筆者は，JSPS 科研費（課題番号：16730355）および JSPS 科
研費（課題番号：19530636）を受けて，29 大学，31 名の学生相談機関のカウンセラーに
インタビューを行い，得られた発言に質的な分析を加え，「学生相談活動の展開プロセス」
をモデル化することを試みた。この研究は，本研究をまとめる段階においてモデル構築が
未完成であったために本論文には掲載されていないが，カウンセラーの発言から，仮説的
な概念として，「学生相談機関のカウンセラーとしての学生相談活動に対する考え方を形
成していくこと」を示す＜専門家としての学生相談観の形成＞や「カウンセラーの持つ臨
床スタイルと実際に展開される学生相談活動との関係を比較・確認すること」を示す「臨
床スタイルとの照合」などの概念が得られている。すなわち，学生相談機関のカウンセラ
ーの専門性形成は学生相談機関の発展と同時並行的に進むという可能性が考えられ，こう
した点についても今後，研究が必要である。  
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関する研究（研究Ⅳ）」は JSPS科研費（課題番号：22530763）の助成を，第４章「ウェブ
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（資料 1）研究Ⅰで使用した質問紙 
 
 
「学生生活相談室」及び「カウンセリング・ルーム」 
に関するアンケートへのご協力のお願い 
 
 私は，大学の学生相談活動について研究しております。つきましては，簡単なアンケートに
ご協力いただきたくお願い申し上げます。なお，ご回答は研究の目的にのみ使用させていただ
きますので，皆様にご迷惑がかかることは一切ありません。また，成績評価にも全く関係あり
ませんので，ありのままをお答え下さい。 
  伊藤直樹 
 
 以下の質問について，あなた自身に当てはまるものを選び，回答欄に数字を記入して下
さい。 
 
１．学生生活相談室について 
(1)学生生活相談室の存在を知っていますか。また利用したことがありますか。 
  ①利用したことがある 
  ②知っているが利用したことはない 
  ③知らなかった                                      回答欄                  
(2)学生生活相談室がどこにあるか知っていますか。 
  ①知っている 
  ②だいたい知っている 
  ③あまりよく知らない 
  ④全く知らない                                      回答欄                  
(3)学生生活相談室がいつ開室しているか知っていますか。 
  ①知っている 
  ②だいたい知っている 
  ③あまりよく知らない 
  ④全く知らない                                      回答欄                    
(4)相談した，もしくは相談したい内容は次のどれにあたりますか。（優先順に３つまで
回答可） 
  ①学業   ②進路   ③就職   ④人生   ⑤対人関係 
  ⑥家庭   ⑦経済   ⑧健康   ⑨悪徳商法 
                                                回答欄                    
 
２．カウンセリング・ルームについて 
 
(1)カウンセリング・ルームの存在を知っていますか。また利用したことがありますか。 
  ①利用したことがある 
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  ②知っているが利用したことはない 
  ③知らなかった                                      回答欄                    
(2)カウンセリング・ルームがどこにあるか知っていますか。 
  ①知っている 
  ②だいたい知っている 
  ③あまりよく知らない 
  ④全く知らない                                      回答欄                    
(3)カウンセリング・ルームがいつ開室しているか知っていますか。 
  ①知っている 
  ②だいたい知っている 
  ③あまりよく知らない 
  ④全く知らない                                      回答欄                    
(4)相談した，もしくは相談したい内容は次のどれにあたりますか。（優先順に３つまで
回答可） 
  ①特にない   ②学業   ③進路   ④就職   ⑤性格 
  ⑥対人関係   ⑦家庭   ⑧経済   ⑨精神衛生 
                                                      回答欄                    
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（資料 2）研究Ⅱで使用した質問紙 
 
大学の「学生相談機関」に関する 
アンケートへのご協力のお願い 
 
 私は，大学の学生相談機関について研究しております。学生相談機関とは大学にある学
生相談室，保健管理センター，カウンセリング・ルームなどの，学生に対して相談活動を
行っている機関です。 
 今回，大学の学生相談機関について，大学生がどのようなイメージを持っているかを明
らかにするために調査を行うことに致しました。つきましては，簡単なアンケートにご協
力いただきたくお願い申し上げます。 
 なお，アンケートは無記名式で，ご回答は研究の目的にのみ使用させていただきますの
で，皆様にご迷惑がかかることは一切ありません。また，成績評価にも全く関係ありませ
んので，ありのままをお答え下さい。 
 よろしくお願いいたします。 
                                                          伊藤直樹 
 
 
 まず，下記の欄にあなたの年齢，所属学部・学科，学年をご記入下さい。性別について
は，いずれかを○で囲んで下さい。 
 
 
  ①年 齢・・・・・（   ）才 
 
  ②性 別・・・・・（ 男・女 ） 
 
  ③所属学部・学科・・・（       ）学部（       ）学科 
 
  ④学 年・・・・・（   ）年生 
 
 アンケートはこのページを含めて両面印刷で全部で６ページあります。 
 
 回答の際には，全ての質問にもれなくお答え下さい。 
 
 
それでは，次ページからのアンケートにお答え下さい。 
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Ⅰ あなたは，大学の学生相談機関（学生相談室，保健管理センター，カウンセリング・
ルームなど）はどのようなところだと思いますか。下記のそれぞれの言葉について，「非
常にそう思う」から「全くそう思わない」までの５段階でお答え下さい。回答の際には，
例にならって当てはまる数字を○で囲んで下さい。 
 
 
                                                 ど      ど      あ         
（例）大学の学生相談機関について       非       ち     ち     ま      全 
                                   常     ら   ら     り     く 
     「行ってみたいところ」         に      か      と     そ     そ 
                                   そ     そと    言も    思う    思う 
     と強く思っている場合            う     う言    え      わ     わ  
                                        思     思え    な      な     な  
                                        う     うば    い      い     い  
 
       行ってみたいところ           １------２------３------４------５ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                    
１．専門家として相談にのってくれるところ      １------２------３------４------５   
２．頼りになるところ                          １------２------３------４------５   
３．学生のことを真剣に考えてくれるところ      １------２------３------４------５   
４．相談しやすいところ                       １------２------３------４------５   
５．学生のために良いことをしているところ      １------２------３------４------５   
６．相談相手がいない人が行くところ            １------２------３------４------５   
７．ひどく悩んでいる人が行くところ            １------２------３------４------５   
８．中学・高校の保健室のようなところ          １------２------３------４------５   
９．学生にとって心強いところ                 １------２------３------４------５   
10．何かトラブルがあった人が行くところ      １------２------３------４------５   
11．親しみやすいところ                        １------２------３------４------５   
12．自分で悩みを解決できない人が行くところ    １------２------３------４------５   
13．不安なことがある人が行くところ            １------２------３------４------５   
14．学生生活に必要なところ                    １------２------３------４------５   
15．相談したことが外部にもれそうなところ      １------２------３------４------５   
16．親身に相談にのってくれそうなところ        １------２------３------４------５  
17．人に言えない悩みがある人が行くところ      １------２------３------４------５   
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18．近寄りがたいところ               １------２------３------４------５   
19．甘えている人が行くところ                 １------２------３------４------５   
20．何か悩みのある人が行くところ             １------２------３------４------５   
21．学生にとってありがたいところ             １------２------３------４------５   
22．信頼できるところ                          １------２------３------４------５   
23．小さな悩みだと相手にされないところ        １------２------３------４------５   
24．中学・高校の生徒指導室のようなところ      １------２------３------４------５   
25．どうしようもなくなったら行くところ        １------２------３------４------５   
26．病気にかかった人が行くところ            １------２------３------４------５   
27．絶望した人が行くところ              １------２------３------４------５   
28．役に立つところ                            １------２------３------４------５   
29．神経質な人が行くところ                    １------２------３------４------５   
30．安心できるところ                          １------２------３------４------５   
31．事務的・機械的な対応をするところ          １------２------３------４------５   
32．やさしい先生がいるところ                  １------２------３------４------５   
33．できれば行きたくないところ                １------２------３------４------５   
34．何をしているかよくわからないところ        １------２------３------４------５   
35．いじめにあっている人が行くところ          １------２------３------４------５   
36．便利なところ                              １------２------３------４------５   
37．相談すると不利益がありそうなところ        １------２------３------４------５   
38．自分には関係ないところ                   １------２------３------４------５   
39．自分のことに対して積極的な人が行くところ  １------２------３------４------５   
40．精神的に弱い人が行くところ               １------２------３------４------５   
41．悩みを解決してくれるところ               １------２------３------４------５   
42．相談に行くと怒られそうなところ           １------２------３------４------５   
43．学生のためにがんばっているところ         １------２------３------４------５   
44．友人がいない人が行くところ                １------２------３------４------５   
45．まじめな人が行くところ                    １------２------３------４------５   
46．適切なアドバイスを与えてくれるところ      １------２------３------４------５   
47．何をしているかイメージがわかないところ    １------２------３------４------５   
48．お説教されるところ                       １------２------３------４------５   
49．気軽に利用できるところ               １------２------３------４------５   
50．役に立たないところ              １------２------３------４------５   
51．自分のことを決められない人が行くところ    １------２------３------４------５   
52．追いつめられている人が行くところ         １------２------３------４------５   
53．相談しても気休めにしかならないところ      １------２------３------４------５   
54．相談に行きにくいところ                   １------２------３------４------５   
55．人生相談をするところ                      １------２------３------４------５   
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Ⅱ  次に，学生相談機関に対するイメージについてお聞きします。下記に互いに反対の意
味を表す言葉の組（新しい－古い etc.）が並んでいます。それぞれの言葉の組につい
て，例にならって，あなたが学生相談機関に対して感じるイメージに最も近い数字を一つ
選び○で囲んで下さい。 
 
 
（例）大学の学生相談機関                             ど 
                                                  言ち 
  に「やや古い」という           非    か        えら         か    非 
                                     常    な   や   なと   や    な    常 
    イメージを持っている時           に    り    や   いも   や    り    に 
                      新しい  １----２----３----４----５----６----７  古い 
 
                                       ど                  
                          言ち                                        
          非    か        えら         か    非                       
                   常    な   や   なと   や    な    常                       
                    に    り    や   いも   や    り    に     
                                                                                
１．    窮屈な  １----２----３----４----５----６----７   自由な              
２． わかりにくい  １----２----３----４----５----６----７   わかりやすい        
３．    嫌いな  １----２----３----４----５----６----７   好きな              
４． 親しみにくい  １----２----３----４----５----６----７   親しみやすい        
５．  はりつめた  １----２----３----４----５----６----７   のんびしりた        
６． 利用しにくい  １----２----３----４----５----６----７   利用しやすい        
７．     重い  １----２----３----４----５----６----７   軽い                
８．    暖かい  １----２----３----４----５----６----７   冷たい              
９．    明るい  １----２----３----４----５----６----７   暗い                
10．   不親切な  １----２----３----４----５----６----７   親切な              
11．   頼もしい  １----２----３----４----５----６----７   頼りない            
12．    派手な  １----２----３----４----５----６----７   地味な              
13．   まじめな  １----２----３----４----５----６----７   不まじめな          
14．   落ち着いた  １----２----３----４----５----６----７   落ち着きのない      
15．     厳しい  １----２----３----４----５----６----７   やさしい           
16．     かたい  １----２----３----４----５----６----７   やわらかい         
17．      白い  １----２----３----４----５----６----７   黒い             
18．    献身的な  １----２----３----４----５----６----７   利己的な         
19．   ていねいな  １----２----３----４----５----６----７   粗雑な           
20．     深刻な  １----２----３----４----５----６----７   気楽な           
21．     安心な  １----２----３----４----５----６----７   不安な           
22．思いやりのある  １----２----３----４----５----６----７   自分勝手な       
23．     激しい  １----２----３----４----５----６----７   穏やかな         
24．    良心的な  １----２----３----４----５----６----７   偽善的な         
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25．    心理的な  １----２----３----４----５----６----７   身体的な         
26．     不信な  １----２----３----４----５----６----７   信頼できる       
27．    男性的な  １----２----３----４----５----６----７   女性的な         
28．    動的な  １----２----３----４----５----６----７   静的な           
29．   非人間的な  １----２----３----４----５----６----７   人間的な         
30．    秘密の  １----２----３----４----５----６----７   公然の           
31．   内面的な  １----２----３----４----５----６----７   外面的な         
32．    閉鎖的な  １----２----３----４----５----６----７   開放的な         
 
                                                                              
Ⅲ 最後に，あなたの大学にある
．．．．．．．．．
学生相談機関についておうかがいします。各質問につい
て，例にならって当てはまる選択肢を一つ選び，数字を○で囲んで下さい。 
 
（例）あなたの大学の学生相談機関の相談員について，「全く知らない」と答える場合 
  ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
１．あなたは，あなたの大学に学生相談機関があることを知っていますか。 
 ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
２．あなたは，あなたの大学の学生相談機関がどこにあるか知っていますか。 
 ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
３．あなたは，あなたの大学の学生相談機関がいつ開室しているか知っていますか。 
 ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
４．あなたは，今
．
，感じている悩みや不安について，あなたの大学の学生相談機関を利用
したいと思いますか。 
 ①ぜひ利用したい   ②必要を感じたら利用したい   ③わからない 
 ④利用したいとは思わない 
 
５．あなたは，今後
．．
，悩みや不安が出てきた時，あなたの大学の学生相談機関を利用した
いと思いますか。 
 ①ぜひ利用したい   ②必要を感じたら利用したい   ③わからない 
 ④利用したいとは思わない   
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６．あなたがあなたの大学の学生相談機関を利用するとしたら，どのような面で利用しよ
うと思いますか。下記の悩みや不安のそれぞれについて，Ⅰの質問と同様に「ぜひ利用し
たい」から「全く利用したくない」までの５段階でお答え下さい。 
 
                                                 ど      ど      あ          
                                         ぜ       ち     ち     ま      全  
                          ひ     ら   ら     り     く  
                                       利     利か      と    し利    し利  
                                         用     用と    言も    た用    た用  
                                         し     し言    え      く     く   
                                         た     たえ    な      な     な   
                                         い     いば    い      い     い   
 
１．学業に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
２．進路に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
３．就職に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
４．性格に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
５．対人関係に関する悩みや不安           １------２------３------４------５ 
 
６．家庭に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
７．経済状況に関する悩みや不安           １------２------３------４------５ 
 
８．精神衛生に関する悩みや不安           １------２------３------４------５ 
 
 
 
 
 
 
以上でアンケートは終わりです。ご協力ありがとうございました。 
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（資料 3）研究Ⅲで使用した質問紙 
 
大学の「学生相談機関」に関するアンケートへのご協力のお願い 
 
 私は，大学の学生相談機関について研究しております。学生相談機関とは大学にある学生
相談室，保健管理センター，カウンセリング・ルームなど，学生に対して相談活動を行って
いる機関です。 
 今回，大学の学生相談機関について，大学生がどのようなイメージを持っているかを明ら
かにするために調査を行うことに致しました。つきましては，簡単なアンケートにご協力い
ただきたくお願い申し上げます。 
 なお，アンケートは無記名式で，得られた情報はすべて研究の目的にのみ使用させていた
だきますので，皆様にご迷惑がかかることは一切ありません。また，成績評価にも全く関係
ありませんので，ありのままをお答え下さい。同様な調査を７月にも行う予定です。 
 よろしくお願いいたします。 
                                                       伊藤直樹 
 
 
 まず，下記の欄にあなたの年齢，性別，所属をご記入下さい。性別については，いずれか
を○で囲んで下さい。所属については，当てはまるものに○をつけた上で，（  ）がある
場合には必要な事項をご記入ください。 
 
 
  ①生年月日：（［昭和・平成］    ）年（    ）月（   ）日生（   ）才 
 
            当てはまるものに○ 
  ②性 別（ 男・女 ） 
 
             当てはまるものに○ 
       ・学 部 生…（     ）学部（     ）学科（    ）年生 
    ③所属    ・大 学 院 生…（        ）研究科 
              ・科目等履修生 
 
 
それでは，次ページからのアンケートにお答え下さい。 
回答の際には，全ての質問にもれなくお答え下さい。 
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Ⅰ あなたは，大学の学生相談機関（学生相談室，保健管理センター，カウンセリング・ルー
ムなど）はどのようなところだと思いますか。下記のそれぞれの言葉について，「非常に
そう思う」から「全くそう思わない」までの５段階でお答え下さい。回答の際には，例に
ならって当てはまる数字を○で囲んで下さい。 
 
 
                                                 ど      ど      あ         
（例）大学の学生相談機関について       非       ち     ち     ま      全 
                                   常     ら   ら     り     く 
     「行ってみたいところ」         に      か      と     そ     そ 
                                   そ     そと    言も    思う    思う 
     と強く思っている場合            う     う言    え      わ     わ  
                                        思     思え    な      な     な  
                                        う     うば    い      い     い  
 
       行ってみたいところ           １------２------３------４------５ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．専門家として相談にのってくれるところ      １------２------３------４------５   
                                                                                 
２．頼りになるところ                          １------２------３------４------５   
                                                                                   
３．学生のことを真剣に考えてくれるところ      １------２------３------４------５   
                                                                                 
４．学生のために良いことをしているところ      １------２------３------４------５   
                                                                                 
５．相談相手がいない人が行くところ            １------２------３------４------５   
                                                                                   
６．ひどく悩んでいる人が行くところ            １------２------３------４------５   
                                                                                 
７．学生にとって心強いところ                 １------２------３------４------５   
                                                                                 
８．何かトラブルがあった人が行くところ       １------２------３------４------５   
                                                                                 
９．自分で悩みを解決できない人が行くところ    １------２------３------４------５   
                                                                                 
10．不安なことがある人が行くところ            １------２------３------４------５   
                                                                                 
11．学生生活に必要なところ                    １------２------３------４------５   
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12．相談したことが外部にもれそうなところ      １------２------３------４------５   
                                                                                 
13．人に言えない悩みがある人が行くところ      １------２------３------４------５   
 
14．近寄りがたいところ               １------２------３------４------５   
 
15．甘えている人が行くところ                 １------２------３------４------５   
 
16．学生にとってありがたいところ             １------２------３------４------５   
                                                                                 
17．信頼できるところ                          １------２------３------４------５   
                                                                                   
18．どうしようもなくなったら行くところ        １------２------３------４------５   
 
19．絶望した人が行くところ               １------２------３------４------５   
                                                                                 
20．役に立つところ                            １------２------３------４------５   
                                                                                   
21．神経質な人が行くところ                    １------２------３------４------５   
                                                                                 
22．事務的・機械的な対応をするところ          １------２------３------４------５   
                                                                                 
23．やさしい先生がいるところ                  １------２------３------４------５   
                                                                                   
24．できれば行きたくないところ                １------２------３------４------５   
                                                                                 
25．何をしているかよくわからないところ        １------２------３------４------５   
                                                                                 
26．いじめにあっている人が行くところ          １------２------３------４------５   
                                                                                 
27．便利なところ                              １------２------３------４------５   
                                                                                 
28．相談すると不利益がありそうなところ        １------２------３------４------５   
                                                                                 
29．精神的に弱い人が行くところ               １------２------３------４------５   
                                                                                 
30．悩みを解決してくれるところ               １------２------３------４------５   
 
31．学生のためにがんばっているところ         １------２------３------４------５   
                                                                                 
32．適切なアドバイスを与えてくれるところ      １------２------３------４------５   
                                                                                 
33．お説教されるところ                       １------２------３------４------５                                                                                     
 
34．自分のことを決められない人が行くところ    １------２------３------４------５   
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35．追いつめられている人が行くところ         １------２------３------４------５   
                                                                                   
36．相談に行きにくいところ                   １------２------３------４------５ 
 
 
 
Ⅱ 次に，あなたの大学にある
．．．．．．．．．
学生相談機関についておうかがいします。各質問につい
て，例にならって当てはまる選択肢を一つ選び，数字を○で囲んで下さい。  
 
（例）あなたの大学の学生相談機関の相談員について，「全く知らない」と答える場合 
 
  ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
 
１．あなたは，あなたの大学に学生相談機関があることを知っていますか。 
 
 ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
２．あなたは，あなたの大学の学生相談機関がどこにあるか知っていますか。 
 
 ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
３．あなたは，あなたの大学の学生相談機関がいつ開室しているか知っていますか。 
 
 ①知っている  ②だいたい知っている  ③あまりよく知らない  ④全く知らない 
 
４．あなたは，今
．
，感じている悩みや不安について，あなたの大学の学生相談機関を利用
したいと思いますか。 
 
 ①ぜひ利用したい    ②必要を感じたら利用したい    ③わからない    ④利用したいとは思わない 
 
５．あなたは，今後
．．
，悩みや不安が出てきた時，あなたの大学の学生相談機関を利用し
たいと思いますか。 
 
 ①ぜひ利用したい    ②必要を感じたら利用したい    ③わからない    ④利用したいとは思わない 
 
Ⅲ 最後に，あなたが，もし大学の学生相談機関を利用するとしたら，どのような面で利
用したいと思うかについておうかがいします。下記の悩みや不安のそれぞれについ
て，Ⅰの質問と同様に「ぜひ利用したい」から「全く利用したくない」までの５段階
でお答え下さい。 
 
                                                 ど      ど      あ          
                                         ぜ       ち     ち     ま      全  
                          ひ     ら   ら     り     く  
                                       利     利か      と    し利    し利  
                                         用     用と    言も    た用    た用  
                                         し     し言    え      く     く   
                                         た     たえ    な      な     な   
                                         い     いば    い      い     い   
 
１．学業に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
２．進路に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
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３．就職に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
４．性格に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
５．対人関係に関する悩みや不安           １------２------３------４------５ 
 
６．家庭に関する悩みや不安               １------２------３------４------５ 
 
７．経済状況に関する悩みや不安           １------２------３------４------５ 
 
８．精神衛生に関する悩みや不安           １------２------３------４------５ 
 
 
以上でアンケートは終わりです。ご協力ありがとうございました。 
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（資料 4）研究Ⅳで使用した質問紙 
 
 
ご回答の際にご留意いただきたいこと 
 
 このアンケート調査では，「学生相談機関」を下記のように定義します。なお，教育機
関とは原則として「大学」を指すものとします。 
 
また，「カウンセラー」を下記のように定義します。 
 
いずれも，吉武ら（2010）による「2009 年度学生相談機関に関する調査報告」（『学生
相談研究』，30,226-271）にて用いられている定義を利用しています。 
 学生相談機関の設置・運営形態が大学により様々であることを考慮してアンケート調査
を作成致しましたが，質問によってはご回答になりにくいものがあるかと思います。ご回
答の際に判断に迷われた場合は，なるべく第一印象でご回答下さい。また，どうしてもご
回答が難しい場合には，該当箇所の余白部分にその旨ご記入の上，ご回答下さい。 
キャンパスが複数ある場合には，主たるキャンパスのみに送付しておりますが，ご回答
の際には，なるべく貴大学のすべてのキャンパスにおける学生相談活動を念頭にご回答下
さい。 
 アンケートは 11 ページまであります。両 面 印
． ． ．
刷
．
 となっておりますので，ご回答の
際には，ご記入漏れがないようご注意下さい。 
 
I. まず，下記の項目についてご記入ください。 
 
① 貴大学の設置形態・・・・・・・・・・・・
（ 国 立 ・ 公 立 ・ 私 立 ） 
② 貴 学 生 相 談 機 関 の 名 称 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
（                 ） 
（例）学生相談室  カウンセリングルーム  保健管理センター 
③ ご 回 答 者 の 職 種 等 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
（                 ） 
「当該教育機関に在籍する学生の人間形成のために，１対１で面接できる面接
室を設け，カウンセラーを配置して，心理的問題や修学進路問題など学生生活
上の問題の相談に応じている機関」 
「心理学の専門性に基づき，学生の心理的問題などの学生生活上の問題の相談
にあたることを業務としている教職員」 
学生相談機関の活動に関する調査 
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（例）非常勤カウンセラー  教員兼任カウンセラー  専任カウンセラー 
④ ご回答者の貴学生相談機関での勤務年数・・・・（  約     年   ） 
⑤ ご回答日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（    ）月（    ）日 
II. 貴大学における学生相談の現状についておうかがいします。当てはまる
選択肢を一つ選び○で囲んでください。なお，ここでいう学生数は，当
該学生相談機関で利用の対象となる学生数（大学院生，短期大学生等も
含む。付属の幼稚園・小学校・中学校・高校は除く。）を指すものとしま
す。 
 
１． 貴大学の学生相談機関が設置されたのはいつ頃ですか。 
 
ア ～１９６０年度 
イ １９６１年度～１９７０年度 
ウ １９７１年度～１９８０年度 
エ １９８１年度～１９９０年度 
オ １９９１年度～２０００年度 
カ ２００１年度～ 
 
２． 貴大学の学生相談機関が利用の対象としている学生数はおよそどのくらいです
か。 
 
ア ～１０００人 
イ １００１人～５０００人 
ウ ５００１人～１００００人 
エ １０００１人～ 
 
３． 貴学生相談機関における年間来談学生実数
．．
（教職員，保護者等は除く）は，お
よそどのくらいですか。最近３年間の平均をご回答下さい。なお，キャンパスが複
数ある場合には，すべてのキャンパスの総計をご回答下さい。 
 
ア ～５０人 
イ ５１人～１００人 
ウ １０１人～２００人 
エ ２０１人～５００人 
オ ５０１人～１０００人 
カ １００１人～ 
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４． 貴学生相談機関における年間来談学生延べ数
．．．
（教職員，保護者等を除く）は，
およそどのくらいですか。最近３年間の平均をご回答下さい。なお，キャンパスが
複数ある場合には，すべてのキャンパスの総計をご回答下さい。 
 
ア ～５０人 
イ ５１人～１００人 
ウ １０１人～２００人 
エ ２０１人～５００人 
オ ５０１人～１０００人 
カ １００１人～１５００人 
キ １５０１人～２０００人 
ク ２００１人～３０００人 
ケ ３００１人～４０００人 
コ ４００１人～５０００人 
サ ５００１人～ 
 
５． 貴大学の学生相談機関への学生来談率（来談学生実数÷利用対象となる学生総
数×100％）は，およそどのくらいですか。最近３年間の平均をご回答下さい。な
お，キャンパスが複数ある場合には，大学全体での来談率をご回答下さい。 
 
ア ０．５％未満 
イ ０．５％以上１．０％未満 
ウ １．０％以上２．０％未満 
エ ２．０％以上５．０％未満 
オ ５．０％以上１０．０％未満 
カ １０．０％以上２０．０％未満 
キ ２０．０％以上 
 
６． 貴大学に在籍する学生の学生相談機関に対するニーズは高いとお感じになりま
すか。実際の来談者数や来談率とは別に，日々の印象をもとにご回答ください。 
 
ア かなり高いと感じる 
イ ある程度高いと感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり高いと感じない 
オ まったく高いと感じない 
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III. 貴学生相談機関の学内的な位置づけについておうかがいします。当ては
まる選択肢を一つ選び○で囲んでください。 
 
１． 貴学生相談機関は，現在，学内組織として明確に位置づけられているとお思い
になりますか。ここでいう「明確に位置づけられている」とは，学生相談機関の規
定等がある，組織図に示されている等，公式な文書により，学生相談機関が明示さ
れていることを指すものとします。 
 
ア かなり明確に位置づけられていると思う 
イ ある程度明確に位置づけられていると思う 
ウ どちらともいえない 
エ あまり明確に位置づけられているとは思わない 
オ まったく明確に位置づけられているとは思わない 
 
２． 貴大学の学生相談機関は，学内組織としてどの程度，独立性が確保されている
とお思いになりますか。ここでいう「独立性が確保されている」とは，相談活動に
限らず，予算や人事も含めた運営全般に関する学生相談機関の決定権が大きいこと
を指すものとします。 
 
ア かなり確保されていると思う 
イ ある程度確保されていると思う 
ウ どちらともいえない 
エ あまり確保されているとは思わない 
オ まったく確保されているとは思わない 
 
３． 貴大学の学生相談機関では，専任教員（専任教員がカウンセラーである場合も
含む
．．
）は学生相談機関の運営にどの程度かかわっていますか。実際の学生相談の担
当だけでなく，学生相談機関の運営全般を念頭にご回答下さい。 
 
ア かなりかかわっていると思う 
イ ある程度かかわっていると思う 
ウ どちらともいえない 
エ あまりかかわっているとは思わない 
オ まったくかかわっているとは思わない 
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４． 貴大学の学生相談機関では，カウンセラー（専任教員がカウンセラーである場
合は除く
．．
）は学生相談機関の運営にどの程度かかわっていますか。実際の学生相談
の担当だけでなく，学生相談機関の運営全般を念頭にご回答下さい。 
 
ア かなりかかわっていると思う 
イ ある程度かかわっていると思う 
ウ どちらともいえない 
エ あまりかかわっているとは思わない 
オ まったくかかわっているとは思わない 
 
５． 貴大学の学生相談機関では，専任事務職員（専任事務職員がカウンセラーやイ
ンテーカー等である場合を含む）は学生相談機関の運営にどの程度かかわっていま
すか。専任事務職員が学生相談機関に配置されていない場合は，貴大学における他
部署の専任事務職員を念頭にご回答下さい。 
 
ア かなりかかわっていると思う 
イ ある程度かかわっていると思う 
ウ どちらともいえない 
エ あまりかかわっているとは思わない 
オ まったくかかわっているとは思わない 
 
 
IV. 次に，貴大学における学生相談活動の特徴と，大学の地域性や大学設立
の理念，学生を取り巻く環境の急激な変化，様々な教育改革の取り組み
等との関係についておうかがいします。それぞれの質問について，最も
当てはまる選択肢を一つ選び○で囲んでください。 
 
１． 貴大学が立地する地域の特性と学生からの相談ニーズに関連があるとお感じに
なりますか。キャンパスが複数ある場合には，おおまかな印象でご回答下さい。 
 
ア かなり関連があると感じる 
イ ある程度関連があると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり関連があると感じられない 
オ まったく関連があると感じられない 
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２． 貴大学の大学設立の理念や建学の精神が，貴大学における学生相談活動のあり
方に影響を及ぼしているとお感じになりますか。 
 
ア かなり影響を及ぼしていると感じる 
イ ある程度影響を及ぼしていると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり影響を及ぼしているとは感じない 
オ まったく影響を及ぼしているとは感じない 
 
３． 貴大学の校風が，貴大学における学生相談活動のあり方に影響を及ぼしている
とお感じになりますか。 
 
ア かなり影響を及ぼしていると感じる 
イ ある程度影響を及ぼしていると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり影響を及ぼしているとは感じない 
オ まったく影響を及ぼしているとは感じない 
 
４． 貴大学の歩んできた歴史が貴大学における学生相談活動のあり方に影響を及ぼ
しているとお感じになりますか。 
 
ア かなり影響を及ぼしていると感じる 
イ ある程度影響を及ぼしていると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり影響を及ぼしているとは感じない 
オ まったく影響を及ぼしているとは感じない 
 
５． 昨今における学生を取り巻く環境の急激な変化が，貴大学における学生相談活
動のあり方に影響を及ぼしているとお感じになりますか。 
 
ア かなり影響を及ぼしていると感じる 
イ ある程度影響を及ぼしていると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり影響を及ぼしているとは感じない 
オ まったく影響を及ぼしているとは感じない 
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６． 大学における様々な教育改革の取り組みが貴学生相談機関の運営のあり方に影
響を及ぼしているとお感じになりますか。 
 
ア かなり影響を及ぼしていると感じる 
イ ある程度影響を及ぼしていると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり影響を及ぼしているとは感じない 
オ まったく影響を及ぼしているとは感じない 
 
V. 貴大学における組織としての学生相談への取り組みについておうかがい
します。当てはまる選択肢を一つ選び○で囲んでください。 
 
１． 貴大学は大学として学生相談機関の運営に力を入れているとお感じになります
か。 
 
ア 非常にそう感じる 
イ ややそう感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまりそう感じない 
オ まったくそう感じない 
 
２． 貴大学の教職員は学生相談機関の活動に期待しているとお感じになりますか。 
 
ア 非常にそう感じる 
イ ややそう感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまりそう感じない 
オ まったくそう感じない 
 
３． 貴大学では学生相談機関の運営のために十分な予算的措置が取られているとお
感じになりますか。 
 
ア 非常にそう感じる 
イ ややそう感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまりそう感じない 
オ まったくそう感じない 
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４． 貴大学では学生相談機関の運営のために十分な人的措置が取られているとお感
じになりますか。 
 
ア 非常にそう感じる 
イ ややそう感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまりそう感じない 
オ まったくそう感じない 
 
５． 貴大学では学生相談機関の運営のために施設の整備が十分に行われているとお
感じになりますか。 
 
ア 非常にそう感じる 
イ ややそう感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまりそう感じない 
オ まったくそう感じない 
 
VI. 貴大学における学生相談機関のカウンセラーの位置づけについて，おう
かがいします。当てはまる選択肢を一つ選び○で囲んでください。 
 
１． カウンセラーが専門性のある職種として位置づけられているとお感じになりま
すか。 
 
ア 非常にそう感じる 
イ ややそう感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまりそう感じない 
オ まったくそう感じない 
 
２． カウンセラーの中で常勤職として位置づけられている人の割合はどの程度です
か。 
 
ア 非常に常勤職の割合が高い 
イ やや常勤職の割合が高い 
ウ どちらともいえない 
エ あまり常勤職の割合は高くない 
オ まったく常勤職の割合は高くない 
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３． カウンセラーの中で教員職（兼任・非常勤含む）として位置づけられている人
の割合はどの程度ですか。 
 
ア 非常に教員職の割合が高い 
イ やや教員職の割合が高い 
ウ どちらともいえない 
エ あまり教員職の割合は高くない 
オ まったく教員職の割合は高くない 
 
 
VII. 貴学生相談機関の活動の方向性についておうかがいします。 
 
１． 貴学生相談機関の活動において，ウェイトが大きい活動を下記のア～ケの中か
ら選び，順に３つまでお答えください。なお，該当するものがない場合は「コ」を
お選びいただき，括弧内に具体的にご記入下さい。 
 
１番ウェイトが大きい活動・・・・・・・・（       ） 
２番目にウェイトが大きい活動・・・・・・（       ） 
３番目にウェイトが大きい活動・・・・・・（       ） 
 
ア 「よろず相談」や「何でも相談」的な対応 
イ 心理療法やカウンセリングを主たる目的とした対応 
ウ 自己理解・成長促進を目的としたワークショップやグループワーク 
エ 教職員を対象としたコンサルテーション 
オ 保護者を対象としたコンサルテーション 
カ 学内における予防・啓発や教職員を対象とした研修等のための活動 
キ 教職員とのコラボレーション 
ク 大学コミュニティ全体を対象としたアプローチ 
ケ 学生相談に関する調査・研究活動 
コ その他（具体的に                     ） 
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２． 貴学生相談機関のカウンセラーが貴学生相談機関に勤務する前にたずさわって
きた主な臨床活動の場はどこですか。下記のア～キの中から多い順に３つまで選び，
ご記入ください。カウンセラーが複数の場合には，該当する人数が多い臨床活動の
場についておおまかな印象でご回答下さい。なお，該当するものがない場合は「ク」
をお選びいただき，括弧内に具体的にご記入下さい。 
 
１番多い臨床活動の場・・・・・・・・・・・・・・（       ） 
２番目に多い臨床活動の場・・・・・・・・・・・・（       ） 
３番目に多い臨床活動の場・・・・・・・・・・・・（       ） 
 
ア 大学の学生相談機関 
イ 大学等に付属する教育相談機関 
ウ 公立の教育相談機関 
エ 小学校ないし中学校ないし高校（スクールカウンセラー） 
オ 医療機関 
カ 民間企業 
キ なし 
ク その他（具体的に                      ） 
 
３． 貴学生相談機関の現在の活動の方向性と，現在勤務しているカウンセラーの臨
床活動の方向性に，どの程度関連があるとお感じになりますか。おおまかな印象で
ご回答下さい。 
 
ア かなり関連があると感じる 
イ ある程度関連があると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり関連があるとは感じない 
オ まったく関連があるとは感じない 
 
４． 貴学生相談機関の現在の活動の方向性と，現在勤務しているカウンセラーの価
値観や考え方に，どの程度関連があるとお感じになりますか。おおまかな印象でご
回答下さい。 
 
ア かなり関連があると感じる 
イ ある程度関連があると感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり関連があるとは感じない 
オ まったく関連があるとは感じない 
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VIII. 貴学生相談機関の活動の現在までの発展の様子についておうかがいし
ます。 
 
１． 貴学生相談機関の予算や設備，人員は，学生相談機関設置以来，充実してきた
とお感じになりますか。おおまかな印象でご回答下さい。 
 
ア かなり充実してきたと感じる 
イ ある程度充実してきたと感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり充実してきたとは感じない 
オ まったく充実してきたとは感じない 
 
２． 貴学生相談機関の相談活動は，学生相談機関設置以来，充実してきたとお感じ
になりますか。おおまかな印象でご回答下さい。 
 
ア かなり充実してきたと感じる 
イ ある程度充実してきたと感じる 
ウ どちらともいえない 
エ あまり充実してきたとは感じない 
オ まったく充実してきたとは感じない 
 
 
IX. 最後に，本研究やアンケートの内容などについて，お気づきのことがあ
りましたら，ご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上でアンケートは終了です。 
お忙しいところ，ご協力下さいまして誠にありがとうございました。 
